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第一章 序論 
 
1.1 研究の背景 
1.1.1 社会的背景 1) 
 わが国では高度経済成長期に道路橋や下水道管等の社会インフラが集中的に整備され，
これらは建設後すでに 30～50年の年月が経過しており，今後急速に老朽化が進行すると想
定される．このようなことから，今後，維持管理・更新費の増大が見込まれる（表 1.1，図
1.1）．このような背景から，既設コンクリート構造物の維持管理に関する取り組みが近年活
発に行われている．事前の点検および診断，さらには診断結果に基づく補修・補強を行うこ
とは，ライフサイクルコスト（LCC）の低減と既設構造物の長寿命化につながるとい考えら
れる．コンクリート構造物の適切な維持管理を行うためには，対象構造物の健全性診断が重
要となってくる． 
  
表 1.1 今後の更新が必要な公共構造物 1) 
図 1.1 維持管理・更新費の推計 1) 
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1.1.2 東京都の橋梁に関する中長期計画 2） 
 東京都が管理する橋梁は，昭和 39 年の東京オリンピックを契機として昭和 30 年代，40
年代に多くの橋梁が建設されたことから，国や地方自治体と比べて，橋梁の高齢化が進んで
いる．東京都は，管理するすべての橋梁の定期点検結果に基づき，その都度，適切な補修，
補強を実施する対症療法型の管理により，損傷による事故を未然に防いできた．しかし，東
京オリンピックから高度経済成長期に集中して建設された橋梁は，今後一斉に更新期を迎
え，すべての橋梁に適切な対応を行うことが困難である．そこで，劣化や損傷を事前に予測
し，計画的に対策を行う予防保全型管理へと転換するために，「橋梁に関する中長期計画」
を策定した． 
 本計画では，東京都が管理するすべての橋梁を対象に，長寿命化対象橋梁，一般管理対象，
小橋梁（架替え対象）の 3つに区分されている．その中でも，長寿命化対象橋梁は架替え費
用や交通渋滞による社会的損失が大きいため，今後 100 年以上の長寿命化が求められてい
る．長寿命化対象橋梁の種類と年数を表 1.2 に示す．国の重要文化財である清洲橋（写真
1.1），永代橋，勝鬨橋は著名橋に区分されており，長寿命化の目標年数は長期保全，活用と
されている．清洲橋や永代橋には，ヨーロッパで実績があり，国内の道路橋では数少ないバ
ックルプレート（以下，BP）床版が採用されている 3)（写真 1.2）．BP 床版の構造形式は，
凹みのある鋼板（BP）の上に，コンクリートが直接打設された形式であり，ずれ止めとして
のスタッドや形鋼が施されていない非合成構造が特徴である． 
  
表 1.2 長寿命化対象橋梁の種類と設定目標年数 2） 
写真 1.1 清洲橋 写真 1.2 清洲橋の BP床版 
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1.2 研究の目的 
1.2.1 清洲橋の BP床版実物大モデルへの輪荷重走行試験 
既往の報告 4)では，清洲橋や永代橋では，供用から 60年経過した昭和 62年に BP の腐食
進行が確認され，BP 全面で約 2mm減耗していたものの，その後の補修から約 30年経過し
た現状では，定期点検の結果，健全性に問題があるとは考えられないとされている．しかし，
将来の維持管理計画を策定しておくことが重要であるが，BP 床版に関する耐久性の検討事
例がなく，BP 床版の疲労耐久性や破壊機構について，未解明な点が多い．そこで，東京都
では清洲橋 BP 床版の実物大モデル試験体に輪荷重走行試験を行い，BP 床版の疲労特性に
ついて検討している．本研究では，BP 床版の破壊機構解明の一検討および今後の維持管理
を戦略的に実施するための基礎検討として，非破壊検査手法であるアコースティック・エミ
ッション（以下，AE）法および弾性波法を輪荷重走行試験に適用した．なお，本研究は「輪
荷重走行試験」，「弾性波速度試験」，「静的載荷試験」の三つの実験から構成されている． 
 
1.2.2 弾性波速度トモグラフィ法によるコンクリートの損傷度評価 
 近年，コンクリート構造物の長寿命化を図るために，非破壊試験法による構造物の健全性診
断が注目されている．中でも，構造物の欠陥，損傷位置を視覚的に把握可能な弾性波速度トモ
グラフィ法の研究が進められている．弾性波速度トモグラフィ法とは，複数のセンサを使用
し，弾性波の入力点と検出点間の距離および弾性波の到達時間から，計測領域内の速度分布を
表す手法である．この手法では，計測領域内を複数の要素に分割し，要素内の伝搬速度を一定
と仮定する．次に，各要素における波線長さに応じて伝搬速度を重み付けし，計測領域内の弾
性波速度分布図から視覚的に損傷領域を把握するものである． 
 本研究では，弾性波速度トモグラフィ法における損傷検出の精度向上を目的として，要素分割
を四角形要素と三角形要素にした場合の数値実験を行った．さらに，数値実験結果の妥当性を確
認するため，ひび割れおよび剥離が存在する RC 梁側面に弾性波速度トモグラフィ法を適用し，
計測領域の要素分割方法，信号到達時間の決定方法を変化させ，損傷検出精度の向上を図った．
以上の数値実験結果，RC梁での実験結果をもとに，BP 床版の疲労試験における，「弾性波
速度試験」に弾性波速度トモグラフィ法を適用し，コンクリート部の損傷評価を行った． 
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1.3 論文の構成 
 本論文は全七章で構成されている． 
 
「第一章 序論」では，本研究の背景および研究の目的について示している． 
 
「第二章 既往の研究」では，一般的な RC床版や合成床版の疲労耐久性および AEの特
性と理論について，既往の研究をまとめている． 
 
「第三章 BP 床版への輪荷重走行試験」では，輪荷重走行を受ける BP 床版の力学的特
性についての検討をまとめている．輪荷重走行試験の結果，走行回数を重ねるにつれて，コ
ンクリートと BPの剥離の発現や進展，外観目視によるコンクリート上面のひび割れの発生
や進展が確認された． 
 
「第四章 静的載荷試験」では，BP 床版中央にて，段階的に荷重を載荷することで，所
定の走行回数におけるBP床版のたわみ，ひずみ性状についての検討をまとめている．また，
載荷中に AE 計測を行うことによって，得られる AE 特性について検討した．試験の結果，
たわみ，ひずみ性状は，走行回数を重ねると，せん断ひび割れの想定位置で床版底部の BP
が局部的に変形するため，載荷面直下の両端でたわみ，ひずみが大きくなる W 型の分布が
確認された．また，走行初期では引張型の AE 信号が検出され，その後，せん断型に推移す
ることが示された．BP 床版の静的載荷試験に AE 法を適用することで，発生するひび割れ
の分類が可能となり，コンクリートに内在するひび割れ種類を推定できることが示された． 
 
「第五章 輪荷重走行下の BP床版の AEモニタリング」では，輪荷重走行中に AE計測を
行うことによって得られる AE 発生源について検討した．AE 計測の結果，走行初期には，
微細ひび割れを形成する AE源が供試体全域から検出され，コンクリートと BP の剥離に伴
って発生した比較的振幅値の大きい AE源が供試体底面から検出された．走行を重ねるにつ
れて，曲げひび割れ，せん断ひび割れの形成に伴って発生する比較的振幅値の大きい AE源
が床版底部，せん断スパンから検出された．その後，供試体内部全域から AE源が検出され，
内部のひび割れが急速に進展したと推察した．以上のことから，BP 床版に AE 法を適用す
ることで，BP 床版の疲労破壊機構を明らかにした．  
 
「第六章 弾性波速度トモグラフィ法によるコンクリートの損傷度評価」では，計測領域
内に大きな斜めひび割れが存在するモデルに対して，弾性波速度トモグラフィ法による数
値実験を実施し，損傷検出の基礎検討を行った．数値実験により，要素分割形状とその結果
について検討を行った結果，三角形分割とすることで損傷領域がより明瞭に示される結果
を得た．次に，数値実験の結果の妥当性を評価するため，せん断破壊した RC梁に弾性波速
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度トモグラフィ法を適用した．実験では，要素分割の検討に加え，受信波形の処理方法や解
析対象領域の大きさを変えた検討も行った．実験の結果，要素分割を三角形とし，解析対象
領域を小さくし，重ね合わせることで，ひび割れ付近に弾性波速度低下領域が明瞭に表れ，
損傷位置をより視覚的に評価できることを示した． 
 RC 梁での検討をもとに，BP 床版への弾性波速度試験を実施し，所定の走行回数ごとに
床版の弾性波速度を求め，コンクリート部に弾性波速度トモグラフィ法を適用した．試験の
結果，走行回数の増加に伴い，輪荷重走行面から弾性波速度が低下し，コンクリート上面に
ひび割れが確認された時点で，床版全体の弾性波速度が低下した．以上の結果より，弾性波
速度トモグラフィ法を BP 床版のコンクリート部に適用することで，疲労による劣化過程を
視覚的に把握できることを示した． 
 
「第七章 まとめ」では，各試験で得られた知見から，BP床版の破壊機構およびコンク
リート部の疲労損傷評価についてまとめている． 
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第二章 既往の研究 
 
本章では，コンクリート系床版の既往の研究についてまとめている．「2.1 コンクリート
床版の疲労劣化機構」では，コンクリート床版の疲労劣化機構について示す．「2.2 既設コ
ンクリート構造物の維持管理制度」では，起こりうる事故を未然防ぐために，各機関が行っ
ている現在の既設コンクリート構造物の維持管理制度について示す．また，コンクリート系
道路橋の疲労破壊を事前に予測するため，これまで多くの RC，PC 床版に対し輪荷重走行
試験による疲労促進試験が行われてきた．「2.3 道路橋床版の疲労耐久性評価に関する既
往の研究」では，ひび割れ状況や床版のたわみの推移などの力学的挙動に着目し，コンクリ
ート系床版の破壊機構解明および疲労耐久性の評価を行ってきた既往の研究についてまと
めている．「2.4 AE 法と弾性波法の概要」では，本研究で用いる非破壊検査手法の AE法，
弾性波法の概念についてまとめている． 
 
2.1 コンクリート床版の疲労劣化機構 
 建設材料の中で最も広く利用されている材料の一つであるセメントコンクリートを用い
て造られた構造物は，適切な設計・施工条件下で極めて優れた耐久性を示す．しかし，適切
な材料選定，入念な施工が行われなかった場合，または供用年数が経過するに伴い，期待す
る強度，耐久性が低下し，十分な維持管理が行われなかった場合において，予想以上に早期
に劣化する事例が見受けられる．以下に，コンクリート系道路橋床版の劣化指標を示す． 
 
2.1.1 土木学会の劣化指標 1) 
土木学会では，コンクリート床版の疲労に関する劣化過程や構造物の性能低下を外観か
ら予測する方法が示されている．劣化過程は図 2.1および表 2.1に示すとおり，潜伏期，進
展期，加速期，劣化期に区分され，構造物の性能低下の予測方法に関しては，図 2.2に示す
床版下面のひび割れの進行を考慮して，構造物がどの区分に分類されるか評価している．ま
た，表 2.2のように外観上の状態と性能低下の指標も示されており，床版下面の外観から構
造物の性能を半定量的に評価で
きる．ただし，劣化過程の期間を
予測する場合には外観に加え，ひ
び割れ幅や深さ，漏水や遊離石灰
の流出状況および路面の変状な
ども考慮する必要があると定め
ている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.1 床版下面のひび割れ進行 1) 
潜伏期 進展期 加速期 劣化期
床版の疲労特性の低下
疲
労
に
よ
る
劣
化
床
版
の
性
能
低
下
曲げひび
割れ発生
ひび割れの
2方向への進展
ひび割れの
開閉など
ひび割れの貫通と
顕著な漏水
床版の陥落
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表 2.1 床版の疲労に関する劣化過程の定義と期間を決定する要因 1) 
劣化過程 定義 期間を決定する要因 
潜伏期 
（状態Ⅰ） 
乾燥収縮，もしくは載荷による，主筋に沿った一方向ひび割れが数本確認できる
段階．主桁の拘束条件によっては，乾燥収縮や主桁温度変化による橋軸直角方向の
ひび割れが進展することもある 
適用した設計基準：床版厚，
配力鉄筋量，床版支間長 
施工：乾燥収縮 
使用条件：交通量， 
車両重量（軸重），走行位置 
進展期 
（状態Ⅱ） 
 主桁作用による主筋に沿った曲げひび割れが進展するとともに，配力筋に沿う方
向のひび割れも進展し始め，格子状のひび割れ網が形成される段階．外観上，ひび
割れ密度の増加は著しいが床版の連続性（二方向性版）は失われていない 
加速期 
（状態Ⅲ） 
ひび割れの網細化が進み，ひび割れの開閉やひび割れ面のこすり合わせが始まる
段階．ひび割れのスリット化や角落ちが生じると，コンクリート断面の抵抗は期待
できないので，床版の押抜きせん断耐力は急激に低下し始める． 
上記に加えて，環境条件 
 浸透水の影響 
実施してきた対策 
 橋面防水層の有無 
劣化期 
（状態Ⅳ） 
床版断面にひび割れが貫通して床版の連続性が失われ，貫通ひび割れで区切られ
たはり状部材として輪荷重に抵抗することになる段階．貫通ひび割れの間隔やコン
クリートの強度，配筋量などが部材としての終局耐力に影響する．雨水の浸透や鉄
筋腐食度にも配慮する必要がある． 
上記すべて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 状態Ⅰ（潜伏期）一方行ひび割れ  (b) 状態Ⅱ（進展期）二方行ひび割れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 状態Ⅲ（加速期）ひび割れの毛細化   (d) 状態Ⅳ（劣化期）床版の欠落 
図 2.2 床版下面のひび割れ進行 1) 
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2.1.2 劣化進行過程 2) 
 コンクリート床版の疲労は，おもに自動車の走行（輪荷重）に起因するねじりモーメント
とせん断力の繰返し載荷によって発生する 2)．劣化過程 3)は図 2.3に示すように乾燥収縮な
どによる一方向ひび割れの発生，②活荷重による二方向のひび割れの発生，③発生したひび
割れが進展しひび割れ密度の増加，④せん断耐力が低下し，ひび割れ幅が拡大，エフロレッ
センスの現象が確認でき，⑤最終的にはコンクリート塊が抜け落ち，押抜きせん断破壊を呈
する，という過程で損傷することが一般的に知られている．写真 2.1に実橋におけるコンク
リート床版の疲労による劣化の事例 4)を示す． 
 
 
 
 
(a) 床版は等方性に近い版        (b) 一方向のひび割れの発生 
 
 
 
 
(c) 二方向のひび割れの発生        (d) ひび割れ密度増加 
 
 
 
 
(e) ひび割れ幅の増大      (f) 押抜きせん断強度の低下，抜け落ち 
図 2.3 ひび割れの進展と RC床版の破壊過程 3) 
表 2.2 構造物の外観上の損傷疲労評価と標準的な性能低下 1) 
構造物の 
外観上の損傷疲労評価 
安全性能 使用性能 第三者影響度 
美観・景観 
状態Ⅰ（潜伏期） ‐ ‐ ‐ 
状態Ⅱ（進展期） ‐ ‐ ‐ 
状態Ⅲ（加速期） せん断剛性の低下 
（ひび割れのスリット化，角落ち） 
 
‐ 
美観の低下 
（ひび割れ，遊離石灰，コンク
リート表面の陥没） 
第三者への影響（剥離，剥落） 
状態Ⅳ（劣化期） 耐荷性能の低下 
（ひび割れの貫通，雨水の浸透，鋼
材腐食） 
疲労走行による路面
の損傷 
（路面の亀裂）陥没 
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(a) 一方行のひび割れ            (b) 二方向のひび割れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 格子状のひび割れⅠ           (d) 格子状のひび割れⅡ 
 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 格子状のひび割れⅢ            (f) 遊離石灰の発生 
 
 
 
 
 
 
 
 
(g) コンクリート塊の抜落ちⅠ        (h) コンクリート塊の抜落ちⅡ 
写真 2.1 実橋床版の劣化状況の例 4 ) 
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2.1.3 国土交通省の劣化指標 5) 
 国土交通省では橋梁定期点検要領（案）「国土交通省国道防災課」に基づいて点検が行わ
れている．上記の案では，コンクリート床版の損傷程度は表 2.3に示すように区分されてい
る．土木学会が示しているコンクリート標準示方書の外観上のグレードと比較すると，区分
aおよび bは潜伏期，cは進展期，dは加速期，eは加速期から劣化期に相当すると考えられ
る．d，e と判定された構造物は，安全性能や第三者影響度を考慮した維持管理が必要にな
ると考えられる． 
表 2.3 損傷度の評価区分 5) 
区
分 
ひび割れ幅に着目した程度 ひび割れ間隔に 
着目した程度 
コンクリート標準示
方書との対応 
a ［ひび割れ間隔と性状］ 
 ひび割れは主として一方向のみで，最
小ひび割れ間隔が概ね 1.0m以上 
［ひび割れ幅］ 
最大ひび割れ幅が 0.05mm以下 
（ヘアークラック程度） 
 状態Ⅰ 
（潜伏期） 
b ［ひび割れ間隔と性状］ 
1.0～0.5m，一方向が主で直角方向か
つ格子状ではない 
［ひび割れ幅］ 
0.1mm 以下が主ではあるが，一部に
0.1mm以上も存在する 
 状態Ⅰ 
（潜伏期） 
c ［ひび割れ間隔と性状］ 
0.5m程度，格子状直前のもの 
［ひび割れ幅］ 
0.2mm が主であるが，一部に 0.2mm
以上も存在する 
 状態Ⅱ 
（進展期） 
d ［ひび割れ間隔と性状］ 
0.5m～0.2m，格子状に発生 
［ひび割れ幅］ 
0.2mm以上が目立ち，部分的な角落ち 
 状態Ⅲ 
（加速期） 
E ［ひび割れ間隔と性状］ 
0.2m以下，格子状に発生 
［ひび割れ幅］ 
 0.2mm以上がかなり目立ち，連続的な
角落ち 
 状態Ⅲ～Ⅳ 
（加速期～劣化期） 
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2.2 既設コンクリート構造物の維持管理制度 
先述したように，既設鉄筋ンクリート床版は図 2.3に示すような破壊過程をたどり，最
終的には写真 2.1(g)，(h)に示すように押抜きせん断強度が低下し，コンクリート塊が抜
け落ちる破壊形態を呈する．これらの損傷，欠陥の発見を早期に発見するためにも，土木
学会や国土交通省，民間企業では既設構造物の点検要領を定め，管理する構造物に対し維
持管理を行っている．以下に，それらの詳細を示す． 
 
2.2.1 維持管理における点検概要 
(1) 土木学会 1) 
 新設，既設にかかわらず，コンクリート構造物を適切に維持管理するためには，適切な
診断を行うことが必要である．この適切な診断を行うためには，診断の目的に応じた点検
を行い，構造物の安全性，使用性，第三者影響度，美観・景観および耐久性などに関する
情報を入手することが基本となる．点検は，診断の目的，頻度，実施する調査の内容など
により，様々に分類できるが，図 2.4 に示すように，初期に診断を行うもの，定期の診
断時に行うもの，臨時の診断時に行うものの 3つに分類することができる．また，定期の
診断時に行う点検の中には，頻度に応じて日常点検と定期点検，臨時の診断の中には実施
する目的の違いにより，臨時点検，緊急点検にそれぞれを区別している．これらの点検を
行い，それぞれの情報を比較検討することで，供用開始時からの構造物の状態の変化，点
検時以降における構造物の状態の変化予測など，合理的な維持管理を行う上で必要となる
構造物の状態を入手することができる． 
 
 初期点検では，維持管理開始の時点での構造物の諸性能に関する初期状態を把握するこ
とを目的としている．初期点検における標準調査では，目視調査（外形，寸法，変状の有
無など）や，たたき調査（コンクリートの未充填，剥離，剥落の有無など），設計の記録
や工事記録などの書類調査（施工者，施工年月など）が行われる． 
 日常点検では，外観の変状・変形・変位の状態，構造物の供用状態，コンクリートおよび
鋼材などの状態について，目視やたたき調査を行うことを基本としている．また，車上感覚
による調査も行われ，伸縮継手の不良や異常なたわみや振動の有無の調査も行われ，使用性
診断 初期の診断 初期点検 構造物の初期状態を把握するために行う点検
定期の診断 日常点検 日常的に行い，構造物の状態の変化を把握するための点検
定期点検
1～数年に一度の間隔で行い，構造物の状態をより広範囲に把
握するための点検
臨時点検臨時の診断 外力等の作用で負傷した構造物に対して行う点検
損傷構造物と類似の構造物に対して行う点検緊急点検
 
 
 
 
 
 
図 2.4 点検の種類 1) 
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に関する直接的な調査も行われる．日常点検は，日常の巡回が困難な場所でも，点検用の足
場を常設して実施される． 
 定期点検では，日常点検では把握しがたい部位，部分も含む構造物全体にわたって，劣化，
損傷，初期欠陥の有無およびそれらの程度を把握するものである．また，コンクリート構造
物の設計，施工ならびに維持管理に関する専門的な知識に基づいてマニュアルを作成し，こ
れに従って専門技術者や責任技術者，あるいはそれと同等のコンクリート構造物の設計，施
工，維持管理に関する知識を有する技術者の下で行われる．調査には必要に応じて，非破壊
検査機器（かぶりの実測値，弾性波法など）を用いる方法や，採取したコア抜きによる試験
（圧縮強度，拡散イオン係数など）などを組み合わせて行われる． 
 臨時点検では，災害や事故が起こった後に，損傷を受けた可能性のある構造物や部位・部
材を対象とし，可能な限り早急に行われる．標準調査の方法は，遠方からの目視を行い，倒
壊などの危険性がないことを確認した後，近接して目視やたたき調査による簡易な方法で
実施する．調査内容には，ひび割れ状況，断面欠損状況，浮き，剥離，剥落，漏水の有無，
異常音や異常な振動などが挙げられる．また，損傷や変状の確認には必要に応じて非破壊検
査機器が用いられる． 
 緊急点検では，構造物の変状による事故が生じた場合，あるいは事故には至らないまでも
構造物に著しい変状が確認された場合に，類似の構造物を対象として同種の変状が生じる
可能性を有する部位・部材に実施される．これは，問題の生じた構造物と同時期に建設され
た類似の構造物において，同じような問題が生じてくる可能性があり，事故原因と同種の変
状の有無を確認し，速やかな処置を取るための情報を収集するためである． 
 
(2) 国土交通省 6)，7) 
国が管理している道路橋は約 20万橋あり，表 2.4に示すように過去から様々な点検が行
われている．道路橋の点検は，主として交通事故につながるような重大な異常を早期に発見
するための「通常点検（道路パトロールによる路面の点検）」，損傷状況や機能状態を近接目
視により網羅的に調査する「定期点検」，地震等の災害時や塩害等の特定事象に対応した「異
常時点検」が実施されている．なお，平成 16年度からは，共用 2年以内及び 5年毎に橋梁
の全部位に対して近接目視点検を行うことを定めた橋梁定期点検要領（案）8)に基づいて統
一的な点検が行われている． 
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 (3) 阪神高速道路 9) 
 例えば，阪神高速道路の点検はこれまでに経験してきた損傷劣化に対応しうるように体
系化され，その時々の損傷傾向に応じて随時変遷を重ねてきた．例えば，阪神高速道路が定
めている定期点検は，機能低下の原因となる損傷を早期に発見し，構造物の損傷度やその影
響を把握すると共に，対策の要否や内容を判断するための資料を得ることや，補修計画の策
定を目的としている．頻度は，損傷発生率や損傷要因の多寡に応じて路線ごとに設定し，1
回／5～8 年としている．定期点検では，損傷の程度およびその影響度を総合的に評価し，
表 2.5の点検判定区分に基づき，判定を行っている．調査は構造物に接近し，目視，たたき
および簡単な計測を行い，所要の判定を行う．表 2.6，表 2.7にコンクリート構造物の点検
一次判定基準，表 2.8に部材に生じる損傷の種類を示す．部材の耐荷力の評価は，ひび割れ
の位置および形態から発生原因を推定した上で，ひび割れ幅に着目したランク区分を適用
する．また，耐久性の評価はひび割れ幅に加えてその発生間隔にも配慮したランク区分を適
用している． 
 
  
対象の部位・部材 損傷の種類
損傷発生から把握
までの期間
通常点検
主として橋面に現れる重大な異
常を早期に発見する．
毎日 車内からの目視
通常の走行速度で目視でき
る範囲
舗装の異常やたわみ等
の主として橋面に現れ
る異常
巡回間隔（ほぼ24時
間）以内
共用後2年以内
その後5年以内
中間点検 定期点検を行う． 定期点検の中間
可能な仮称は近接
目視，その他はエ
遠望目視
全部位，全部材（地中部，
水中部，部材内部は除く）
近接目視または，遠望
目視で，症状が把握で
きないもの
同上
（塩害） 塩害に対する予防保全を図る． 10年ごと 感化物イオン試験 下部工，上部工 塩害を原因とする損傷 一般的には，10年間
（第三者被害）
コンクリート部材の一部が落下
して第三者に与える被害を予防
する．
2～3年後 打音検査 第三者被害の可能性あるコ
ンクリート部材
うき 適切な頻度は不明
（災害時）
地震や台風などの災害が発生し
た場合に，橋梁の安全を確認す
る．
災害発生時
可能な箇所は近接
目視，その他は遠
望目視
災害に応じて，損傷が想定
される部位，部材中心
地震：下部構造の沈
下，傾斜，大きなひび
割れ洪水：下部構造の
洗掘，沈下，傾斜等
災害時，即時に把
握可能
（臨時点検）
橋梁に予期してなかった異常が
発見された場合に，同種の事象
が恐れのある橋梁の安全性を確
認する．
異常事象発生後 個別に設定 個別に設定 当該する異常事象
臨時点検，即時に
把握可能
最長5年以内
特定点検
異常時点検
点検の種類 目的 頻度 点検方法
把握可能な損傷
定期点検
橋梁の損傷状況の全般を把握
し，健全性の診断を行う．
近接目視
全部位，全部材（地中部，
水中部，部材内部は除く）
近接目視で，症状が把
握可能なもの
表 2.4 国が管理する道路橋の点検レベル 7) 
表 2.5 定期点検の点検判定区分 9) 
損傷状況
S1 機能低下が著しく，道路構造物の安全性から緊急に対策の必要がある場合
S2 第三者への影響があると考えられ，緊急に対策の必要がある場合
機能低下があり，対策の必要がある場合
損傷の状態を観察する必要がある場合
損傷が軽微である場合
上記以外の場合
S
判定区分
A
OK
B
C
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 表 2.6 コンクリート構造物の一次判定基準 9) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.7 PC桁のひび割れ一次判定基準 9) 
ひび割れの種別 判定要素 判定 
 
 
ひび割れの幅 
 
ひび割れの
間隔 
 
0.2mm以上 
 
‐ 
 
 
 
 
 
A 
 
0.1mm以上 
0.2mm未満 
‐  
B 
 
0.1mm未満 
 
‐  
C 
 
 
 
0.2mm以上 50cm未満 A 
50cm以上 B 
0.1mm以上 
0.2mm未満 
50cm未満 B 
50cm以上 C 
0.1mm未満  C 
 
判定区分 S A B C
点検項目
PC桁
工種
ひび割れ
鉄筋露出
鉄筋腐食
剥離，欠落
PC鋼材，シース
および定着部の露出
豆板
RC桁
・
PC桁
漏水
遊離石灰
RC桁
PC桁の
間詰
①極端に幅の大きな
ひび割れが発生し，
構造物の耐荷力の低
下が著しいと判断
②剥離，豆板，空洞
などでコンクリート
落下の恐れがある場
合や，遊離石灰がつ
らら状に発生し，落
下の恐れがある場合
表2.3，2.4参照
①合計0.1m2以上の範囲
で鉄筋が露出している
②鉄筋が腐食している
PC鋼材，シースおよび
定着部が露出している
跡埋めコンクリート
の損傷
不良音があり，周辺に
ひび割れ，漏水・遊離
石灰がある
①漏水している
②遊離石灰がひび割れ
周辺に付着している
空洞
①合計0.1m2未満の範囲で
鉄筋が露出している
②桁側面にPC鋼材端部が
露出している
（プレテン桁）
③合計合計0.1m2以上で剥
離，欠落，空洞，豆板が
ある
①漏水跡がある
②ひび割れに沿って白く
表面が変色している
①合計0.3m2未満の範囲で
漏水・遊離石灰，サビの
流出がある
合計合計0.1m2未満の
範囲で剥離，欠落，
空洞，豆板がある
漏水，遊離石灰がわ
ずかにある
不良音やひび割れはある
が，欠落の恐れはない
①合計0.3m2以上の範囲
で漏水・遊離石灰，サ
ビの流出がある
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 2.2.2 点検結果に基づく現在の橋梁の現状 
(1) 全国規模の点検データに基づく道路協コンクリート部材の劣化の特徴 10) 
 図 2.5に示すように，日本には約 70万橋（橋長 2m以上）の道路橋があり，橋長 15m以
上（約 16万橋）で供用 40年以上のものが約 30%を占め，急速に高齢化しつつある．そこで
玉越らは，国が管理する全国の道路橋の定期点検結果を用いて，コンクリート部材の主な損
傷の進行について分析を行った．表 2.9に橋梁定期点検要領（案）による評価を示す．定期
点検の評価をまとめた報告によると，図 2.6 に示すように PC，RC の主桁の変状は 65%以
上であるのに対し，RC床版では主桁よりも多い 90%に変状があると確認された．また，床
版では漏水・遊離石灰の発生率が高く，部材を貫通したひび割れが多く発生している可能性
がある．RC床版のひび割れは自動車荷重の繰返し走行による疲労が主たる要因であり，床
版の疲労劣化速度は設計内容や構造特性の相違が影響していると考えられている．そこで，
これまで輪荷重走行試験によるコンクリート系床版の疲労促進試験が行われ，その破壊機
構の解明や疲労耐久性について様々な検討が行われてきた．既往の輪荷重走行試験につい
ては「2.3 道路橋床版の疲労耐久性に関する既往の研究」で後述する． 
表 2.8 ひび割れの位置および発生パターン 9) 
 番号 位置 パターン
① 支間中央部 主桁直角方向の桁下面および側面の鉛直ひび割れ
② 支間中央部 主桁下面方向ひび割れ
③ 支点部 支点付近の腹部に斜めに発生しているひび割れ
④ 支間中央部 変断面桁のしたフランジのPC鋼材に沿ったひび割れ
⑤ 反曲部 PC連続桁中間支点付近の反曲部のPC鋼材に沿ったひび割れ
⑥ 支点部 連続桁中間支点部の上側の鉛直ひび割れ
⑦ 支点部 支障上桁下面，側面に鉛直または斜めに発生しているひび割れ
⑧ 支点部 ゲルバーヒンジ部の切欠コーナー部より発生しているひび割れ
⑨ その他 桁全体に斜め45°方向のひび割れ
⑩ 反曲部 PC連続桁中間支点付近の反曲部のPC鋼材の曲げ上げに直行するひび割れ
⑪ その他 PC鋼材定着部付近のひび割れ
⑫ その他 PC 鋼材が集中している付近に発生しているひび割れ
⑬ その他 桁の腹部に規則的な間隔で発生しているひび割れ
⑭ その他 ウェブと上フランジの接合部付近の水平ひび割れ
⑮ その他 亀甲上，くもの巣状のひび割れ
⑯ 支点部 主桁腹部に水平なひび割れ
⑰ 支間中央部 主桁上フランジ付近のひび割れ
⑱ その他 シースに沿って生じるひび割れ
⑲ 横桁などの主桁以外の部材に発生したひび割れ
 
 
 
 
 
 
 
図 2.5 道路橋の架設竣工年別橋梁数 10) 
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 (2) 道路橋および歩道橋の補修履歴と健全性の現状分析 11) 
東京都が管理する橋梁の多くは供用からすでに 60年経過しており，今後橋梁の老朽化が
加速することが考えられる．そこで関口らは，将来の維持更新事業の効率的運営を目指すた
め，過去の補修履歴や定期点検結果などから，東京都が管理する橋梁の健全度調査データを
分析した．報告によると，戦前の橋梁群の床版の補修時期は経年 60年前後であるのに対し，
戦後の橋梁群の床版では経年 20～40年で施されるものが多い．これは，高度経済成長期の
橋梁は経済設計を追及した合成桁の採用や床版厚が薄く鉄筋量が少ないなど，床版の合成
不足と疲労損傷の顕著化などの要因が考えられている．また，大型車両交通量が多い橋梁ほ
ど，補修サイクルが短い傾向がある． 
  
表 2.9 橋梁定期点検要領（案）による評価 10) 
(a) 損傷度程度の評価       (b) 対策区分の判定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) PC主桁   (b) RC主桁   (c) PC床版 
図 2.6 代表的な部材における対策区分の判定 10)  図 2.7 RC床版の損傷割合 10) 
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2.3 道路橋床版の疲労耐久性評価に関する既往の研究 12) 
 国土技術政策総合研究所では，道路橋のコンクリート系床版の疲労耐久性について，輪荷
重走行試験機による疲労試験方法や，床版の耐荷力と関係づけられた疲労照査法の検討を
行ってきた．しかし，輪荷重走行試験では，あくまでも耐久性が明らかになっている床版と
の相対的な比較による評価であり，疲労耐久性の絶対評価は行えないことが分かっている．
よって，近年コスト削減等の観点から多数提案されている新形式の床版に対する疲労耐久
性評価に対して，その結果の実橋条件における疲労耐久性については必ずしも明確ではな
い． 
 そこで，コンクリート系床版疲労耐久性について，床版コンクリートはコンクリート要素
が材料的に疲労によって損傷し，鉄筋などの鋼材はその応力状態に依存して鋼材としての
疲労現象によって損傷し，それぞれの現象が並行して独立に生じていくものと仮定し，それ
ぞれの材料的な疲労耐久性の定量的な評価を組み合わせることで，床版全体のとしての疲
労耐久性を評価する普遍性の高い手法の開発を検討した． 
このような背景をもとに，コンクリート系の床版の疲労損傷過程を解析的に模擬するこ
とで，多様な床版構造に適用可能な疲労耐久性評価方法の開発と，鋼コンクリート合成床版
の部材各部の応力状態を算出する解析手法の検討が行われた． 
 
2.3.1 研究の概要 12) 
 道路橋では，交通荷重を直接受ける部材である床版について，過去より疲労現象が主要因
と疑われる様々な損傷が生じてきた．特にコンクリート系の床版については損傷の実態か
らは，通常の RC梁や PC梁部材の設計手法を用いて耐荷力上必要な断面を確保するだけで
は，繰返し走行する輪荷重に対する長期耐久性の確保には十分ではない可能性があると理
解されてきた．このため，道路橋の設計基準である「橋，高架の道路等の技術基準」では自
動車荷重の引き上げとも連動しつつ，過去に床版設計に関する規定の見直しが行われ，設計
に用いる荷重値にとどまらず，内部鋼材の発生応力の制限や配筋等に関する構造細目，最小
版厚などの設計内容にも様々な変更が加えられてきた． 
 現在，適用範囲，要求性能を満足できる構造や，設計法が例示されているのは，鉄筋コン
クリート床版と PC床版のみであり，底鋼板が設けられていた鋼コンクリート合成床版など
新しい構造形式の床版では，種々の内部構鋼材のずれ止め形式など多様な構造的特徴を有
しているなど，道路橋示方書を準用して基準の要求性能を満足するように設計することは
必ずしも容易ではない．また，近年コスト削減等の観点から PC床版や鋼コンクリート合成
床版などの新しい構造のコンクリート系の床版が開発され，実橋の採用例も増えつつある． 
 このような背景をもとに，様々な種類の床版に対する疲労耐久性評価方法についての研
究が進められ，実物大に近い大スケールの床版供試体に対して，車輪の走行状態を模擬した
移動荷重を繰返し載荷させる輪荷重走行試験が行われてきた．しかし，輪荷重走行試験法に
よる疲労耐久性の評価は，あくまで同条件下での試験結果の相対関係の評価としては有効
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である反面，比較対象となる実験結果が無いような新しい床版形式や構造条件に対しては，
原則としてその都度実験して，疲労耐久性を確認することが必要になる． 
 輪荷重走行試験方法による以外にも，疲労が進行した最終段階の破壊形態として一般的
とされる床版部材としての押し抜きせん断破壊耐力との関係において疲労耐久性を評価す
る方法なども提案されているが，実橋の床版の破壊形態は必ずしも押抜きせん断耐力の算
出で想定しているような形態とならない場合もある．さらに，実橋の供用性にかかわる疲労
耐久性の評価にあたってはひび割れが増加して押抜きせん断破壊面が形成されるまでの間，
徐々に床版の損傷が進展していく過程がそのほとんどの期間を占め，ある段階の状態に着
目しての評価ではその状態になるまでの過程が各々異なる鋼コンクリートの合成床版など
新しい構造や形式の床版に対する適用性には限界があると考えられる． 
 
2.3.2 既往の輪荷重走行試験 
 移動する輪荷重が直接載荷される版構造である床版では，荷重の移動に伴う応力状態の
変化が疲労耐久性に大きく影響しているものと考えられる．これまで床版の疲労耐久性に
関する研究において，床版の定点で繰返し載荷を行う疲労試験が実施されてきたが，ひび割
れ状態などの損傷形態が実橋でみられるものとは大きく異なり，現象の再現ができない状
態が長く続いた．その後，輪荷重走行試験機が考案され，実橋の破壊形態に近い実験が再現
できるようになり，以後，多くの実験が様々な条件に対して行われてきた． 
 実際の床版では，床版下面のひび割れは載荷位置が移動するため，放射状には発達せず，
床版全体に格子状で拡大していくことが多く，さらに損傷が進行すると鉄筋が破断するよ
りも前に，ブロック化したコンクリート塊が床版から抜け落ちることが多い．これに対し，
一点で繰返し載荷を繰り返した場合には，床版下面の載荷点を中心とした，放射状のひび割
れが発生した後，コンクリート部分の破壊に先立って主鉄筋の疲労による破断が生じる場
合がほとんどであり，破壊の形態は異なっている． 
 定点載荷試験については，一点のみで載荷を繰り返すのではなく，複数の載荷点を設けて
それらに順次載荷していくことを繰り返す方法が試みられた例もある．その場合には，荷重
点では一点ではないため床版下面に発達するひび割れは単純な放射状にはならず，実橋に
近い格子状のひび割れパターンが得られているが，一点での定点載荷試験と同様にコンク
リートの破壊に先行して，鉄筋が疲労で破断する結果が得られており，実橋の破壊パターン
とは一致しない． 
このように定点載荷試験では，実橋の床版の破壊形態を再現しているとは言いがたく，荷
重の条件を限りなく実橋床版に近づけた輪荷重走行試験が考案された． 
 輪荷重走行試験方法は，実物大に近いスケールの床版供試体の上を，接地圧（載荷荷重）
を制御しながら車輪を移動させる疲労試験方法であり，鉛直力が維持されたまま，連続的に
床版を移動していくために，実交通化での輪荷重によって生じていると考えられるものと
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比較的近い応力状態が供試体に対して実現できると考えられる．写真 2.2 に輪荷重走行試
験機の概観を示す． 
 
 
輪荷重走行試験の結果は，載荷荷重の大きさと回数によって疲労環境が定義され，疲労損
傷の進行の程度についてはコンクリート部材のとしての変状によって評価することが一般
的である．主な項目は，①床版のたわみ，②内部鋼材（鉄筋）のひずみ，③コンクリート表
面のひずみ，④ひび割れ性状（延長・幅・方向など）があり，複合構造の場合には⑤コンク
リートの剥離状況などがあげられる．写真 2.3 および図 2.8 に輪荷重走行試験による供試
体の劣化過程の事例を示す． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2.3 輪荷重走行試験後の劣化状況の例 12) 図 2.8 輪荷重走行試験後の劣化状況の例 12) 
       （床版下面の状況）           （床版下面のひび割れ） 
写真 2.2 輪荷重走行試験の概観（（独）土木研究所）12) 
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 通常の RC床版の場合には，一定の荷重で輪荷重走行試験を行うと，床版のたわみや鉄筋
のひずみなどが初期に急速に増加し，その後は緩やかに劣化が進行する期間がある．劣化進
展速度が増加すると，最終的には制御していた載荷の継続が困難なほど，たわみが増加し，
鉄筋のひずみも安定しなくなるなど，床版としての一体性を喪失したような挙動が現れて
破壊と判定される． 
 床版の性能の観点からは，所要の耐荷力に対する安全余裕を喪失した段階までが耐久性
として期待できる期間と考えられるが，どの段階で設計上期待する耐荷力余裕が性能の限
界状態とみなせるのかは，実験の挙動に対して特定することは困難である． 
 これより，輪荷重走行試験の結果については，床版のたわみやひび割れ性状などによって
損傷度を定義し，実績があり，かつ，すでに耐久性が明らかになっている床版と同条件の試
験による結果と劣化損傷の過程を比較することで，耐久性の評価を行うことが一般に行わ
れている． 
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2.3.3 RC床版の輪荷重走行試験 
輪荷重走行試験を行った RC床版では，載荷荷重の固定，漸増に関わらず，初期よりひび
割れが発生する，その後，全体に進展して最終的には床版コンクリートの一部が台形（四角
錐）状に踏み抜かれるように破壊する押抜きせん断破壊の状態を呈し，破壊に至る．また，
内部の鉄筋は最終段階まで破断することは少ない． 
 土木研究所（旧建設省土木研究所）では RC床版の輪荷重走行試験を実施してきた．載荷
は一定の荷重レベルで走行が行われた．図 2.9 に輪荷重走行試験を行った供試体を一例に
床版のたわみ，主鉄筋，配力鉄筋のひずみ分布を示す．試験によると，鉄筋のひずみは引張
側にある主鉄筋，配力鉄筋ともに，初期段階で床版のたわみの増加と共に，ひずみが急増し，
その後はほぼ一定の値で推移した．そして最後のたわみが急増する段階で，連動するように
挙動が不安定であることが確認された． 
 また，一定の荷重をある回数行った後に載荷荷重を引き上げることを繰り返す荷重漸増載
荷（段階載荷）による試験も一般的に行われてきた．段階載荷では，荷重レベルを引き上げ
た時に，たわみ，ひずみ共に急増するが，その間の載荷荷重が一定の区間においてはひずみ
もたわみも一定荷重載荷同様の傾向で安定した推移を示しており，確認できるひび割れ状
況からも一定荷重載荷による疲労試験の促進試験として捕らえることができると考えられ
ている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 床版中央の活荷重たわみ 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 主鉄筋ひずみ            (c) 配力鉄筋ひずみ 
図 2.9 輪荷重走行を受ける RC床版のたわみおよび鉄筋ひずみの一例 12) 
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2.3.4 プレストレスを導入した床版の輪荷重走行試験 
 プレストレスを導入した床版（PC床版）についても段階載荷による荷重走行試験が行わ
れてきた．床版のプレストレスの導入は，たわみやひび割れが抑制されることなどによって
疲労耐久性向上に寄与すると考えられているが，同じ破壊パターンの RC床版の結果と比べ
て荷重たわみが小さく，破壊に至るまでの載荷回数も多く，疲労耐久性に優れる結果となっ
た報告がある． 
 また，床版支間直角方向のひび割れは RC床版と比較して少なくなっており，プレストレ
スの効果によって床版支間方向にはひび割れの発生が抑制されたためと考えられる． 
 床版の破壊時には，RC床版の試験結果と同様に，内部の鉄筋には破断が生じず，床版コ
ンクリートの破壊によるたわみの増大で終了している．実験結果から，実橋でも PC床版の
疲労では RC 床版と同様に床版コンクリートの破壊が支配的になる可能性が高いものと考
えられる． 
 
2.3.5 鋼コンクリート合成床版の輪荷重走行試験 12) 
 鋼コンクリート合成床版は，RC床版の下面に鋼板を一体化した構造の床版であり，底鋼
板は床版コンクリートの打設時には型枠とその支保工を兼用することで，施工の合理性を
図ったものである．底鋼板には通常様々な補強鋼材が一体化されているが，これらは完成後，
RC床版の鉄筋同様に，床版の耐荷力機構を構成する構造部材として期待されている． 
このような構造的特徴を有する床版の設計手法については，RC床版や PC床版ように道
路橋示方書では設計に用いるべき断面力や構造細目などの具体的な規定化がなされておら
ず，適用しようとする橋梁の条件に合わせて個別に性能照査を行って所要の性能が得られ
るように設計が行われている． 
 現在，鋼コンクリート合成床版として多くの形式が提案されている．主な相違点は底鋼板
とコンクリートを一体化するためのズレ止め構造と，型枠としての剛性を確保するための
補強構造である．ズレ止めにはスタッドジベル，トラスジベル，孔あき鋼板ジベルまたは形
鋼ジベル等が用いられ，補強材は帯鋼や形鋼を用いたリブならびにトラス鉄筋が用いられ
ている（図 2.10）． 
 
  
図 2.10 鋼コンクリート合成床版タイプの代表例 12) 
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鋼コンクリート合成床版の輪荷重走行試験の多くは段階載荷で行われており，また底鋼
板の存在から輪荷重走行試験中の床版コンクリートの変状については，いつ，どの段階でど
のような現象が生じていたのかを正確に把握できている例は無い． 
 しかし，ひび割れ量と 100kN 換算弾性たわみの勾配との関係では，最終段階で床版上面
に現れたひび割れが比較的少ない床版では勾配の変化が小さく，ひび割れが比較的多い床
版では勾配の変化が大きくなる傾向となっている（図 2.11）． 
また，一部の鋼コンクリート合成床版では，たわみの勾配の変化とひび割れ発生時の走行
回数との間に関連性が見受けられる結果となっている．これらからは，走行回数の履歴にし
たがって鋼コンクリート合成床版においても床版内部の破壊が徐々に進行していく過程を
経ていることと考えられる（図 2.12）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) たわみ小の供試体        (b) たわみ大の供試体 
図 2.11 供試体上面のひび割れ状況およびたわみと走行回数の関係 12) 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.12 ひび割れ発生時と床版剛性の変化 12) 
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鋼コンクリート剛性床版の場合，底鋼板の存在から最終破壊段階についても確認が困難
であるが，旧土木研究所において鋼コンクリート剛性床版の開発過程で実施された輪荷重
走行試験では，床版コンクリートが押抜きせん断破壊した例が報告されている．この床版で
は，コンクリート上面に床版内部に設けた補強リブ位置から橋軸直角方向（主鉄筋方向）に
ひび割れが発生し，ひび割れ貫通に伴いコンクリートが鋼部材と剥離し，リブ間のコンクリ
ートが梁のように独立して挙動するようになり，最終的に押抜きせん断破壊に至ったと考
えられている．図 2.13に示すように，この床版の例では最終的にコンクリートのせん断ひ
び割れとリブ上を結ぶように水平ひび割れの発生が確認された． 
 
鋼コンクリート合成床版に関しては，大阪大学において水張り状態で輪荷重を走行させて
いる試験も行われた．この試験では通常の乾燥状態で 30万回走行を行った後，床版上に水
を滞水させた状態で輪荷重走行を行い，約 2 万回往復で床版たわみが急増（約 4mm）した
ため，試験を終了した．試験ではひび割れからの水の浸入～ひび割れからのセメント成分の
遊離と床版上面への堆積～床版下面からの漏水～コンクリートの骨材化～押し抜きせん断
状のひび割れ発生という経過が観察された．さらに試験終了後の切断面の観察では，図 2.14
に示すように，リブ上部の水平方向ひび割れも確認された． 
図 2.13 乾燥状態で破壊した合成床版ひび割れ分布の例 12) 
図 2.14 乾燥状態で破壊した合成床版ひび割れ分布の例 12) 
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2.4 AE法と弾性波法の概要 
 コンクリート構造物をはじめとする社会資本を構成する多くの構造物は，一般に耐久性
あるいは微細レベルでの欠陥に対する耐力が大きいことが知られているが，最近の様々な
事故事例などから，コア抜きなど構造物の一部を破壊して調査を行う試験方法は好ましく
ない．そこで，破壊することなく構造物を調査，診断する技術が今後求められることになる．
アコースティック・エミッション法（以下，AE法）は，マイクロクラックの発生に伴う弾
性波を検出する手法（受動的計測），弾性波法は能動的に入力信号を与え欠陥を検出する手
法であり，微細レベルでの破壊現象，欠陥に対して高い検出能力をもち，構造物を破壊する
ことなく，構造物内部の状態を把握できる技術である．ここでは，AE法および弾性波法に
ついて，また，これらの基本理念となっている物理探査，弾性波の特性について述べる． 
 
2.4.1 物理探査法 13) 
 物理探査とは地殻を構成している材料の物理的特性を遠隔的に測定し，地下資源や地下
構造，構造物の物性などを探査する手法であり，使用される物理量によっていくつかの手法
が分類されている．弾性波法は弾性波探査の技術に基づいている． 
 
(1) 弾性波探査 
 弾性波を利用する弾性波探査は地震探査とも呼ばれており，建設，防災の分野で最も多用
されている手法である．この探査は，直接法，屈折法，反射法に大きく分類される． 
（a）直接法 
 伝搬経路内で反射や屈折せずに，震源から受信点へ直接到達する波動を観測することに
よって，地層の弾性波伝搬速度の調査のみならず，振幅や波形を正確に測定し，地下構造，
構造物内部の詳細な調査や，地層の特性，物性の判定などのために用いられる．震源や受信
点を配置する場所は地表のみならず，ボーリング孔内や坑道内などにも利用される． 
（b）屈折法  
 地下深部に地表よりも伝搬速度の速い層がある場合には，地下へ侵入した波動が屈折し
て再び地表へ戻ってくるという現象が発生する．この地表へ戻ってきた波動を測定して，地
下に存在している伝搬速度が速い地層の伝搬速度とその地層が存在している位置とを探査
する手法であり，比較的浅い部分の探査に有効である． 
（c）反射法 
 材料の異なる境界で反射して地表へ戻ってくる波を利用して地層境界面の位置と形状と
を探査する手法であって，比較的深部に存在する水平層構造の探査に有利である．天然ガス
や，石油，石炭の探査に有効に利用されており，近年では，比較的浅い地下構造の探査にも
利用されるようになってきた． 
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(2) 電気探査 
 地質材料の電気の流れやすさ，すなわち比抵抗を測定し，その分布状態から地下へ探査す
る方式と，分極現象を利用して，その存在位置から地下を探査する方式に大きく区別される． 
（a）比抵抗情報を計測する方法 
 電極を介して電流を地下に流し，それが地下の比抵抗分布に応じて流れるのを観測して，
地層の抵抗値およびその比抵抗値を持つ他層が存在する位置を探査する手法である． 
（b）分極現象などを計測する方法 
 自然に発生している地表の電位分布を測定して地下を探査する方法を自然電位法（SP法）
という．これに対して，地中へ人工的に電流を流して硫化鉱のように分極しやすい鉱物を短
時間人工的に分極させ，その状態を探査する方法があり，主として金属鉱床探査に用いられ
る IP法とがある． 
 
(3) 磁気探査 
 地殻を構成している材料の磁気率の差や残留磁化などによって地球の磁場が乱されてい
る状態を測定して地下探査を行う方法である．磁化率は磁鉄鉱が飛びぬけて大きいが，岩石
では，玄武岩や蛇紋岩が他の岩石に比べればやや大きく，探査の対象となり得る．また，地
下深部の温度構造を調べるために，キューリー等温面深度探査が用いられている． 
 
(4) 重力探査 
 基本原理は万有引力の法則で，地下を構成する土や岩の密度さを利用して，地下構造を調
査する方法である．主に堆積盆地の広がりや堆積層の層厚，地質構造の概要を知るために用
いられてきた． 
 
(5) 放射能探査 
 自然放射能を調べる探査と人口放射線源を利用する探査とに区別される．自然放射能探
査はウランなどの放射性鉱物及びこれらを含む岩石の探査などに用いられている．人口放
射線を利用する探査にボーリング孔を利用する密度検層がある．これはガンマ線のコンプ
トン散乱を利用して地層の密度を測定する手法である． 
 
(6) 地温探査 
地熱資源や温泉等の賦存状態や地下水の流れなどを調査するために用いられ，地表で行
う場合には，地表 1mの位置の温度が測定される場合が多い．ボーリング孔を利用する場合
には温度検層と呼ばれ，ボーリング孔内を充満している水の温度がゾンデを用いて測定さ
れる． 
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2.4.2 弾性波の特性 14)，15) 
(1) 弾性波の種類 
 図 2.15に弾性波の種類を示す．弾性波とは，弾性体内を伝搬する波のことである．セン
サで検出される波には，実体波（body wave）である P波（primary wave）と S波（secondary 
wave），実体波以外の表面波，板波や反射波などの重ね合わせの波がある． 
 図 2.15(a)に示す P波とは，波の進行方向と同じ方向に粒子が振動しながら伝わる波動の
ことで，疎密波または圧縮波とも呼ばれる．固体，気体，液体を伝搬することができ，弾性
波の中で最も早く伝搬する． 
 図 2.15(b)に示す S波とは，波の進行方向と垂直方向に粒子が移動しながら伝わる波動の
ことである．表面に平行に加えられたズレが方向を変えながら繰り返されて伝搬する波で
あるので，せん断波とも呼ばれる．体積変化を伴わない波で，固体中のみを伝搬する． 
 図 2.15(c)に示す表面波とは，物体の表面のみを伝搬する波のことである．Rayleigh波の
速度は横波よりも遅く，粒子は表面に対し上下に動く成分と，表面に対し平行に動く成分が
あり，上下動よりも水平動の速度のほうが大きい 
 図 2.15(d)に示す板波とは，波の進行方向に垂直な断面寸法が波長と同程度になると，側
面で反射した波が相互に干渉し合い，被導波が形成される．板，棒，管などに伝搬する被導
波は総称して板波と呼ばれる． 
 
  
 
 
 
(a) P波               (b) S波 
 
 
 
 
(c) 表面波              (d) 板波 
図 2.15 弾性波の種類 16) 
28 
 
(2) 散乱と減衰 
 コンクリートを完全な弾性体とみなすと，いったん励起された弾性波はいつまでも存続
するはずである．しかし，実際のコンクリートは完全な弾性体ではないため，弾性波は様々
なメカニズムによりエネルギーが損失し，時間とともに減衰していく．高周波の波は低周波
の波に比べ，すばやく減衰する． 
 
(3) 弾性波伝搬特性 17) 
 弾性波を用いた非破壊検査では，弾性波の伝搬特性値が損傷部の通過後に変化すること
を利用し，損傷検出が行われる．図 2.16に弾性波伝搬特性とそれを用いた損傷検出方法を
まとめる． 
(a) 伝搬時間・弾性波速度 
図 2.16(a)に，弾性波が弾性波内部の損傷部を通過する際
の伝搬経路の違いを示す．構造物中に存在，例えばひび割れ
が存在する場合，弾性波は損傷部を回折して伝搬するため，
伝搬経路が長くなる． 
 弾性波速度は，センサ間の直線距離を弾性波の到達時間の
差で除したもので表されるため，伝搬時間が長くなるのに比
例し，見かけ上弾性波速度は小さくなる． 
(b) 周波数 
図 2.16(b)に弾性波が損傷部を通過する際の周波数の変化
を示す．周波数は主に部材の共振周波数に着目した部材厚の
計測に利用され，この手法は衝撃弾性波法として知られてい
る． 
共振周波数は部材の厚みおよびセンサ特性に依存するの
で，表面から損傷部までのコンクリートを板厚とみなすこと
で損傷検出が可能である． 
実験では，共振周波数を求めるために検出信号に高速フー
リエ変換（FFT）を適用し，卓越周波数を求めることで卓越周
波数と弾性波速度の関係（f=v/λ）より損傷検出が行われる． 
(c) 最大振幅値 
 図 2.16(c)に弾性波が損傷部を通過する際の振幅の減衰を
示す．コンクリート中では弾性波の伝搬過程中において，伝
搬経路内のひび割れや空隙により，乱反射を生じるため，振
幅は大きく減衰する．また，損傷部の存在により弾性波が回
折し，伝搬経路が長くなる場合にも振幅は小さく検出される．
この減衰に着目し，損傷の有無や大きさの評価が可能となる． 
(a) 弾性波の経路 
(b) 周波数の変化 
(c) 振幅の減衰 
図 2.16 弾性波伝搬特性 
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2.4.3 AE法 18) 
 経年劣化や外的被害を受けたコンクリート構造物の健全性を評価するために有効な非破
壊検査方法の一つに，AE法がある．材料内部の微細な破壊に伴って発生する信号を検出す
ることで，クラックがいつ・どこで・どのように発生しているのかの情報を得ることができ
る． 
 
(1) AEの原理 
 アコースティック・エミッション（Acoustic Emission，略して AE）とは，「固体材料内部
の微小な破壊，あるいはそれと同様なエネルギー開放過程によって発生される弾性波動現
象」と定義されている．図 2.17に破壊音として聞かれるまでの過程を概念的に示す．物体
内部で破壊現象が生じ，その際に蓄積していたエネルギーの一部が弾性波となって解放さ
れる．破壊音として人間の耳に聞かれるのは，この時に空気中を伝わった音波である．しか
し，物体内を伝搬している弾性波を物体表面で検出したほうが良いのは明らかであり，発生
した弾性波は物体表面に取りつけた AEセンサにより検出される． 
AEは微小なひび割れや，それと同等なエネルギーの解放過程によって発生するが，原因
となるものはクラックと呼ばれる「ひび割れ現象」はもちろんのこと，その他に結晶物質で
の転位，変態なども含まれる．定義に従えば，固体材料内部で弾性波動を発生させる現象は
すべて AEの発生原因となる． 
研究的に AE計測装置で検出可能なものを AE現象と言い，非常に高感度の装置で検出で
きる微弱な弾性波動である．0.1mm 程度のクラックならば十分に検出可能であるが，60～
100dBの増幅装置を使用し検出している．また，感度の他でAEを特徴づける重要な因子は，
その周波数成分である．地震も含めて，AEに関連する分野での対象としている周波数帯域
の模式図を図 2.18に示す．基本的には kHz～MHzの高周波成分が AEに相当する．人間の
可聴域は 20kHzまでであるから，AEの主成分は可聴音ではないことが明らかである． 
クラックの形成 
AEセンサによる検出 
音波（破壊音）の伝播 
AE波の発生・伝播 
図 2.17 AE波の発生・伝搬・検出 
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 以上をまとめると，AEの研究では，物体の主破壊以前に内部に形成される微小ひび割れ
あるいは類似なエネルギー開放過程によって発生した微小振幅で，高周波数をもつ弾性波
を対象としている．この特性を利用し，AE信号からその発生源の位置標定や破壊領域を推
定し，破壊に至るまでの過程を検証することが可能となる． 
 
(2) AEの計測 
AEは原理的には，図 2.19に示すような計測装置で検出される．AE現象により生じた弾
性波は物体内を伝搬し，表面に取り付けた AE センサによって電気信号（一般的には電圧，
増幅器の特性によっては電流）に変換される．その後，信号は増幅器により増幅され，帯域
通過帯（ハンドパス）フィルタでろ過されて検出される． 
 検出波形は地震波形と類似なもので，縦波，横波，表面波，境界での反射波などが重なり
合って非常に複雑な形をしている．AEセンサには，ある特定の周波数で高感度となる共振
型と，広い周波数範囲で一定の感度を有する広帯域型とがある．共振型は検出素子の機械的
共振を利用して特定の周波数に高感度を得るが，広帯域型は AEセンサの検出素子の上にダ
ンパー材を貼りつけて圧電素子の共振を押さえ込み，広い帯域で一定の感度を得る．しかし，
広帯域である代わりに共振を押さえ込んでいるため，感度は共振型と比較して低くなって
しまうことに注意しなければならない． 
 
  
図 2.19 基本的な AE計測装置 
AEセンサ
プリアンプ
（前置増幅器）
メインアンプ
（主増幅器）
バンドパスフィルタ
（帯域フィルタ）
図 2.18 AE波の発生・伝播・検出 
地震
地震微動
AE
初期岩盤でのAE
(1Hz) (1kHz) (1MHz)
周波数
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(3) AEパラメータ 19) 
 AE計測で検出される AE信号の数は，対象物の状態，受けている外力，周囲の環境，使
用する AEセンサ数に依存するが，一般的に数千～数万個となり，これらの波形一つ一つを
処理するには膨大な時間と労力を要する．そこで，一つの AE 波の特徴を定量的に表した
AE パラメータを用いて，対象物の劣化状態やひび割れ進展状況を推察することができる． 
 図 2.20に検出 AE 信号を示す．図に示すように，検出された AE 信号には AEカウント
数，AE最大振幅値，AEエネルギー，立ち上がり時間，信号継続時間などの AEパラメータ
が存在し，このパラメータを利用して発生したひび割れの種類などを推定することが可能
である． 
 
 
 
 
  
図 2.20 AEパラメータ 
しきい値
継続時間
最大振幅値
立ち上がり時間
リングダウンカウント
AEエネルギー
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(4) AE発生源の位置標定 18) 
 AE 波形に着目した分野で，最も古くから研究されてきたのが破壊源探査である．AE を
非常に微小な地震と考え，震源探査と同様に AE発生源（AEイベント）が特定できる． 
 図 2.21に AE波が弾性波として AEセンサまで到達する過程を示す．AEセンサに最初に
到達するのは縦波であり，その後に横波，表面波の順に伝わる． 
AE発生源の位置標定は，各AEセンサがAE信号を検出した時間差を利用して行われる．
縦波の速度を Vpとして AE センサ T0の位置を原点とする三次元座標系を図 2.22 に示す．
図中の S は AE 発生源であり，AE センサ T1，T2…TNでの縦波の到達時間とセンサ T0への
到達時間 t0との時間差を t1t2…tnとする．座標原点センサ T0とセンサ Tiの距離を Riとする
と，以下の関係式が得られる． 
 
),1(0 NiVpTiRRi …==−     
222 )()()( iii czbyaxRi −+−+−=  
222
0 zyxR ++=   
AE発生源
AEセンサ
縦波
表面波
横波
図 2.21 AE波動の伝搬過程 
x
z
y
S
図 2.22 AEセンサの配置と記録波形 
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しかし，この式は非線形系方程式であり，この式を平方し i番目と j番目の式の差を取るこ
とで以下のような線形連立方程式が導かれる． 
 
ijpijijjiij EvDCBA =+++
2  
)(2 ijjiij tataA −=  
)(2 ijjiij tbtbB −=  
)(2 ijjiij tctcC −=  
)(2 ijjiij teteD −=  
)()( 222222 jjjiiiijij cbatcbatE ++−++=  
ここで， )1( Nji ，，， …=  
 
ここで ti≠0，tj≠0のとき，一次独立な式は N-1個存在する．座標原点 T0センサを含め，セ
ンサの数は N+1 個存在する．したがって，3 次元破壊源探知を行うには N-1=3 であるべき
ため，N+1=5個のセンサが最低必要となる． 
 
2.4.4 弾性波法 
 弾性波を用いる調査方法はその性質から，弾性波を励起させてその反射や透過を論じる
「能動的な超音波手法；弾性波法」と，外力や内力変動が期待できる場合，構造物の欠陥箇
所から励起される弾性波を計測する「受動的な手法；AE法」とに区別できる． 
弾性波法では弾性波の入力点，検出点にセンサを配置し，各センサ近傍から弾性波を入力
する．弾性波はハンマによる打撃やファンクションジェネレータの電気信号など，様々な手
法を用いて励起されるが，本研究ではシャープペンシルの芯圧折法（以下，PLB法）を用い
た．大規模な構造物を対象に検討する場合，弾性波のエネルギー低下（減衰）が小さい周波
数，つまり波長が長い弾性波を励起させ，損傷を弾性波の速度構造として議論できる弾性波
速度トモグラフィ法を用いることが多い．一方で，入力信号の波長と対象欠陥の大きさを考
慮して信号入力方法や使用するセンサを選択する必要がある．弾性波速度トモグラフィ法
の概要は「第六章」に記す． 
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2.5 まとめ 
本章では，コンクリート系床版の既往の研究および非破壊検査手法の AE法，弾性波法に
ついて取りまとめている． 
以下に得られた知見を示す． 
 
(1) コンクリート床版の劣化進行状況は，1)乾燥収縮または載荷による主筋に沿った一方向
のひび割れが数本確認できる潜伏期，2)曲げひび割れが発生し，下面には二方向のひび
割れが確認できる進展期，3)ひび割れの毛細化が進み，ひび割れの開閉やひび割れ面の
こすり合わせが始まる加速期，4)床版断面にひび割れが貫通し，床版の連続性が失われ，
最終的にはコンクリート塊の抜落ちが生じる劣化期に分類される． 
 
(2) 現在の既設構造物の点検要領は初期点検，日常点検，定期点検，臨時点検，緊急点検に
分類され，多くの点検では近接目視によるひび割れ調査や，たたきによる浮き，剥離，
剥落調査が行われ，場合によっては非破壊検査機器による調査も行われる． 
 
(3) 現在，国内の橋梁の多くは供用 60 年が経過し，今後老朽化が加速する．なお，コンク
リート系床版の 90%以上に変状があると確認されており，その多くでは漏水や遊離石灰
の発生が高く，部材を貫通したひび割れが多く発生している可能性がある． 
 
(4) これまで，コンクリート系床版の疲労耐久性や破壊機構解明について，輪荷重走行試験
による床版の疲労促進試験が実施されてきた．既往の研究によると，ひび割れの発生に
伴い，床版のたわみの挙動が変化することが認められた．また，荷重漸増載荷（段階載
荷）による輪荷重走行試験による試験も一般的に行われており，確認できるひび割れ状
況，たわみおよびひずみの挙動から，一定荷重載荷による疲労促進試験として捕らえる
ことができると考えられている． 
 
(5) AE 法を載荷中の供試体に適用することで，コンクリート内部から発生するひび割れの
発生位置，発生時間，種類などを把握することができる．また，弾性波法を実構造物や
実験室レベルにおける供試体に適用することで，弾性波伝搬特性から損傷を検出するこ
とが可能である．なお，弾性波法における弾性波速度トモグラフィ法については「第六
章」で示す． 
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第三章 バックルプレート床版への輪荷重走行試験 
 
 国の重要文化財である清洲橋や永代橋には，国内では数少ないバックルプレート床版（以
下，BP床版）が採用されている．BP床版の構造形式は凹みのある鋼板（BP）の上にコンク
リートが直接打設された形式であり，BPとコンクリートはスタッドや形鋼などで一体性が
図られていない非合成構造が特徴である．両橋の床版は供用から 60 年経過した昭和 62 年
に BPの腐食進行が確認され，BP全面で約 2mm減耗していた．そこで，コンクリート部の
みを撤去し，ショットブラストで研掃して錆び止め塗装を施した後に人工軽量骨材コンク
リートに打替えた補修が行われた 1)．写真 3.1 に打替え当時の写真と図 3.1 に補修前後の
BP床版の断面図を示す．補修後約 30年経過している現状の健全性は，定期点検の結果では
特に問題があるとは考えられない．しかし，BP床版の疲労耐久性および破壊機構について
は未解明な点が多く，将来の維持管理計画を策定するためにも，これらを解明することが急
務となっている．そこで，東京都は清洲橋実物大モデルに対して輪荷重走行試験を実施 1)，
2)している． 
本研究では，BP床版の破壊機構解明の一検討および今後の維持管理を戦略的に実施する
ための基礎検討として，非破壊検査手法であるアコースティック・エミッション（以下，AE）
法および弾性波法を輪荷重走行試験に適用した． 
本章では，清洲橋に用いられている実物大 BP 床版の輪荷重走行試験により，BP 床版の
疲労特性，耐荷特性についてまとめており，AE法，弾性波法による検討は後述する「第四
章」，「第五章」，「第六章」でまとめている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 水抜き穴の欠損           (b) BPの腐食状態 
写真 3.1 昭和 62年の清洲橋の BP腐食状態 1) 
 
 
 
 
 
 
図 3.1 BP床版の補修前後の断面 1) 
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3.1 輪荷重走行試験に関する東京都のこれまでの取り組み 
3.1.1 BP床版の静的破壊機構と疲労耐久性に関する実験的検討 1) 
 東京都はこれまで清洲橋の実物大モデル供試体による静的載荷試験および輪荷重走行に
よる疲労試験を行ってきた．表 3.1に実験シリーズの概要を示す．  
 
 
 現行モデルⅠでは現在供用中の BP 床版（昭和 62 年に人工軽量コンクリートに打替え）
をモデル化して静的載荷試験を行い，破壊形式や耐荷力など力学的な基本特性の検討を目
的に試験を行った．現行モデルⅡでは輪荷重走行試験を行い，BP床版の疲労耐久性および
破壊機構の検討を目的とした．長寿命化モデルは，将来の再補修を想定し，疲労耐久性が見
込まれる高強度軽量コンクリートのモデルと BP を当板で補強したモデルについて輪荷重
走行試験を行い，補修効果の検討を目的とした． 
 実験に用いた BPの板厚は，設計値 7.9mm相当の 8.0mm（BP-8.0S，BP-8.0D）と，昭和 62
年の打替え時の腐食量 2mmを考慮した 6.0mm（BP-6.0S，BP-6.0D）と，将来の補修限界（鋼
板接着工法の板厚相当）を想定した 4.5mm（BP-4.0H，BP-4.0P）の 3ケースとした．BPの
凹み（サグ量）はプレスの型が存在しないため，溶接構造とした．支持桁とプレートの取合
いは，本来のリベット構造をボルトの頭が半円形のトルシア型高力ボルト（TCB）で代用し
た．使用したコンクリートは，昭和 62年の補修では 2種軽量コンクリートであったが，静
的載荷試験では入手が困難であったため，粗骨材のみ人工軽量骨材を用いる 1 種軽量コン
クリートとし，設計基準強度は 21N/mm2とした．将来の補修を想定した長寿命化モデルで
は，36N/mm2の高強度軽量コンクリートを使用した供試体と写真 3.1(a)の状態を再現した
BPの水抜き孔部を直径 20cm欠損させ，内側に当板補強したモデル（強度 24N/mm2で膨張
剤使用）とした． 
 
  
表 3.1 BP床版の実験シリーズの概要 1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
BP-8.0S 8.0
BP-6.0S 6.0
BP-4.5S 4.5
BP-8.0D 8.0
BP-6.0D 6.0
BP-4.5D 4.5
BP-4.5D-H 4.5 36
BP-4.5D-P 4.5 24
実験シリーズ 実験方法
BP板厚
（mm）
最小床版厚
（mm）
サグ量
（mm）
供試
体名
現行モデルⅠ
現行モデルⅡ
長寿命化モデル
静的載荷
走行疲労
走行疲労
200 76
21
配筋（mm）
D6
150×150
かぶり50
種類
基準強度
（N/mm²）
コンクリート
1種軽量
早強
2種軽量
早強
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3.1.2 静的載荷試験概要および実験結果 
 図 3.2に静的載荷試験に用いた供試体の概要を
示す．静的載荷の載荷板は，供試体中央部に道路
橋示方書の輪荷重接地寸法の載荷板（橋軸方向
200mm×橋軸直角方向 500mm）を使用した．載荷
は手動油圧ジャッキで（0～100kN，200kN，300kN，
400kN，破壊まで）の繰返し載荷とし，コンクリー
ト表面のスケッチや打音検査による BP の浮きや
剥離領域の調査，コンクリートのひずみや床版の
たわみ計測を行った． 
 表 3.2に静的載荷実験結果を示す．なお，押抜
きせん断耐力はたわみ形状が急激に増加する時
点，最大耐荷力と最大鋼板応力度はジャッキの荷
重が止まった時点とした．表 3.2中の（）は BPの
板厚 8.0mmに対する比率であり，押抜きせん断耐
力では板厚の影響が大きく，最大耐荷力と最大鋼
板応力度では板厚の影響が小さい傾向が示された． 
静的載荷実験での破壊形式は，写真 3.2 に示す
載荷板周長に沿って最大荷重時に 5～10mm 程度
押し込まれ，押抜きせん断破壊となる．図 3.3 に
BP の板厚 4.5mm での切断面のひび割れ状況を示
す．BP 板厚 8.0～4.5mmの範囲では，コンクリー
ト床版部の静的破壊の破壊形式は同一と認められ
ると共に，一般的な RC 床版での押抜きせん断破
壊に類似している．輪荷重による BP 床版の破壊
形式はコンクリートが先行して押し抜きせん断破
壊するほか，最終的に表面が砂利化する破壊パタ
ーンを示すと考えられ，BPが破断する可能性は少
ないと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
写真 3.2 上面破壊の状態 1) 
 
 
 
 
 
 
図 3.3 切断面のひび割れ 1) 
表 3.2 静的載荷試験実験結果 1) 
8.0 650 (1.00) 850 (1.00) 209.4 (1.00) 設計時の鋼板7.9mm相当
6.0 550 (0.85) 800 (0.94) 195.6 (0.93) 昭和62年の補修時相当
4.0 400 (0.62) 750 (0.88) 204.2 (0.98) 補修限界相当
鋼板厚（mm） 押抜きせん断耐力
（kN）
最大耐荷力
（kN）
最大鋼板応力度
（N/mm²） 備考
図 3.2 静的載荷試験の供試体概要 1) 
載荷板
（500×200）
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 図 3.4に BPの板厚 4.5mmでの橋軸直角方向のたわみ分布，図 3.5に BPのひずみ分布を
示す．たわみ分布から 400kN まではコンクリートと鋼板が一体となって機能（合成構造）
しており，ある荷重以上になるとたわみが急激に増加する．ひび割れ発生後の塑性域では，
破壊面の先端で BPが局部的に変形したため，床版中央のひずみよりやや離れた位置でのひ
ずみのほうが大きい値となったと考えられる． 
3.1.3 輪荷重走行試験概要および実験結果 
図 3.6に輪荷重走行試験に用いた供試体の概要
を示す．輪荷重走行試験には戸田橋実験場の写真
3.3 に示すゴムタイヤの自走式走行載荷装置を使
用した．図 3.7に段階載荷方式の載荷プログラム
を示す．走行荷重は設計輪荷重相当の 100kNで 10
万回，衝撃の割り増しを考慮した 130kNで 10万
回，輪荷重の最大観測相当の 160kNで 10万回，
設計輪荷重の 2倍の 200kNで 60万回，試験機の
最大荷重の 240kNを上限とした．試験体は図 3.8
に示すように配置して，床版支間中央をタイヤが
走行する方式である． 
図 3.4 橋軸直角方向のたわみ分布 1) 図 3.5 橋軸直角方向のひずみ分布 1) 
写真 3.3 輪荷重走行状況 1) 
図 3.6 輪荷重走行試験の供試体概要 1) 
図 3.7 輪荷重載荷プログラム 1) 
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BP-4.5D は輪荷重走行を開始して約 100 万回で破壊に至った．BP の剥離状態を図 3.9，
破壊時のコンクリート上面のひび割れ状態を写真 3.4，図 3.10，図 3.11に示す．走行初期
には乾燥収縮による微細ひび割れが発生したが，輪荷重走行による疲労ひび割れの増加は
概ね 80万回から増加した．タイヤ側面の押抜きせん断ひび割れの段差は，5mm～10mm程
度であり，タイヤの走行面の一部は破壊直前に砂利化状態に粉砕された．コンクリートと
BPの剥離は横支桁取り付け部の走行 1万回から発生した．剥離は走行回数を重ねるにつれ
て増加し，走行約 50万回で面積の 50%に達し，85万回ではほぼ 100%剥離した． 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.9 剥離状況 1)          写真 3.4 上面の破壊状況 1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.10 上面・側面のひび割れ状況 1)     図 3.11 切断面のひび割れ状況 1) 
図 3.8 輪荷重走行試験の供試体配置状況 1) 
1万～40万回
50万回
55万回
60万回
65万回
85万回
45万回
凡例
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3.2 実験概要 
 本研究ではこれまでの BP床版の実験シリーズのうち，長寿命化モデルの高強度供試体を
対象にした．本実験は「輪荷重走行試験」，「静的載荷試験」，「弾性波速度試験」の三つの試
験から構成されるが，本章では，本研究概要をまとめるとともに，「輪荷重走行試験」のう
ち，コンクリートと BPの剥離状況や，コンクリート上面のひび割れ状況などの力学的挙動
についてまとめる． 
 
3.2.1 供試体概要 
 図 3.12に供試体概要を示す．BPの板厚は 4.5mm，材質は一般構造用鋼材 SS400とした．
BP では，鋼板 4枚を溶接することで凹みを設け，縦桁と BP の取合いは本来のリベット構
造をトルシア型高力ボルトで代用した．表 3.3にコンクリートの配合を示す．結合材には普
通ポルトランドセメント，粗・細骨材には人工軽量骨材を用いた．設計基準強度は 36N/mm2
（将来の補修を想定した高強度タイプ）であり，28 日現場封緘養生での圧縮強度は 47.5 
N/mm2，弾性係数は 17.0kN/mm2である．打設状況を写真 3.5に示す．コンクリートは BP上
に直接打設し，支持桁上のスタッド（φ16×100mm）で浮き上がりを防止した．また，コン
クリート床版内には，上面から 50mmの位置に異形棒鋼 D6を 150mm間隔で配置した． 
 
  
表 3.3 コンクリートの計画配合 
組骨材の
最大寸法 
(mm) 
スランプ 
 
(cm) 
水セメン
ト比 
(%) 
空気量 
 
(%) 
細骨材率 
 
(%) 
単位量 (kg/m3) 
水 
W 
セメント 
C 
細骨材 
S 
粗骨材 
G 
混和剤 
A 
15 21 38.6 5.0 45.0 175 453 510 446 6.342 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.12 供試体概要 
18
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支
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(a) 打設前の状況               (b) 水抜き穴 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 供試体の隅各部            (d) リベットの配置状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
(e) コンクリートの打設             (f) 打設後 
写真 3.5 打設状況 
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3.2.2 実験装置概要 
 輪荷重走行試験には写真 3.6 に示すゴムタイヤを有する自走式走行載荷装置を用いた．
試験装置の概要を表 3.4に示す． 
 
3.2.3 実験概要 
 図 3.13に実験フローを示す．本実験は 4ステップから構成され，1）図 3.14に示すよう
に，10万回走行ごとに段階的に荷重レベルを上げ，図 3.15に示すように，同形状供試体を
4体並べ，床版支間中央に繰り返しタイヤを走行（2～3km/h：24時間で 8000～9000回往復）
させる「輪荷重走行試験」，2）所定走行の終了後，試験機を停止し，試体底面にて，たたき
検査によるコンクリートと BPの「剥離調査」と，外観目視によるコンクリート部の「ひび
割れ調査」，3）無載荷の状態で併せて，弾性波法を用いて，検出した弾性波における各セン
サ間の走時，振幅減衰などから損傷評価を行うための「弾性波計測」，4）載荷装置を床版中
央に移動させ，段階的に荷重レベルを上げて載荷を行い，BP 床版のたわみと BP 底面のひ
ずみを計測する「静的載荷試験」である．なお，輪荷重走行試験において，40万回走行まで
は各荷重レベルで 1回，1万回，5万回，10万回ごとに試験機を停止，40万回走行以降は 5
万回の走行ごとに試験機を停止させ，各試験を行った．輪荷重走行試験，静的載荷試験では，
載荷中に AE 計測を行い，試験中に得られる AE 信号の特性から，BP 床版の破壊機構につ
いて検討を行った． 
輪荷重走行試験では，46 万回走行後，54.5 万回走行後に試験機のトラブルにより試験が
一端中断した（図 3.14中の×の時点）が，それぞれ試験の停止から 3ヵ月後，3週間後に試
験を再開した．なお，59 万回走行まで繰り返し走行を実施したが，供試体は破壊に至って
いない． 
 
  
 
                       表 3.4 自走式載荷装置概要 
 
 
 
 
 
 
写真 3.6 自走式載荷装置 
 
載荷面 350×430mm
最大荷重 250kN
最高速度 5km/h
使用タイヤ
ジャンボジェット用タイヤ
（空気圧190kg/cm²）
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図 3.13 実験フロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.14 輪荷重走行試験の載荷プログラム 
 
 
          計測対象床版 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.15 輪荷重走試験における供試体配置状況 
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3.3 実験結果 
3.3.1 走行回数 
実験に用いた供試体は，荷重を段階的に引き上げて（100kN，160kN，200kN，240kN）載
荷しているため，これらの荷重を基準値である 100kN に換算して評価する必要がある．
100kNへの換算は，マイナー則 3)を適用して，式（3.1）にて実施した．なお，これまで S-N
曲線に関する多くの研究が行われてきたが，本研究では，S-N曲線の傾きの絶対値の逆数で
ある mには，松井式（m=12.76）4)を用いた． 
i
mi
ep nP
PN ×=∑ )(
0
                 （3.1） 
ここで， 
𝑁𝑁𝑒𝑒𝑒𝑒：基準荷重の換算走行回数 
𝑃𝑃𝑖𝑖：任意の載荷荷重 
𝑃𝑃0：基準となる荷重（100kN） 
𝑚𝑚：S-N曲線の傾きの絶対値の逆数（m=12.76） 
𝑛𝑛𝑖𝑖：任意の荷重での走行回数 
 
 図 3.16に既往の実験結果 1)（先述の 3.1.1：BP厚 4.5mm）を含めた輪荷重走行試験載荷
プログラム，表 3.5に 100kN換算した走行回数を示す．  
 
 
 
 
 
 
 
(a)  BP-4.5D（平成 25年度）       (b)  BP-4.5D-H（平成 26年度） 
図 3.16 輪荷重走行試験載荷プログラム 
表 3.5 100kN換算時の輪荷重走行回数 
 BP-4.5D（設計基準強度 21N/mm2） BP-4.5D-H（設計基準強度 36N/mm2） 
載荷荷重(kN) 走行回数 累積走行回数 100kN換算 走行回数 累積走行回数 100kN換算 
100 100000 100000 100000 100000 100000 100000 
130 100000 200000 2943919    
160 100000 300000 43175859 100000 200000 40331940 
200 600000 900000 4205098418 100000 300000 733985700 
240 81898 981898 10023031751 290000 590000 21335229522 
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 BP-4.5D（設計基準強度 21N/mm2，BP厚 4.5mm）では，累積走行回数が 98万 1898回，
100kN 換算した場合の 100 憶 2303 万 1751 回走行した後に，供試体は破壊に至った．これ
に対し，BP-4.5D-H の将来の補修を想定した高強度タイプ（設計基準強度 36 N/mm2（現場
封緘養生 47.5N/mm2），BP厚 4.5mm）では，累積走行回数 59万回，100kN換算した場合の
213憶 3522万 9522回走行の走行が終了している．BP-4.5Dに比べて，100kN換算時の走行
回数は約 2倍の走行が終了しているが，未だ破壊に至っていない． 
 BP 床版の耐久性は BP 厚やコンクリートの圧縮強度に依存するが，本研究の計測対象と
した床版の圧縮強度は前年度と比べて高強度であり，約 2 倍の走行が繰り返されてもコン
クリートの破壊には至らなかった．将来の補修を想定し，高強度のコンクリートを用いるこ
とで，十分な耐久性を発揮すると考えられる． 
 しかし，実際の橋梁の劣化の進行は，車両速度や雨水の影響も関係するため，実験での疲
労試験結果は参考値として考える必要がある． 
 
3.3.2 RC床版との疲労耐久性の比較 5) 
現行 RC床版の設計基準は，道路橋示報書平成 8年度版仕様（設計寿命 100年）で定めら
れている．そこで，本実験結果と設計基準となる RC床版（床版支間 2.5m，床版厚 250mm）
と比較することで，BP床版の疲労耐久性評価を行った．表 3.6に，本年度の検討対象であ
る BP-4.5D-H と，既往の研究を含めた供試体の 100kN換算した走行回数を示す．なお，図
中の比率は現行 RC床版の破壊に至るまでの走行回数に対する，各供試体の走行回数の割合
である．破壊した BP-4.5D（平成 25年度）は，現行 RC床版の 65%の疲労耐久性と評価す
ることができる．これに対し，将来の補修を想定した高強度タイプの BP-4.5D-H では，現
行 RC床版の 138%の耐久性と評価することができる．また，BP-4.5D は 59万回走行の時点
では未破壊であり，実際にはこれ以上の耐久性を有していると言える．これらの結果から，
高強度コンクリートを用いることで，十分な耐久性を期待できると示された．
表 3.6 100kN換算時の輪荷重走行回数 
供試体 100kN換算 比率 備考 
現行 RC床版 15000000000 1.00 破壊 
BP-4.5D（平成 25年度） 10023031751 0.65 破壊 
BP-4.5D-H（平成 26年度） 21335229522 1.38 未破壊 
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3.3.3 コンクリートと BP の剥離状況 
 輪荷重走行に伴い，コンクリートと BP間には剥離が進展し，床版の一体性が失われるこ
とが知られている．図 3.17に走行ごとの剥離状況を示す． 
 
 1万回走行時の載荷初期から，床版の外側からコンクリートと BPの剥離がたたき調査か
ら確認された．11 万回走行時には，走行位置直下から剥離が確認され，走行回数が増加す
るに伴い剥離は進展した．30万回走行時には，ほぼ全域に剥離が進展し，50万回の走行時
には，全面剥離が確認された． 
 コンクリートと BPの剥離は床版の外側から徐々に進展することが既往の研究 1)より明ら
かになっているが，今回のように走行初期で大規模な剥離が発生することは稀である．これ
は，コンクリート打設時の施工不良によるものと考えられるが，詳細は不明である．しかし，
BP床版の性能が急速に低下することはなく，荷重に抵抗し続けることが示された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 載荷前             (b) 10万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 30 万回走行後           (d) 50万回走行後 
図 3.17 BP床版の剥離状況 
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3.3.4 コンクリートのひび割れ状況 
 図 3.18に走行ごとのコンクリートのひび割れ状況を示す． 
 
  
11 万回走行時にコンクリート側面に乾燥収縮に伴うひび割れが確認されたが，輪荷重走
行によるひび割れは 30万回走行後に確認された．その後，走行回数を重ねるごとにひび割
れは床版全面に進展していくが，通常の RC床版と同様に走行位置でひび割れの密度が高く
なることが分かった．ひび割れ状況より，BP 床版の疲労劣化は RC床版の疲労劣化と類似
している．59 万回走行時にはひび割れがさらに進展し，ひび割れ密度も高くなったが，コ
ンクリート部の押抜きせん断破壊には至っていない．  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 載荷前          (b) 10万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 30 万回走行後       (d) 59万回走行後 
図 3.17 コンクリート部のひび割れ状況 
 
49 
 
3.4 まとめ 
本章では，清洲橋 BP床版の実物大モデル（高強度タイプ）に輪荷重走行試験を適用する
ことで，破壊に至るまでの力学的挙動や耐久性について検討を行った．以下に得られた知見
を示す． 
 
(1) 高強度モデルの BP 床版（設計基準強度 36 N/mm2）に輪荷重走行試験を適用すること
で，現行モデルの供試体（設計基準強度 21N/mm2）に比べて破壊に至るまでの走行回数
が増加し，車両速度や雨水の影響を考慮しない実験室レベルの検討において，十分な耐
久性を示すことが明らかとなった．BP 床版は走行回数を重ねるごとに，鋼板の剥離の
発現および進展，コンクリート上面のひび割れの発現および進展が確認された．今回の
実験では，載荷初期に床版外側から広範囲に剥離が発生し，荷重レベルを引き上げた 11
万回走行時に，床版中央部から剥離が発生した． 
 
(2) 既往の研究によると，鋼板の板厚が厚いほど剥離の進展は遅い傾向にあり，コンクリー
トと BP が一体性を保って輪荷重に抵抗する．BP 厚 4.5mm では，6.0mm，8.0mm の供
試体に比べて剥離の発現，進展が早いが，床版外側から徐々に進展することが分かって
いる．今回の実験のように載荷初期に大規模な剥離が発生することは稀であり，理由の
一つとしてコンクリート打設時の施工不良が考えられる．しかし，載荷初期に剥離が発
生しても，BP 床版の性能が急激に低下することはなく，荷重に抵抗し続けることが示
された． 
 
(3) コンクリート上面のひび割れは，走行位置でひび割れ密度が高くなり，その後，床版全
体に進展することが確認された．これらのひび割れ状況より，ひび割れ状況より BP床
版の疲労劣化は RC床版の疲労劣化と類似していることが示された． 
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第四章 静的載荷試験 
 
静的載荷試験では輪荷重走行試験後，試験機を一時停止し，床版中央に移動させ，段階的
に荷重レベルを引き上げる載荷試験を行った．載荷中には，BP 床版のたわみおよび BP 底
面のひずみ計測を行った．また，載荷中には AEモニタリングを実施し，載荷中に得られる
AEパラメータの検討を行った．本章では，静的載荷試験における走行回数増加に伴うひず
みやたわみの力学的挙動の推移および AE特性についてまとめている． 
 
4.1 静的載荷試験に関する東京都のこれまでの取り組み 
4.1.1 H25 年度の検討：力学的特性 1) 
 東京都がこれまで行ってきた清洲橋実物大モデルの供試体のうち，「第三章」に示した現
行モデルⅡ（輪荷重走行を受ける供試体）の結果を以下に示す． 
図 4.1 および図 4.2 に現行モデルⅡのたわみ分布およびひずみ分布を示す．なお，走行
回数は 100kN換算の回数として表している． 
たわみ分布に注目すると，BP 厚が 4.5mm の供試体では，床版の破壊時の最大たわみは
7.4mmと報告されている．たわみ分布の特徴として，橋軸直角方向のひび割れ先端に相当す
る位置で変位が中央よりも大きくなる W 型のたわみ分布が特徴であり，最大たわみが
1.0mm に達すると W 型のたわみ分布が生じる．一方，BP 厚が 6.0mm，8.0mm の供試体で
は BPとコンクリート床版の付着切れがなく，完全合成状態にある場合では，W型のたわみ
形状に変化しないことが確認された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 現行モデルⅡのたわみ分布 
 
 
 
 
 
 
図 4.2 現行モデルⅡのひずみ分布 
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 BP厚が 4.5mmの供試体のひずみ分布に注目すると，たわみ分布と同様に床版支間中央の
両サイドに発生する押抜きせん断ひび割れ位置で BP が局部的に変化する影響を受けて最
大ひずみが 200μに達しW型のひずみ分布となる．また，破壊直前の最大ひずみは 450μと
報告されており，BP厚が 6.0mm，8.0mmでは BPとコンクリートとの付着切れが生じてい
ないため，たわみ同様に完全合成状態を維持している分布形状となった． 
 BP 床版の耐荷性能には BP の板厚が大きく関係しており，たわみ分布，ひずみ分布の形
状により，床版の破壊時期を予測することができると考えられる． 
 
4.1.2 H25 年度の検討：AE特性 2)，3) 
 H25 年度には現行モデルⅡの BP の板厚が 8.0mm の供試体に対して，静的載荷試験中に
AE計測を行い，得られた AE特性の検討を行った． 
 
(1) たわみと AEヒット数 
既往の研究報告によると，たわみが大きく変化する前のサイクルで，BP 側の AEヒット
数が著しく増加した．微細ひび割れの等の損傷が集積したことにより，次のサイクルでたわ
みに大きな変化をもたらしたと考えられる． 
 
(2) 平均周波数と RA値の関係 4) 
AE波形の特徴として，引張型のひび割れの発生
では，AE波は周波数が高く，継続時間と立ち上が
り時間が短くなる突発型の波形になる傾向があ
る．一方，既存ひび割れのひび割れ面での滑動は，
周波数が低く，継続時間が長くなる特徴を有する
とされている．これらの特徴を踏まえて，図 4.3
に示すように RA 値と平均周波数の関係により，
発生するひび割れ種類の分類が可能である．ここ
で，RA値とは「立ち上がり時間/最大振幅値」，平
均周波数とは「カウント数/継続時間」のことである． 
既往の研究 2)によると，低荷重（100kN）ではせん断型のひび割れが認められず，荷重が
大きくなる（150，200kN）につれて，引張型からせん断型へと識別される AE信号が検出さ
れた．また，たわみが大きく変化した時点で，BP から検出される AE信号の平均周波数が
大きくなる傾向が認められている．このように，たわみの増加のような力学的挙動と AEパ
ラメータの変化には関係があると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3 AE法によるひび割れ分類 
RA値 
 
  
せん断型
引張型
平
均
周
波
数
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(3) 信号継続時間とカウント数の関係 5) 
重石らは，一般的な縮小鋼コンクリート合成床版に対し輪荷重走行載荷による疲労実験
を行い，走行中には AE計測を実施した．実験によると，図 4.4に示すように，走行回数重
ねると，信号継続時間とカウント数は比例関係を示すようになり，その際，複数の傾きを持
つ進展パターンが観察されている． 
 
(4) 信号継続時間と最大振幅値の関係 5) 
図 4.5に示すように，輪荷重走行試験初期の段階では AEの継続時間は短いが，最大振幅
値は広範囲の値を示すことがわかる．また，走行回数を重ねると信号継続時間，最大振幅値
ともに大きい値を示すことが確認されている． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 2.9万回載荷時           (b) 6.9万回載荷時 
図 4.4 輪荷重走行時に得られる AE信号の信号継続時間とカウント数の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 2.9万回載荷時           (b) 6.9万回載荷時 
図 4.5 輪荷重走行時に得られる AE信号の信号継続時間と最大振幅値の関係 
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4.2 実験概要 
4.2.1 供試体概要 
 図 4.6に供試体の形状および AEセンサ位置，表 4.1にセンサ座標を示す．AE計測には
写真 4.1 に示す 60kHz 共振のプリアンプ内蔵型 AE センサを用い，コンクリート上面に 8
個，側面に 4個，下面の BPに 4個，計 16個のセンサを写真 4.2に示すホットメルト接着
ガンを用いて貼付した．  
  
 
                         表 4.1 AEセンサ座標（単位：mm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.6 試験体の形状および AEセンサ位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 4.1 プリアンプ内臓型 AEセンサ    写真 4.2 ホットメルト接着ガン 
x
z
1CH 2CH 3CH 4CH
5CH 6CH 7CH 8CH
9CH 10CH
11CH 12CH
13CH
14CH
16CH
15CH
1780
290 290400 400 400
490 490800
276
100@2 76
18
00
50
0
50
0
36
0
22
0
22
0
27
6
76
10
0@
2
単位：mm
x
y
y
z
走行位置
CH x y z
1 0.290 0.276 1.300
2 0.690 0.276 1.300
3 1.090 0.276 1.300
4 1.490 0.276 1.300
5 0.290 0.276 0.500
6 0.690 0.276 0.500
7 1.090 0.276 0.500
8 1.490 0.276 0.500
9 0.490 0.176 1.800
10 1.290 0.176 1.800
11 0.490 0.176 0.000
12 1.290 0.176 0.000
13 0.590 0.038 0.900
14 0.940 0.038 1.200
15 1.190 0.038 0.900
16 0.840 0.038 0.600
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4.2.2 試験方法 
 図 4.7に BP床版のたわみ，BP底面のひずみ計測位置および載荷位置，写真 4.3に試験
状況を示す．試験は載荷装置を床版中央に移動させ，走行停止状態で段階的に荷重レベルを
引き上げて載荷を行った．また，載荷中は AE計測を行うとともに，各荷重載荷時のたわみ，
ひずみの計測を行った．表 4.2に輪荷重走行試験，弾性波計測を含めた静的載荷試験におけ
る AE計測条件を示す． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) たわみ計測位置         (b) ひずみ計測位置 
図 4.7 BP床版のたわみおよび BP底面のひずみ計測位置（単位：mm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 無載荷                  (b) 載荷時 
写真 4.3 静的載荷試験状況 
 
表 4.2 AE計測条件 
 しきい値 増幅 バンドパスフィルタ サンプリング周波数 1波形のサンプル数 
輪荷重走行試験 75dB 
40dB 
20kHz～400kHz 
1MHz 
4096個 
静的載荷試験 40dB 1024個 
弾性波速計測 60dB 1kHz～400kHz 4096個 
 
1CH 2CH 3CH 4CH
5CH 6CH 7CH 8CH
9CH 10CH
11CH 12CH
390
34
0
×
×
×
×
×
200@
4
1CH 2CH 3CH 4CH
5CH 6CH 7CH 8CH
9CH 10CH
11CH 12CH
390
34
0
×
×
×
×
×
220
60
160
180
180
×
30
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図 4.8に載荷プログラムを示す．10万回走行までは 40，60，80，100kN，20万回走行ま
では 50，100，130，160kN，30万回までは 50，100，150，200kN，それ以降は 50，100，150，
200，240kNまで段階的に荷重レベルを上げて載荷を行い，その後，逆順に除荷を行った．
また，載荷中は AE計測を行っており，本検討で採用した AE信号は最大荷重 240kNを例に
すると，図 4.9に示すように，前年度に検討 2)，3)した最大荷重の保持時間内に検出した AE
信号に加え，載荷装置が床版に接地してから除荷を行うまでに検出した AE信号を対象に検
討を行った． 
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(a) ～10万回走行（Max100kN）     (b) ～20万回走行（Max160kN） 
 
 
 
 
 
 
 
    (c) ～30万回走行（Max200kN）     (d) 30万回走行～（Max240kN） 
図 4.8 静的載荷試験載荷プログラム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.9 静的載荷試験における検出 AEヒット状況と載荷荷重の推移 
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4.3 実験結果 
4.3.1 BP床版のたわみ，BP底面のひずみ分布 
 図 4.10に BP床版のたわみ分布，図 4.11に BP底面のひずみ分布を示す．なお，いずれ
も最大荷重載荷時の活荷重たわみ，活荷重ひずみおよび残留たわみ，残留ひずみを示す． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 活荷重たわみ分布          (b) 残留たわみ分布 
図 4.10 BP床版のたわみ分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 活荷重ひずみ分布          (b) 残留ひずみ分布 
図 4.11 BP底面のひずみ分布 
 
-100
0
100
200
300
400
500
0 300 600 900 1200 1500
ひ
ず
み
(μ
)
床版支間距離 (mm)
1回
1万回
5万回
10万回
10万1回
11万回
15万回
20万回
20万1回
21万回
25万回
30万回
30万1回
31万回
35万回
40万回
45万回
50万回
55万回
59万回
-100
0
100
200
300
400
500
0 300 600 900 1200 1500
ひ
ず
み
(μ
)
床版支間距離 (mm)
1回
1万回
5万回
10万回
10万1回
11万回
15万回
20万回
20万1回
21万回
25万回
30万回
30万1回
31万回
35万回
40万回
45万回
50万回
55万回
59万回
0.000
0.200
0.400
0.600
0.800
1.000
1.200
0 300 600 900 1200 1500
た
わ
み
(m
m
)
床版支間距離 (mm)
1回
1万回
5万回
10万回
10万1回
11万回
15万回
20万回
20万1回
21万回
25万回
30万回
30万1回
31万回
35万回
40万回
45万回
50万回
55万回
59万回
0.000
0.010
0.020
0.030
0.040
0.050
0.060
0.070
0.080
0.090
0.100
0 300 600 900 1200 1500
た
わ
み
(m
m
)
床版支間距離 (mm)
1回
1万回
5万回
10万回
10万1回
11万回
15万回
20万回
20万1回
21万回
25万回
30万回
30万1回
31万回
35万回
40万回
45万回
50万回
55万回
59万回
59 
 
 たわみ分布に着目（図 4.10(a)）すると，荷重レベルの増加，走行回数の増加に伴いたわ
みが増加している．21 万回走行までは，床版中央でたわみが最大となる完全合成状態の挙
動を示す．しかし，25万回走行後では，床版中央よりも床版支間距離 950mmの位置のたわ
みが大きくなり，荷重レベルを引き上げた 30万 1回走行後では，両サイドでたわみが大き
くなるW型の分布が確認された．その後，走行回数を重ねるにつれてW型の分布が顕著と
なっている．これは，BPとコンクリートの付着切れが生じ，せん断ひび割れ発生位置で BP
が局部的に変形するため，W 型のたわみ分布を示すと報告されている内容 1)と一致してい
る．「第三章」で前述したように，30万回走行時にはコンクリート上面のひび割れやコンク
リートと BP の剥離が床版ほぼ全域で確認されたことから，30 万回走行までにコンクリー
ト内部にはせん断ひび割れが発生し，コンクリート上面に進展した可能性がある． 
 また，50万回走行時のたわみが 45万回走行時に比べて小さくなっている．これは，3ヶ
月間の実験中断期間内で，コンクリート中の開いていたひび割れが時間の経過に伴い閉じ，
剛性の大きな BPと共にたわみが回復したためと考えられる． 
 ひずみ分布に着目（図 4.11(a)）すると，10万 1回走行までは床版中央でひずみが最大と
なる完全合成状態の挙動を示すが，11 万回走行後，床版の両端のひずみが大きくなり，そ
の後W型を示し始める．その後，たわみと同様に走行回数の増加に伴いひずみは増加し，
W型の分布が顕著に現れ，45万回走行時の最大ひずみは 300μに達した．また，50万回走
行以降，BP底面のひずみは 45万回走行時に比べて小さくなっているが，たわみの回復と同
様の理由によるものと考えられる．ここで，BP 底面の残留ひずみに着目（図 4.11(b)）す
ると，50万回走行以降，残留ひずみの値が大きい．3ヶ月の実験中断期間において，コンク
リートの内部のひび割れは閉じ，床版のたわみは回復するのに対し，BPは一定のひずみに
達すると，実験中断期間中においても最大荷重の履歴を受けたままの状態であり続けると
考えられる． 
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4.3.2 載荷プログラムおよび AE ヒット数 
 図 4.12に各走行回数の載荷プログラムおよび AEヒット数を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1回走行（100kN）        (b) 1万回走行 （100kN） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 5万回走行（100kN）       (d) 10万回走行（100kN） 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 11 万回走行（160kN）      (f) 15万回走行（160kN） 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行（160kN）     (h) 21万回走行（160kN） 
図 4.12(1) 載荷プログラムおよび単位時間当たりの AEヒット数 
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(i) 25 回走行（200kN）      (j) 30万回走行 （200kN） 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 31 万回走行（240kN）     (l) 35万回走行（240kN） 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行（240kN）     (n) 45万回走行（240kN） 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 50 万回走行（240kN）     (p) 55万回走行（240kN） 
図 4.12(2) 載荷プログラムおよび単位時間当たりの AEヒット数 
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 静的載荷に伴う AE信号の発生状況は，荷重レベルを上げる時，単位時間当たりの AEヒ
ット数（個/s）が急激に増加し，その後の荷重保持時間内でも継続して AE信号が発生して
いる．また，載荷初期に比べ，30 万回走行以降の走行回数を重ねた段階（図 4.12(2)(j)）
での AE信号の発生状況に注目すると，荷重レベルを上げる時に検出される単位時間当たり
の AEヒット数が多くなっている． 
 図 4.13に最大荷重保持時間内に検出した AEヒット数を示す．25万回走行までは，最大
荷重保持時間内に検出された AE信号は比較的少ないが，コンクリート上面にひび割れが確
認された 30万回以降，コンクリートでの AEヒット数が多くなっており，40万回以降，BP
での AEヒット数が顕著に多くなっている．このことから，静的載荷試験における検出 AE
ヒット数からも床版劣化の進行状況が推定できると考えられる． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.13 最大荷重載荷保持時間内の検出 AEヒット数 
 
 
 
 
 
 
 
(q) 59万回走行（240kN） 
図 4.12(3) 載荷プログラムおよび単位時間当たりの AEヒット数 
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4.3.3 RA値によるひび割れ種類の判定 
AE信号における RA値は「立ち上がり時間/最大振幅値」で表され，発生するひび割れの
種類判別に有効な指標であることが知られている 6)，7)．図 4.14に示すように，ひび割れ面
を形成するときに発生する AE信号は RA値（図 4.14中の傾きの逆数）が小さく，周波数
が高い突発的な波形を示す引張型に分類される．一方，既存ひび割れの滑動に伴い発生する
AE信号は RA値が大きく，周波数が低いなだらかな波形を示すせん断型に分類される．そ
こで，RA値を用いたひび割れ種類の判定が実験室レベルの基礎実験や実構造物に適用され
てきた．無筋コンクリートの純曲げ載荷試験および二面せん断試験を行った既往の研究報
告 7)によると，純曲げ載荷試験で得られた AE信号の RA値は小さく，引張型の AE信号が
卓越し，二面せん断試験で得られた RA 値は大きく，せん断型の AE 信号が卓越した．RA
値に着目することで，発生するひび割れ種類を判別することが可能である． 
 
図 4.15に最大荷重保持時間内および静的載荷中に得られた AE信号を対象にした場合の
走行回数と RA値の平均値の関係を示す．なお，カウント数が「1」，AEエネルギーが「0」
のようなパラメータを持つ AE信号は，波形の特徴を表しているとはいえないため，本検討
においては除外した 8)．最大荷重保持時間内の RA値に着目すると，1～10万回の RA値の
推移は増加傾向である．1～10万回までは，同一荷重の繰返しであるため，1回目の走行で
発生した微細ひび割れがその後の走行を受けてひび割れ面が滑動していると推察される．
その後，荷重を増加させた 11万回時に RA値は低下傾向を示す．これは，載荷荷重の増加
に伴い新たなひび割れが形成されたため，引張型の AE信号を検出したと考えられる．40万
回以降は再び RA値が大きくなる傾向があり，コンクリート内部のひび割れが増加し，それ
らの滑動に伴い発生するせん断型の AE 信号の割合が多くなったためと考えられる．一方，
静的載荷中では，最大荷重保持時間と比較して全体的に RA 値が大きい傾向にある．35 万
回以降では，RA値大きい値を示し続けており，静的載荷試験中に既存ひび割れの滑動に伴
う AE信号が卓越した結果であると示唆された． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 引張型            (b) せん断型 
図 4.14 検出 AE信号によるひび割れ判定 
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一方，静的載荷中では，最大荷重保持時間と比較して全体的に RA 値が大きい傾向にあ
る．35万回以降では，RA値は大きい値を示し続けており，静的載荷試験中に既存ひび割れ
の滑動に伴う AE信号が卓越した結果であると示唆された． 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 最大荷重保持時間内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 静的載荷中 
図 4.15 走行回数と平均 RA値の関係 
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4.3.4 RA値と平均周波数の関係 
(1) 最大荷重保持時間内に検出した AE信号 
図 4.16に最大荷重保持時間内に検出した AE信号の RA値と平均周波数の関係を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1回走行      (b) 1万回走行       (c) 5万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 10万回走行     (e) 11万回走行      (f) 15万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行     (h) 21万回走行      (i) 25万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 30 万回走行     (k) 31万回走行      (l) 35万回走行 
図 4.16(1) 最大荷重保持時間内に発生した AE信号の RA値と平均周波数の関係 
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 走行初期（～20万回走行）では，引張型に分類される AE信号の割合が多く，10万回，
11万回走行時にはせん断型の AE信号を検出している．その後，走行回数の増加に伴い，せ
ん断型に分類される AE信号が多く検出された．これより，走行初期においては，微細ひび
割れの形成に伴い発生した引張型の AE信号を検出し，走行回数を重ねるにつれて，コンク
リート内部のひび割れが増加するため，既存のひび割れの滑動に伴って発生するせん断型
の AE 信号を検出したと考えられる．また，BP から検出される AE 信号の多くは，引張型
に分類される特徴がある． 
 しかし，荷重保持時間中に荷重の微調整が行われており，載荷装置から発生する信号を含
んでいる可能性がある．そこで，載荷装置が床版に接地してから，除荷する直前までに検出
した全ての AE信号を対象に，同様の検討を行った． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行     (n) 45万回走行     (o) 50万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 55 万回走行     (q) 59万回走行     
図 4.16(2) 最大荷重保持時間内に発生した AE信号の RA値と平均周波数の関係 
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(2) 載荷時の全検出 AE信号 
図 4.17に試験機が床版に接地してから，除荷を行う直前までに検出した全 AE信号の RA
と平均周波数の関係を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1回走行      (b) 1万回走行       (c) 5万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 10万回走行     (e) 11万回走行      (f) 15万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行     (h) 21万回走行      (i) 25万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 30 万回走行     (k) 31万回走行      (l) 35万回走行 
図 4.17(1) 最大荷重保持時間内に発生した AE信号の RA値と平均周波数の関係 
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 除載荷時を除く全載荷時中の AE信号を対象としたところ，走行初期では，RA値が小さ
く，平均周波数が大きい引張型の AE信号が確認でき，静的載荷により微細なひび割れに伴
い発生した AE信号を検出したと考えられる．その後，走行回数の増加に伴い，RA値の大
きい AE信号が検出され，30万回走行時には 500ms/V以上の RA値を有するせん断型の AE
信号が検出された．30 万回走行時，コンクリート上面にひび割れが確認されたことから，
多くのひび割れがコンクリートに内在していることが考えられるが，これらのひび割れの
滑動に伴い発生したせん断型の AE 信号を検出したと推察される．35 万回走行以降におい
ても，比較的 RA値の大きい AE信号を検出し続けた．これらより，載荷中に得られる全て
の AE信号対象にした場合でも，発生するひび割れの分類が可能であることが示された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行     (n) 45万回走行     (o) 50万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 55 万回走行     (q) 59万回走行     
図 4.17(2) 最大荷重保持時間内に発生した AE信号の RA値と平均周波数の関係 
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4.3.5 信号継続時間と AE エネルギーの関係 
(1) 最大荷重保持時間内に検出した AE信号 
  図 4.18に最大荷重保持時間内の信号継続時間と AEエネルギーの関係を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1回走行      (b) 1万回走行       (c) 5万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 10万回走行     (e) 11万回走行      (f) 15万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行     (h) 21万回走行      (i) 25万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 30 万回走行     (k) 31万回走行      (l) 35万回走行 
図 4.18(1) 最大荷重保持時間内の信号継続時間と AEエネルギーの関係 
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図 4.18において信号継続時間と AEエネルギーには相関があり，これらの関係は一定の
傾きを持つ比例関係にあると推察できる．しかし，いずれの走行回数においても検出される
AE信号は似たような挙動を示すため，最大荷重保持時間内に発生する AE信号の信号継続
時間と AEエネルギーに注目した検討を行うのは難しい． 
そこで，RA値と平均周波数の関係の検討と同様に，載荷装置が床版に接地してから除荷
する直前までに検出した全 AE信号を対象に検討を行った． 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行     (n) 45万回走行     (o) 50万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 55 万回走行     (q) 59万回走行     
図 4.18(2) 最大荷重保持時間内の信号継続時間と AEエネルギーの関係 
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(2) 載荷時の全検出 AE信号 
図 4.19に試験機が床版にしてから，除荷を行うまでに検出した全 AE信号の信号継続時
間と AEエネルギーの関係を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1回走行      (b) 1万回走行       (c) 5万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 10万回走行     (e) 11万回走行      (f) 15万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行     (h) 21万回走行      (i) 25万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 30 万回走行     (k) 31万回走行      (l) 35万回走行 
図 4.19(1) 荷重載荷時に発生した全 AE信号の信号継続時間と AEエネルギーの関係 
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  10 万回走行までにおいて，信号継続時間と AE エネルギーは一つの二次関数で表される
ような挙動を示し，走行回数の増加に伴い信号継続時間が長く AEエネルギーが大きい AE
信号が検出された．11万回の走行以降では，10万走行までに確認された傾向に加え，信号
継続時間が短く，AEエネルギーが大きい挙動を示す関係が確認された．これは，載荷荷重
の増加に伴い新たなひび割れが形成され，引張型に近い AE信号を検出したものと考えられ
る．さらに走行回数を重ねた 35万回走行時には比較的信号継続時間が長く AEエネルギー
が小さい挙動が確認された．前述において，走行回数の増加に伴い，せん断型の AE信号が
得られることを示しており，せん断型は RA値が大きく，平均周波数が低い特徴がある．最
大振幅値が小さく，信号継続時間が長くなると，AEエネルギーが小さく信号継続時間が短
い AE 信号となる．すなわち，35 万回走行以降，せん断型の AE 信号を検出したことと図
4.19(1)(l)の○の部分は対応する．信号継続時間と AEエネルギーの関係からも，疲労劣化
に伴うコンクリートの挙動把握が可能である． 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行     (n) 45万回走行     (o) 50万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 55 万回走行     (q) 59万回走行     
図 4.19(2) 荷重載荷時に発生した全 AE信号の信号継続時間と AEエネルギーの関係 
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4.3.6 信号継続時間と AE カウント数の関係 
(1) 最大荷重保持時間内に検出した AE信号 
  図 4.20に最大荷重保持時間内の信号継続時間と AEカウント数の関係を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1回走行      (b) 1万回走行       (c) 5万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 10万回走行     (e) 11万回走行      (f) 15万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行     (h) 21万回走行      (i) 25万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 30 万回走行     (k) 31万回走行      (l) 35万回走行 
図 4.20(1) 最大荷重保持時間内の信号継続時間と AEカウント数の関係 
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信号継続時間と AE エネルギーの関係と同様に，検出された AE 信号は一定の傾き示し，
進展することが分かる．走行初期においては，1万，15万回走行時に比較的信号継続時間が
長く，AEカウント数が多い AE信号を検出したが，どの走行時においても似たような傾向
を示す．走行回数が増加し，35万回走行から再び AEカウント数が多い信号か検出され，40
万回走行以降にさらに増加した．しかし，最大荷重保持時間内に検出した AE信号に着目し
たとき，既往の研究 5)のように走行回数の増加に伴い，複数の傾きを持つ進展パターンを確
認することはできなかった．すなわち，平均周波数（カウント数/信号継続時間）の変化は
小さいと示唆される． 
  
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行     (n) 45万回走行     (o) 50万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 55 万回走行     (q) 59万回走行     
図 4.20(2) 最大荷重保持時間内の信号継続時間と AEカウント数の関係 
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(2) 載荷時の全検出 AE信号 
図 4.21に試験機が床版に接地してから，除荷を行うまでに検出した全 AE信号の信号継
続時間と AEカウント数の関係を示す． 
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(a) 1回走行      (b) 1万回走行       (c) 5万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 10万回走行     (e) 11万回走行      (f) 15万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行     (h) 21万回走行      (i) 25万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 30 万回走行     (k) 31万回走行      (l) 35万回走行 
図 4.21(1) 荷重載荷時に発生した全 AE信号の信号継続時間と AEカウント数の関係 
 
 
 
 
 
76 
  走行初期から信号継続時間とカウント数の間に比例関係が確認でき，走行回数を重ねる
につれて両者の値は大きくなっている．また，30 万回走行時には，走行初期に確認できた
傾きに比べ勾配が緩やかな比例関係を示す AE信号が検出され，その多くはコンクリートか
ら発生していることがわかる．30 万回走行時にはコンクリート上面にひび割れが確認され
ており，ひび割れの発生に伴って BP床版の挙動が変化したことが考えられ，その結果，新
たな傾きを持つ進展パターンが確認されたと考えられる．複数の傾きを持つ進展パターン
が確認されたことは，既往の輪荷重走行試験における疲労実験の報告 5)と一致している． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行     (n) 45万回走行     (o) 50万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 55 万回走行     (q) 59万回走行     
図 4.21(2) 荷重載荷時に発生した全 AE信号の信号継続時間と AEカウント数の関係 
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4.3.7 信号継続時間と最大振幅値の関係 
(1) 最大荷重保持時間内に検出した AE信号 
  図 4.22に最大荷重保持時間内の信号継続時間と最大振幅値の関係を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1回走行      (b) 1万回走行       (c) 5万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 10万回走行     (e) 11万回走行      (f) 15万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行     (h) 21万回走行      (i) 25万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 30 万回走行     (k) 31万回走行      (l) 35万回走行 
図 4.22(1) 最大荷重保持時間内の信号継続時間と振幅値の関係 
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いずれの走行回数でも，AE 信号の最大振幅値は 40～60dB であり，比較的信号継続時間
が短い AE信号が検出されており，1万回走行時には信号継続時間の長い AE信号も検出さ
れている．しかし，最大荷重保持時間内に発生する AE信号はいずれの走行回数においても
似たような傾向を示すため，荷重載荷時に得られた AE信号について検討を行うことが望ま
しいと考えられる．  
  
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行     (n) 45万回走行     (o) 50万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 55 万回走行     (q) 59万回走行     
図 4.22(2) 最大荷重保持時間内の信号継続時間と振幅値の関係 
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(2) 載荷時の全検出 AE信号 
  図 4.23に試験機が床版に接地してから，除荷を行うまでに検出した全 AE信号の信号継
続時間と最大振幅値の関係を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1回走行      (b) 1万回走行       (c) 5万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 10万回走行     (e) 11万回走行      (f) 15万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 20 万回走行     (h) 21万回走行      (i) 25万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 30 万回走行     (k) 31万回走行      (l) 35万回走行 
図 4.23(1) 荷重載荷時に発生した全 AE信号の信号継続時間と振幅値の関係 
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21万回走行時までは信号継続時間と最大振幅値の関係には比例関係を示すが，25万回走
行からは比例関係を示さず，信号継続時間が 20000μs 以下で様々な振幅値を持つ AE 信号
が検出された．35万回走行以降では，40～50dBの最大振幅値で比較的信号継続時間が長い
AE信号が検出された．既往の研究 5)では，走行回数増加に伴い，振幅値の大きい信号にお
いて信号継続時間が長い AE信号を検出したと報告されているが，本実験においては比較的
小さい最大振幅値において信号継続時間が長い AE信号を検出した．信号継続時間が長い信
号は，既存ひび割れの活動によるものと考えられ，新たなひび割れを形成するときに発生す
る AE信号に比べ，最大振幅値が小さい．走行回数を重ねると，新たなひび割れの形成より
も既存ひび割れが滑動する割合が大きいため，比較的振幅値が小さく，信号継続時間が長い
AE信号を検出すると考えられる． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
(m) 40 万回走行     (n) 45万回走行     (o) 50万回走行 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 55 万回走行     (q) 59万回走行     
図 4.23(2) 荷重載荷時に発生した全 AE信号の信号継続時間と AEカウント数の関係 
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4.4 まとめ 
本章では，清洲橋 BP床版の実物大モデル（高強度タイプ）に静的載荷試験を適用し，BP
床版のたわみ分布，BP のひずみ分布から，走行回数の増加に伴う BP 床版の力学的変化に
ついて検討を行った．また，静的載荷試験に AE法を適用し，載荷中に得られる AE信号か
ら内在するひび割れの分類について検討を行った． 
以下に得られた知見を示す． 
 
(1) 走行回数および載荷荷重の増加に伴い BP床版のたわみ，BP底面のひずみが増加した．
また，走行を重ねるにつれてコンクリートと BP間に付着切れが生じ，せん断ひび割れ
発生位置で BPが局部的に変形するため，たわみ分布，ひずみ分布ともW型の分布なる
ことが報告されているが，本実験では先に BP底面のひずみがW型の分布となり，その
後，BP床版のたわみがW型の分布を呈すると認められた．特にたわみ分布においては，
走行回数を重ねることでW型の分布が顕著となった．  
 
(2) 3ヶ月間の実験中断期間があり，再び静的載荷試験を行った結果，たわみ，ひずみとも
に 3ヶ月前の結果より小さい値を示した．これは，実験中断期間内でコンクリート中の
開いていたひび割れが時間の経過に伴い閉じ，剛性の大きな BPと共にたわみおよびひ
ずみが回復したためと考えられる．しかし，BP 底面のひずみについては，実験中断期
間の前後で残留ひずみが増加したことから，BP については最大荷重の履歴を受けたま
まであり続けると考えられる． 
 
(3) 最大荷重保持時間内に検出した AEヒット数に着目すると，コンクリート上面にひび割
れが確認できた 30万回走行以降に AEヒット数が多くなり，検出 AEヒット数から床版
の劣化進行状況が推定できると考えられる． 
 
(4) 最大荷重保持時間内に検出した AE信号の RA値と平均周波数の関係より，走行初期で
は引張型の AE信号が卓越し，走行回数の増加に伴いせん断型の AE信号が多くなり，
発生するひび割れの分類が可能である．しかし，荷重が保持されている間，載荷荷重の
微調整が行われており，載荷装置から発生する信号が少なからず含まれている．そこで，
載荷装置が床版に接地してから除荷の直前までに検出されたAE信号を対象に同様に検
討を行った．その結果，走行初期では引張型，走行回数の増加に伴いせん断型の AE信
号が卓越する結果が得られた． 
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(5) 荷重載荷時の全検出AE信号において，信号継続時間とAEエネルギーには相関があり，
走行回数の増加に伴って両者の値が大きくなることが確認された．また，コンクリート
上面にひび割れが確認されてから，複数の傾きを持つ進展パターンが確認された．この
傾向は信号継続時間と AEカウント数についても同様の結果が得られた． 
 
(6) 荷重載荷時の全検出 AE信号において，信号継続時間と最大振幅値の関係では，走行初
期から複数の傾きを持つ関係が確認された．両者は走行回数の増加に伴い，比例関係を
示さず，信号継続時間が 20000μs以下で様々な振幅値を持つ AE信号が検出された．ま
た，コンクリート上面にひび割れ発生後，比較的小さな振幅値において，信号継続時間
が長い AE信号が検出された．これは，走行回数の増加に伴い，新たなひび割れの形成
よりも既存ひび割れが滑動する割合が大きいためと考えられる． 
 
  
83 
 
参考文献 
1) 関口幹夫，大石雅登，内山博文，藤山知加子，真部洋大：バックルプレート床版の静的
破壊機構と疲労耐久性に関する実験的検討，都土木技術支援・人材育成センター年報，
pp.121-135，2013. 
2) 古川歩：バックルプレートの輪荷重走行疲労特性評価への弾性波モニタリング手法の適
用性，首都大学東京卒業論文，2014. 
3) 古川歩，大野健太郎，宇治公隆，上野敦，関口幹夫，大石雅登：バックルプレート床版
の輪荷重走行における AE モニタリングの適用性，土木学会第 69 回年次学術講演会講
演概要集，pp.195-196，5部門，2014. 
4) 社団法人日本建材産業協会：コンクリートの非破壊検査法，pp47-64，2003. 
5) 重石光弘，伊藤剛，橘吉宏，松井繁之：鋼コンクリート合成床版の輪荷重走行試験にお
けるアコースティック・エミッションの観察，コンクリート工学年次論文集，Vol.27，
pp.1267-1272，No.2，2005. 
6) 内田昌勝，辻 伸幸，岡本享久，大津政康：AE法によるコンクリート構造物のひび割
れ評価技術，第12回AE総合コンファレンス論文集，pp.77-82，1999.11 
7) 内田昌勝，大津政康，岡本享久，森大介：AE 法による鉄筋コンクリート梁部材の健全
性評価方法に関する研究，コンクリート工学年次論文報告集，Vol.20，No.1，pp.161-166，
1998. 
8) 渡辺健，岩波光保，横田弘，二羽淳一郎：AE 法を用いた圧縮下コンクリートの破壊進
行予測に関する一考察，コンクリート工学年次論文報告集，Vol.25，No.2，pp.163-168，
2003. 
 
84 
 
第五章 輪荷重走行下の BP床版の AEモニタリング 
 
清洲橋 BP床版実物大モデルの輪荷重走行試験に，非破壊検査手法の一つである AE法を
適用した．本章では，載荷中に得られる AE特性から，BP 床版の破壊機構についての検討
を取りまとめた． 
 
5.1 実験概要 
図 5.1に供試体の形状および AEセンサ位置，表 5.1にセンサ座標を示す．なお，供試体
の詳細，センサ位置は「第三章」，「第四章」で前述した供試体と同様である．表 5.2に AE
計測条件を示す．なお，輪荷重走行試験では，走行中に発生する試験機からのノイズが大き
いため，しきい値を 75dBに設定した．所定の回数を繰り返し走行させる輪荷重走行試験中
に AE計測を継続して行い，走行中に得られる AE信号の検出状況や，AE源位置標定結果
から，BP床版の破壊機構について検討を行った． 
  
表 5.2 AE計測条件 
 しきい値 増幅 バンドパスフィルタ サンプリング周波数 1波形のサンプル数 
輪荷重走行試験 75dB 
40dB 
20 kHz～400kHz 
1MHz 
4096個 
静的載荷試験 40dB 1024個 
弾性波計測 60dB 1 kHz～400kHz 4096個 
 
 
                         表 5.1 AEセンサ座標（単位：mm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1 供試体の形状および AEセンサ位置 
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単位：mm
x
y
y
z
走行位置
CH x y z
1 0.290 0.276 1.300
2 0.690 0.276 1.300
3 1.090 0.276 1.300
4 1.490 0.276 1.300
5 0.290 0.276 0.500
6 0.690 0.276 0.500
7 1.090 0.276 0.500
8 1.490 0.276 0.500
9 0.490 0.176 1.800
10 1.290 0.176 1.800
11 0.490 0.176 0.000
12 1.290 0.176 0.000
13 0.590 0.038 0.900
14 0.940 0.038 1.200
15 1.190 0.038 0.900
16 0.840 0.038 0.600
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5.2 実験結果 
5.2.1 検出 AEヒット数 
図 5.2に輪荷重走行中（75dB以上）に検出した AEヒット数を示す．なお，各走行回数
が異なるため，1万回走行あたりに検出した AEヒット数で比較を行う． 
走行初期の 1万回，5万回走行時では，比較的多くの，特に BP側から多くの AE信号が
得られた．これは，走行初期に発生したコンクリート内部の微細なひび割れの形成や，コン
クリートと BP の剥離に伴い発生した AE 信号を検出したと考えられる．10 万～30 万回走
行までは，走行初期ほど AE信号は検出されず，コンクリート上面にひび割れが確認された
30万回走行後以降，再び多くの AE信号が検出された．その後，45万回，46万回走行時に
は急激に AEヒット数が増加し，コンクリートから検出された AE信号が増加したことがわ
かる．30 万回走行時後，コンクリート上面においてひび割れが確認されたことから，それ
以前にコンクリート内部において，ひび割れの発生や進展が生じたものと考えられ，後述す
る AE源位置標定結果において，これらの詳細が明らかとなっている．BP からのヒット数
も 46 万回から多くなっており，コンクリートと BP の全面剥離の影響によるものと考えら
れる． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2 輪荷重走行試験における検出 AEヒット数 
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5.2.2 振幅値別の検出 AE ヒット数の分布 
図 5.3に輪荷重走行中に検出した振幅値別の検出 AEヒット数の分布を示す．85dB以上
の AE信号に注目すると，BP側では走行初期に 96dB以上の AE信号が卓越しているが，BP
の剥離に伴い発生した振幅値の大きい AE信号を検出したためと考えられる． 
 その後，走行回数を重ねた 21万，25万回走行時に注目すると，98dBの AE信号が卓越
している．これは，30 万回走行後，コンクリート上面にひび割れが確認されていることか
ら，それ以前にコンクリート内部においてひび割れの発生や進展が生じ，振幅値の大きい
AE信号を検出したと考えられ，後述する AE源位置標定結果においてこれらの詳細が明ら
かとなっている．45万回，46万回走行時には，再び 98dBの AE信号が卓越し，コンクリー
トに貼付したセンサにおいて多くの AE信号が検出された．これより内部のひび割れが急速
に発生，進展したため，振幅値の大きい AE信号を検出したと考えられる．なお，既往の研
究 1)により，走行回数の増加に伴い，大きい振幅値を有する AE信号が増加することが認め
られている．50万回走行以降には，75～83dBの AE信号が増加したことから，コンクリー
ト内部の既存ひび割れの擦れによる影響と考えられる．既存ひび割れの滑動については「第
四章」の RA値と平均周波数の関係で前述したとおりである． 
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(a) コンクリート          (b) BP 
図 5.3 輪荷重走行試験における振幅値別検出 AEヒット数 
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5.2.3 AE源位置標定結果 
図 5.4に各走行時に検出した AE源位置標定結果を示す．なお，コンクリートの弾性波速
度は，後述する「第六章」より，3500m/sと設定した． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1万回走行後      (b) 5万回走行後      (c) 10万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 11万回走行後     (e) 15万回走行後      (f) 20万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 21 万回走行後     (h) 25万回走行後      (i) 30万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
(j) 31万回走行後     (k) 35万回走行後      (l) 40万回走行後 
図 5.4(1) AE源位置標定結果 
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 5万回走行までは，多数の AE源がコンクリート内部から発生している．走行初期におい
て輪荷重の走行により多数の新たな微細ひび割れがコンクリート内部に発生し，それに伴
い発生したAE源を検出したと考えられる．また，供試体底面から検出されるAE源も多く，
1万回走行時から BPの剥離が発生したことと対応している．10万回走行以降，走行初期ほ
ど AE源は発生していないが，底面の BPから上面に進展する AE源が確認できる．走行回
数の増加に伴い，床版内部に多数の微細ひび割れが集積し，せん断スパンに応力が集中する
ことにより，せん断ひび割れが形成された可能性がある．コンクリート上部にひび割れを確
認した 30万回走行以降，床版の全域にわたって AE源が発生している．特に 45万回以降に
検出された AE源が多く，局所的に発生している領域が多数確認できる．コンクリート内部
の微細なひび割れが拡大し，大きなひび割れを形成したと考えられ，損傷が急激に進展した
と考えられる．なお，46万回の走行の後に試験機のトラブルにより，実験が停止したが，3
ヵ月後に実験を再開し 59万回までの走行を行ったが，いずれの走行時においても多数のAE
源が発生しており，コンクリート内部のひび割れが再び進展すると考えられる． 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
(m) 45 万回走行後     (n) 46万回走行後     (o) 50万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
(p) 54.5万回走行後    (q) 59万回走行後       
図 5.4(2) AE源位置標定結果 
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5.2.4 振幅値別 AE源位置標定結果 
 図 5.5に振幅値別に分類した AE源位置標定結果を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ～10万回走行時（75～84dB）      (b) ～10万回走行時（85～98dB） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 10～20万回走行時（75～84dB）      (d) 10～20万回走行時（85～98dB） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 20～30万回走行時（75～84dB）      (f) 20～30万回走行時（85～98dB） 
図 5.5(1) 振幅値別 AE源位置標定結果 
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(g) 30～40万回走行時（75～84dB）      (h) 30～40万回走行時（85～98dB） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(i) 40～50万回走行時（75～84dB）      (j) 40～50万回走行時（85～98dB） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 50～59万回走行時（75～84dB）      (l) 50～59万回走行時（85～98dB） 
図 5.5(2) 振幅値別 AE源位置標定結果 
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 走行初期では，床版全域に多数の AE 源が発生しているが，75～84dB の AE 源は比較的
全面に広がっているのに対し，85dB 以上の AE 源は局所的に集中していることがわかる．
特に 95dB以上の AE源が供試体底面に集中している．載荷初期の振幅値が大きい現象とし
て，コンクリートと BPの剥離が考えられ，走行初期に床版底面で剥離が生じたことと対応
している． 
 10～30 万回走行時には，走行初期ほど AE 源は発生していないが，供試体底面中央部で
AE 源が集中する領域（図 5.5(1)(d)中の○の部分）がある．これは，走行初期にコンクリ
ートと BPの付着切れが生じたため，両者の一体性が失われ，コンクリート底面に曲げひび
割れが形成されたと考えられる．これは BP床版に静的載荷試験を実施した際のひずみ分布
と対応している．また，底面せん断スパンから上面中央に向かって斜めに進展する AE源も
確認でき（図 5.5(1)(d)，(e)，(f)中の－の部分），この時点で主要なせん断ひび割れが形
成されたと考えられる． 
コンクリート上面にひび割れが確認された 30万回走行以降，コンクリート上面から発生
する AE 源（75～84dB）も多くなり，40～50 万回走行時は，再びコンクリート内部から発
生する比較的振幅値の大きい AE源も多くなる．既往の研究 2)によると，橋軸方向のひび割
れの断面は図 5.6 に示すように，いくつかのコンクリート塊に細分化することが分かって
おり，これらを形成するひび割れの進展が 40～50万回の走行のうちに急激に進展したと考
えられる．さらに走行を重ねた 50～59万回走行時では，比較的振幅値の大きい AE源が発
生し，特に 95dB以上の AE源がタイヤ走行範囲の両端において確認された．コンクリート
内部では，ひび割れの発生，進展がさらに進み，床版のたわみがW型となったように，走
行範囲両端で発生する押抜きせん断ひび割れの形成が進行したと考えられる． 
 
 
  
輪荷重走行方向
 
 
 
 
 
図 5.6 橋軸方向のひび割れの断面 2) 
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5.2.5 BP床版の破壊機構 
輪荷重走行試験の結果から，図 5.7に示すような BP床版の破壊形態が考えられる．はじ
めに，輪荷重走行により微細なひび割れがコンクリート内部に発生，蓄積すると共に，コン
クリートと BP間に剥離が生じ，床版の一部で一体性が失われる．ここで，剥離状況から分
かるように，剥離は先に床版の外側と中央部から発生し，その後，せん断スパンで生じ，全
面剥離に至る．コンクリート内部のひび割れは中央部の剥離発生後，供試体底面に曲げひび
割れが発生し，走行を重ねるにつれてせん断ひび割れが発生し始める．その後，床版底面で
発生したひび割れは上面に進展するとともに，コンクリート内部にブロック化したひび割
れが形成される．最終的にはコンクリートの押し抜きせん断破壊を呈すると考えられる．ま
た，本研究の AE法による BP床版の破壊形態の検討は，既往の研究 2)，3)による三次元 FEM
解析による BP床版の静的破壊形態と類似している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 輪荷重走行前         (b) 微細ひび割れ形成，剥離発生 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 曲げひび割れ，せん断ひび割れの発生   (d) ブロック化したひび割れの形成 
図 5.7 BP床版の破壊過程 
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5.3 まとめ 
本章では，清洲橋 BP床版の実物大モデルの輪荷重走行試験に非破壊検査手法の一つであ
る AE法を適用し，載荷中に得られる AE特性から BP床版の破壊機構について検討した． 
以下に得られた知見を示す． 
 
(1) 走行初期において，BP から比較的多くの AE 信号が検出され，これらは走行初期に発
生したコンクリートと BP の剥離に伴い発生した AE 信号を検出したと考えられる．そ
の後，コンクリート上面にひび割れが発生するまでは検出されるAE源は比較的少ない．
しかし，ひび割れが確認されると，単位走行回数あたりに検出される AE信号は多くな
り，急激に AEヒット数が増加する傾向が得られた．このとき，コンクリート内部のひ
び割れが急激に発生，進展したと考えられる．また，コンクリートと BPの全面剥離が
確認できたとき，多くの AE信号が BPから発生したことが示された． 
  
(2) 輪荷重走行中に検出した振幅値別 AE 信号に着目すると，走行初期に 96dB 以上の AE
信号が卓越し，これは BP の剥離に伴い発生した AE 信号であると考えられる．また，
コンクリート上面にひび割れを確認する前の走行において，98dB の AE 信号が卓越し
た．AE 法を適用することで，ひび割れの発生を目視で確認する以前に，その発生，進
展をモニタリング可能であることが示された． 
 
(3) 走行初期において，75～84dB の AE 源は比較的全面に広がっており，95dB 以上の AE
源は供試体底面に集中した．走行初期の振幅値が大きい現象として，コンクリートと BP
の剥離が考えられ，床版外側で剥離が生じたことと対応している．その後の走行では，
初期ほど AE 源は発生しないが，AE 源が局所的に発生する領域の存在が認められ，曲
げひび割れ，せん断ひび割れ形成に伴い発生した AE源を検出したと考えられる．コン
クリート上面にひび割れが確認されると，コンクリートから発生する AE源も多くなっ
た．再びコンクリート内部から発生する比較的振幅値の大きい AE源が検出され，いく
つかのコンクリート塊に細分化するひび割れに起因すると考えられる．さらに走行を重
ねると，95dB以上の AE源がタイヤ走行範囲の両端においてから発生し，押抜きせん断
ひび割れの形成が進行したことが示された． 
 
(4) BP床版の破壊過程は，1)輪荷重走行により微細なひび割れがコンクリート内部に発生，
蓄積し，2)コンクリートと BP 間に剥離が生じ，床版の一部で一体性が失われる．その
後，3)供試体底面に曲げひび割れ，せん断スパンにひび割れが発生し，4)ひび割れは供
試体上面に進展するとともに，コンクリート内部にブロック化したひび割れが形成され
る．最終的には，5)コンクリートと BP の全面剥離に至り，両者の一体性が失われ，コ
ンクリート部の押抜きせん断破壊となることが示唆された． 
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第六章 弾性波速度トモグラフィ法によるコンクリートの損傷度評価 
 
 近年，コンクリートの長寿命化を図るために，非破壊試験による構造物の健全性診断が注
目されており，構造物の欠陥，損傷位置を視覚的に把握可能な弾性波速度トモグラフィ法の
研究が進められている．弾性波速度トモグラフィ法による損傷の検出精度には，計測に用い
るセンサ数，計測領域内の要素（セル）分割，解析に用いる弾性波の処理方法など，様々な
要因が関与する．そこで本章では，ひび割れを模擬した領域に弾性波速度トモグラフィ法を
適用する数値実験を行い，損傷検出の基礎検討を行った．また，数値実験結果の妥当性を確
認するために，せん断破壊した RC梁側面に弾性波速度トモグラフィ法を適用し，損傷検出
精度向上のための検討を行った．また，これらの実験から得られた知見をもとに，輪荷重走
行試験に弾性波速度実験を適用し，繰り返し輪荷重を受ける BP床版の損傷度の評価を行っ
た． 
 
6.1 弾性波速度トモグラフィ法の理論 1) 
6.1.1 弾性波トモグラフィ法の概要 
 医療診断の分野で広く用いられている X 線 CTは X 線の透過強度をデータとし，これを
電子計算機で逆解析して X 線吸収係数の二次元分布を求めることによって，人体の断面像
を非常に鮮明に描き出し，腫瘍を早期に発見する．医療診断分野において，この技術の貢献
度は非常に大きい．一方，地下探査の分野において，X 線の変わりに弾性波を用いて X 線
CTと同じ考え方を応用し，地盤の物性などを探査する手法として弾性波トモグラフィ法が
知られている．弾性波トモグラフィ法には弾性波伝搬速度の分布を求める弾性波速度トモ
グラフィ法と，弾性波の減衰特性の分布を求める減衰トモグラフィ法，または Q 値トモグ
ラフィ法と呼ばれる手法がある． 
 弾性波トモグラフィは上記のように X 線 CT と同じ考え方を利用しているが，両者は次
の二点で大きく異なっている． 
1）X 線 CT の場合には，X 線管と検出機との間を直線で結んだ伝搬経路上の情報を伝達
するため，X線の伝搬経路の情報は既知となる．しかし，弾性波トモグラフィ法では弾性波
を用いるため，震源と受信機を結ぶ直線状に音響インピーダンス（媒質の密度と伝搬速度と
の積）が異なる媒質が存在していると，弾性波は屈折または回折する．受信機から受ける弾
性波はその伝搬経路上の情報を伝達するが，その経路は必ずしも震源と受信機を結んだ直
線ではないため，弾性波の伝搬経路は未知となる．したがって，逆解析の過程で弾性波の伝
搬経路の計算，すなわち，波線追跡を行わなければならない． 
2）X線 CTの場合には，人間が装置の中に入るので，あらゆる方向から X線を通し，あ
らゆる方向の数多くのデータを得ることができる．しかし，弾性波トモグラフィ法の場合に
は，地下探査を例に挙げれば，受信機を設置する場所は地表，ボーリング孔内，坑道内と限
られており，あらゆる方向の投影データを得ることは難しい．受信点配置が制限された場合
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には，震源の検出精度が低下し，場合によっては検出できないこともある．弾性波トモグラ
フィ法の場合には，震源，受信点配置状況，震源及び受信点配置の測量精度と走時や波形の
測定精度及び解析方法によって震源検出精度が左右される． 
 
6.1.2 弾性波速度トモグラフィ法の基礎理論 
弾性波速度トモグラフィ法の理論的基礎を成すのは投影定理（projection slice theorem）で
ある．図 6.1に目的関数𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦)とその投影波形𝛲𝛲𝜙𝜙(𝜉𝜉)の概念図を示す．目的関数とは，x-y平
面状におけるあらゆる物理量を示すもので，弾性波速度トモグラフィ法では波動の伝搬速
度 Vの逆関数であるスローネス（slowness）Sが目的関数となる．投影方向に𝜂𝜂軸，これに直
行して𝜉𝜉軸をとり，x軸と𝜉𝜉軸のなす角度を𝜙𝜙とすれば投影波形は式（6.1）のように表わされ
る． 
 
ηξφ dyxfP
ray∫= ),()(  
      ∫
∞
∞−
+−= ηφηφξφηφξ df )cossin,sincos(            （6.1） 
 
式（6.1）を𝜉𝜉方向でフーリエ変換した𝛲𝛲𝜙𝜙�(𝑘𝑘𝜉𝜉)と目的関数𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦)の二次元フーリエ変換 F(𝑘𝑘𝑥𝑥 ,𝑘𝑘𝑦𝑦)
とを比較すると式（6.2）の関係が得られる． 
 
)sin,cos()(ˆ φφ ξξξφ kkFkP =                 （6.2） 
 
これが投影定理であり，𝜉𝜉方向の投影波形のフー
リエ変換は目的関数𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦)の二次元フーリエ変
換における方向の直線状の値に対応しているこ
とを示している．したがって，φが 0°から 180°
までの𝛲𝛲𝜙𝜙� (𝑘𝑘𝜉𝜉 )を求めて𝑘𝑘𝑥𝑥 -𝑘𝑘𝑦𝑦平面上にプロット
し，これを二次元逆フーリエ変換すれば，元の目
的関数𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦)を再生することができる．これが
トモグラフィ法におけるインバージョンの基礎
理論である． 
  
y
波線 x
図 6.1 投影定理説明図 
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しかし，弾性波速度トモグラフィ法では震源や受信点をボーリング孔内や地表にしか設
置できないため，𝛲𝛲𝜙𝜙�(k)を 0°から 180°まで変えて求めることは不可能である．さらに，弾
性波は地下構造によって屈折，回折を生じ，波線経路は直線ではないので，弾性波速度トモ
グラフィ法にこのような解析的手法を適用することは困難である． 
 そこで，図 6.2に示すように，目的関数𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦)を M 個の区別（以下，セルと称する）に
分割し，それぞれのセルに𝑓𝑓𝑘𝑘（k = 1,2,…,M）を与える．そして震源から受信点に至る i（i = 
1,2,…,N）番目の波線が k番目のセルを横切る長さを𝑙𝑙𝑖𝑖𝑘𝑘とすると，式（6.1）は式（6.3）のよ
うに離散近似することができる． 
 
∑ ==
M
k ikki
lfP
1
),(                            （6.3） 
 
このように調査区域を全方向から波が横切るように，震源及び受信点を配置することが
できず，波の直進性が仮定できない弾性波速度トモグラフィ法では，式（6.3）を代数的に解
いて𝑓𝑓𝑘𝑘を求める方法が広く用いられている． 
 
  
波線i
… …
… …
図 6.2 目的関数のセルへの分割 
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6.1.3 解析方法 
 図 6.3に示すように，調査断面を多数のセルに分割し，セル内の伝搬速度は一定であると
仮定して，それぞれのセルの伝搬速度を求めれば，その分布より調査断面内の伝搬速度の分
布図を求めることができる．図 6.4に解析フローチャートを示す．入力データの作成に際し
て，走時の相反性や平行性のチェックや平均伝搬速度のチェックなどデータの品質のチェ
ックと品質向上させるためのデータの補正は重要である．初期モデルを作成するためには，
まず，震源と受信点を結ぶ直線に沿って波動が伝搬すると考えて，次に示す逆投影法が用い
られることが多い． 
 
  
損傷
図 6.3 調査断面とその分割 
震源・受信点
位置データの作成
データセットの作成
・初動の読み取り
・読取値の修正
・データの品質チェッ
ク
計測断面のセル分割
初期モデルの作成
理論走時の計算
走時残差の計算
残差が許容誤差
以内か？
モデルの修正
計測面の最終弾性波速度分布図の作成
図 6.4 解析フローチャート 
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(a) 逆投影法 
 解析には伝搬速度の逆数であるスローネスが用いられる．まず，波線経路を直線と仮定し，
震源から受信点まで波動が伝搬するのに要する時間の測定値，すなわち，観測走時を震源-
受信点間の距離で除して平均スローネス𝑆𝑆̅を求め，あるセル内を複数の波線が通過している
場合には，その線がセルを切る長さで重み付けを行い，平均してそのセル内のスローネスを
求める．データ数（波線数）を N，計測領域の分割セル数を M とし，i（i = 1，2，…，N）
番目の波線について考える．i番目の波線の観測走時を𝑇𝑇𝑜𝑜𝑖𝑖，震源-受信点間の波線長を𝐿𝐿𝑖𝑖とす
ると，この波線が通過するセルの平均スローネス𝑆𝑆𝚤𝚤�は式（6.4）で表される． 
 
i
oi
l L
TS =                             （6.4） 
 
k（k = 1，2，…，M）番目のセルを i番目の波線が通過する長さを𝑙𝑙𝑖𝑖𝑘𝑘とすると，k番目のス
ローネス𝑆𝑆𝑘𝑘 は式（6.5）によって求めることができる． 
 
∑
∑=
i ik
i lik
k l
Sl
S
)( ・
                  （6.5） 
 
このようにして𝑆𝑆𝑘𝑘を kが 1から Mまで順次求めれば，これがスローネス分布の初期モデル
となる．このようにして得られたモデルに対して後述する波線追跡を行って，モデル内の波
動の伝搬経路と伝搬時間を求め，計算された理論走時と観測データである実測走時を比較
し，両者の差が許容誤差以内でなければ次に示す同時反復法や最小二乗反復法などを用い
てモデルを修正する必要がある． 
 
（b）同時反復法 
 まず，得られたモデルについて求めた理論走時（𝑇𝑇𝑐𝑐𝑖𝑖）と観測走時（𝑇𝑇0𝑖𝑖）との差である走
時残差を波線が通過したセルに通過した長さに応じて振り分け，走時残差と波線が切る長
さとを用いて，そのセル内のスローネスの補正量を求める手法である． 
 式（6.6）に示すように，すべての波線について走時残差⊿𝑇𝑇𝑖𝑖を求める． 
 
TciToiTi −=∆  )...,2,1( Ni =                        （6.6） 
 
次に，式（6.7）を用いて，走時残差を波線が通過するセルに振り分ける． 
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iiki
ik L
lTt ・∆=∆                             （6.7） 
セル kのスローネス補正量⊿𝑆𝑆𝑘𝑘は式（6.8）で表される． 
 
∑
∑=∆
i ik
iki i
k l
lT
S
・
                            （6.8） 
 
I 回目の反復計算によって求められるセル k のスローネス𝑆𝑆𝑘𝑘(𝐼𝐼) は I-1 回目の反復計算によ
って得られているスローネスを𝑆𝑆𝑘𝑘
(𝐼𝐼−1)とすると式（6.9）で表される． 
 
k
I
k
I
k SSS ∆+=
− )1()(         （6.9） 
 
(c) 最小二乗反復法 
最小二乗反復法は走時残差を直接スローネスの修正量に変換するのではなく，走時残差
を求める方程式をつくり，その走時残差の二乗の総和が最小となるように観測方程式のパ
ラメータであるスローネスの修正量⊿𝑆𝑆𝑘𝑘を求める方法である． 
 I 回目の反復計算（式中の右肩の添時は反復回数を表す）を考えると式（6.10）で表され
る． 
 
k
I
k
I
k SSS ∆+=
− )1()(
                          （6.10） 
 
式（6.10）の⊿𝑆𝑆𝑘𝑘をパラメータとして，⊿𝑆𝑆𝑘𝑘によってスローネスを修正したあとの i番目の
波線の走時残差を⊿𝑇𝑇𝑖𝑖
(𝐼𝐼)とすると，これを与える観測方程式は式（6.11）になる． 
 
∑−∆=∆ − k ikk
I
i
I
i lSTT ・
)1()(                  （6.11） 
 
ここに，⊿𝑇𝑇𝑖𝑖
(𝐼𝐼−1)，𝑙𝑙𝑖𝑖𝑘𝑘は I-1回目の反復計算で既知となっている．したがって，⊿𝑇𝑇𝑖𝑖(𝐼𝐼)の二乗
和を最小にするような修正値⊿𝑆𝑆𝑘𝑘を最小二乗法によって求め得る． 
 
（d）レイトレーシング 
 上記のように，逆解析を行う場合には修正するモデルに対してレイトレーシングを行い，
波線がセルを切る長さとその波線の理論走時とを求める必要がある．レイトレーシングの
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方法はいくつか方法があるが，Huygens の原理に基づいた 16 方向点波源による近似波線経
路を修正して真の波線経路に可能な限り近い波線経路を計算するという方法は対象領域内
の速度分布が複雑な場合に有効なレイトレーシング法である．この方法は図 6.3 に示した
ように，対象を多くのセルに分割し，各セル内の速度は一定であると仮定する．まず，図 6.5
に示すように，震源から 16方向の格子の接点に向かって波を出し，震源から走時を計算し
て，その走時と波の射出方向を示す値をその接点に記憶させる．ついで，波が到達したすべ
ての接点から 16 方向に弾性波を発生させ，波が到達した接点からの震源の走時を求める．
以前の計算段階でその接点にすでに弾性波が到達していれば，両者の走時が比較され，小さ
いほうの走時がその接点の走時として採用される．以上の操作をモデル内のすべての接点
に弾性波が到達するまで繰り返し行う．次に震源から各接点に記憶されている波線の射出
方向の値を順次たどることにより，初期波線が決定される．この初期波線は波の射出方向が
限られているため，たとえ同一の媒質内であっても波線が屈折することがある．例えば，図
6.6の接点 Iから接点 Jへの波線について考えてみると，図 6.6に点線で示したような波線
となる．そこで，図 6.6の実線となるように初期波の修正が行われる．以上の操作により，
波線と走時を求めることができる． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.5 16方向点波源          図 6.6 初期波線の修正 
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6.2 弾性波法に関するこれまでの研究 
6.2.1 弾性波法によるコンクリート表層部の損傷度診断技術に関する基礎検討 2) 
佐藤らは，人口欠陥を埋没したコンクリート供試体での弾性波伝搬特性および使用セン
サの種類による検討を行い，これらの結果を踏まえた曲げひび割れ導入の供試体による検
討を行った．弾性波の伝搬特性として，弾性波速度，卓越周波数，振幅減衰率に着目し，欠
陥検出が可能であるかを検討した． 
 実験結果によると，弾性波速度を指標とした検討が最も欠陥を精度よく検出できること
が示された．また，用いるセンサには共振型の AEセンサを用いることが良いと分かったが，
小型供試体と実構造物では，弾性波エネルギーの減衰率も変化するため，対象構造物の大き
さに適した周波数の共振型 AEセンサを用いる必要があることが示された． 
 
6.2.2 コンクリート構造物の弾性波モニタリングとトモグラフィ評価に関する研究 3)，4) 
 石川らは，鉄筋コンクリート構造の 2 階建て駐車場のひび割れが存在する床版を対象に
弾性波速度トモグラフィ法を適用し，弾性波入力方法の違いによる損傷検出の検討を行っ
た．弾性波の入力には写真 6.1示す 2種類のハンマ（ハンマヘッド重量 100g，350g）と写
真 6.2に示す空気砲を用いた．ハンマによる弾性波の入力では，センサ近傍のコンクリート
をハンマで直接打撃し，空気砲による弾性波の入力では，センサ近傍にプラスチック製の小
球（直径 6.0mm）を発射して行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6.1 テストハンマ       写真 6.2 空気砲による弾性波の入力 
104 
 
  図 6.7に各弾性波入力方法における弾性波速度トモグラフィ解析結果を示す． 
 
 
 
(a) (b) (c)
テストハンマ(ヘッド重量100ｇ) テストハンマ(ヘッド重量350ｇ) エアガン
[単位：m]
[単位：m/s] [単位：m/s]
[単位：m/s]
図 6.7 ひび割れ図および弾性波速度トモグラフィ解析結果 
(a) (b) (c) 
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 ハンマで打撃した場合，弾性波の入力エネルギーが大きい（ハンマヘッド 350g）ほど，
AE信号の初動部の読み取りは容易になり，弾性波速度分布図の精度も向上した．弾性波入
力エネルギーが小さい場合には，検出した弾性波の初動部とノイズの区別が困難になるこ
とや，弾性波エネルギーの減衰により弾性波の振幅値が小さくなり，本来の初動部を読み取
れない可能性がある．そのため，弾性波の入力では弾性波エネルギーを大きくすることが重
要である．同程度の加速度で AEセンサ近傍に信号入力を行った場合，運動方程式（F=ma）
より，ハンマヘッド重量が重い方が弾性波の入力エネルギーは大きい．また，ハンマヘッド
重量が重いハンマが入力する弾性波の周波数が低くなり，弾性波エネルギーの減衰が小さ
くなる．よって，ハンマヘッド重量が 350gのテストハンマを用いることで弾性波の入力エ
ネルギーが大きくなり，弾性波の減衰が小さくなると考えられ，弾性波速度分布図の有用性
が最も高い結果となった． 
次に，ハンマヘッド重量が 350gのハンマで弾性波を入力した場合と，空気砲により弾性
波を入力した場合について検討を行った．図 6.7(b)の場合，弾性波速度分布図は，実際の
ひび割れと速度構造が遅い部分が一致している．また，ch8付近にも弾性波速度が遅い領域
が確認された．これは図 6.7(a)や図 6.7(c)の場合も確認されており，内部欠陥の存在やコ
ンクリート劣化の可能性が示唆される．図 6.7(c)に着目すると，目視で確認できるひび割
れ位置の弾性波速度以上に ch14付近の弾性波速度が遅く評価されている．これは図 6.7(a)
でも確認することができ，図 6.7(b)においてもひび割れを中心に左右対称ではなく ch14付
近は広範囲に弾性波速度が遅い部分が存在することから，ch14 付近にも何らかの損傷域が
存在していると推察できる．入力した弾性波の周波数について比較を行うと，ハンマは低周
波，空気砲は高周波であり，周波数が異なると弾性波の伝搬経路が変化する．高周波は弾性
波エネルギーの減衰が大きいため，損傷部を通過すると弾性波エネルギーは大きく減衰す
る．したがって，空気砲で弾性波を入力した場合，センサで検出した波形は，対象領域内部
の健全部を通過した弾性波と考えられる．つまり，空気砲で弾性波を入力した場合，対象領
域の表層部だけでなく，コンクリート床版内部の情報を弾性波速度分布図に反映したと推
察される．このことから，ハンマによる弾性波の入力を行った際の弾性波速度分布図は，対
象領域表層部の情報を示し，空気砲による弾性波の入力を行った場合の弾性波速度分布図
は対象領域内部の情報を示していると考えられる． 
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6.2.3 輪荷重走行を受けるバックルプレート床版の弾性波速度トモグラフィ法による損
傷評価 5)，6)，7) 
大野らは，輪荷重走行により損傷を受けるBP床版に弾性波速度トモグラフィ法を適用し，
BP床版の損傷評価を行った．供試体は清洲橋実物大モデル（「第三章」既往の研究で示した
現行モデルⅡの BP厚 8.0mm）を対象とし，図 6.8に供試体の概要および AEセンサの位置
を示す．弾性波の検出には 60kHz 共振のプリアンプ内蔵型 AE センサを用いた．輪荷重走
行試験は，ゴムタイヤを有する自走式走行載荷装置にて行い，床版支間中央を繰り返しタイ
ヤが走行する方式である．図 6.9に載荷プログラム，図 6.10に実験フローを示す．実験は
輪荷重走行試験，静的載荷試験，弾性波速度試験から構成されており，弾性波の計測は 129
万回の輪荷重走行が実施された後から行った．実験は 188 万回走行後まで繰り返し実施し
たが，供試体は未だ破壊に至っていない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.8 供試体の概要および AEセンサ位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.9 載荷プログラム         図 6.10 実験フロー 
輪荷重走行試験（5万回）
（AE計測）
弾性波速度試験
（剥離，ひび割れ調査）
静的載荷試験
（たわみ，ひずみ，AE計測）
188万回まで繰り返し
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図 6.11 に静的載荷試験における BP 床版のたわみ分布を示す．148 万回から 153 万回に
おいてたわみが大きく変化したことが確認された．また，図 6.12に示すコンクリート上面
のひび割れ状況では，輪荷重走行直下から多数のひび割れが発生しており，○で示す位置で
は，コンクリートの表面が剥離していることが確認された．次に，図 6.13に弾性波速度ト
モグラフィ解析に用いた要素分割モデル，図 6.14に 129万回走行終了時（弾性波速度計測
開始時），148万回走行終了時，153万回走行終了時，188万回走行終了時における弾性波速
度トモグラフィ解析結果を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.11 たわみ分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.12 コンクリート上面のひび割れ状況     図 6.13 要素分割モデル 
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129万回走行から 148万回で弾性波速度が緩やかに減少しており，その後さらに 5万回走
行させた 153万回で弾性波速度が大きく低下していることがわかる．このとき，BP床版の
たわみに注目すると，たわみが大きく変化するにつれて，コンクリートの弾性波速度が大き
く低下しており，たわみ分布とコンクリートの弾性波速度分布は相関があると考えられる．
その後，188万回では供試体全体で著しい速度の低下が確認でき，コンクリートの表面の剥
離位置で特に弾性波速度が低い領域が示されている．これらの結果から，常時観測に加え，
定期的に弾性波計測，弾性波速度トモグラフィ法を適用することで，コンクリートの損傷状
態を把握することができ，弾性波速度トモグラフィ法は維持管理を目的とした検査に非常
に有効な手法であると考えられる． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 129万回             (b)148万回 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 153万回            (d) 188万回 
図 6.14 BP床版の弾性波速度トモグラフィ解析結果 
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6.2.4 弾性波速度トモグラフィにおける走査線密度に応じた要素分割に関する検討 7) 
桃木らは，構造物の健全性を包括的に評価可能な弾性波速度トモグラフィ法の実用化研
究を進めてきた 8)，9)．そこで，弾性波の発信位置と受信センサの位置をもとに走査線密度に
応じて要素を分割する手法を用いて，弾性波速度トモグラフィ法における要素分割の細密
化とそれに伴う計測領域の損傷の検出精度に関する検討を行った．なお，対象とした部材は，
「第六章 6.4 弾性波速度トモグラフィ法のせん断破壊した RC 梁供試体への適用」で後
述するせん断破壊を呈した RC梁供試体である． 
図 6.15 に走査線密度に応じた要素分割モデル，図 6.16 に弾性波速度トモグラフィ解析
結果を示す．いずれのトモグラフィ結果も左下から右上にかけて確認されるせん断ひび割
れに沿って速度低下領域が確認できるものの，分割数の少ないモデル 1 では解析の結果で
ある弾性波速度の分布図のみで，斜めに伸びる損傷と推定することは難しい．それに対し，
分割数がモデル 1 の 4 倍であるモデル 2 では，弾性波速度がより細分化された分布図とな
り，速度低下領域が斜め損傷に近くなり，損傷検出精度の高い解析結果が得られている．弾
性波速度トモグラフィ法による損傷検出精度，ひいては信頼性に影響することからも評価
の際は要素分割の仕様を考慮することが重要であることが示された． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 要素分割モデル 1         (b) 要素分割モデル 2 
図 6.15 走査線密度に応じた要素分割モデル 
 
 
 
 
 
 
(a) 要素分割モデル 1         (b) 要素分割モデル 2 
図 6.16 BP床版の弾性波速度トモグラフィ解析結果 
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6.3 数値実験における計測領域の要素分割方法が評価結果に及ぼす影響 10)，11) 
 弾性波速度トモグラフィ法の基礎検討として，RC梁側面のせん断ひび割れを模擬したモ
デルに弾性波速度トモグラフィを適用する数値実験を行った．数値実験では，損傷を含む計
測領域の要素分割方法を変化させ，弾性波速度トモグラフィ解析結果に及ぼす影響につい
ての検討を行った． 
 
6.3.1 実験概要 
(1) 計測領域およびセンサ配置位置 
図 6.17に数値実験で用いた計測モデル，表 6.1にセンサ座標を示す．計測領域は 2.000m
×4.000mとし，15個のセンサを間隔 1.000mで配置した．計測モデルは，RC梁のせん断ひ
び割れを模擬したものを設定している．健全部を想定した領域の弾性波速度は 4000m/s と
仮定した．図 6.18に示すように，弾性波の伝搬経路は入力点と受信点を結ぶ直線とし，ひ
び割れを通過しない場合の波線については，4000m/sで受信センサに到達した場合の走時を
解析に用いた．発信，受信のセンサ間にひび割れが存在する場合，伝搬経路の短いひび割れ
の先端を迂回して受信センサに到達すると仮定した場合の走時を用いた．これらの条件で，
弾性波速度トモグラフィ法を適用し，計測領域内の分割方法の違いによる解析結果につい
て検討を行った．なお，弾性波速度分布図の作成には Femap Ver10.2を用いた． 
 
                            表 6.1 センサ座標 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.17 数値実験の計測モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.18 弾性波の伝搬経路 
CH x (m) y (m)
1 0.000 0.000
2 1.000 0.000
3 2.000 0.000
4 3.000 0.000
5 4.000 0.000
6 0.000 1.000
7 1.000 1.000
8 2.000 1.000
9 3.000 1.000
10 4.000 1.000
11 0.000 2.000
12 1.000 2.000
13 2.000 2.000
14 3.000 2.000
15 4.000 2.000
0.000
0.500
1.000
1.500
2.000
0.000 0.500 1.000 1.500 2.000 2.500 3.000 3.500 4.000
y(
m
)
x (m)
15 14 13 12 11 
10 9 8 7 6 
5 4 3 2 1 
B 
A 
仮想ひび割れ
発信CH
受信CH
迂回する弾性波の伝搬経路
弾性波の
伝搬経路
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(2) 計測領域の要素分割モデル 
表 6.2に解析に用いた要素分割モデルの概要，図 6.19に計測領域内のセンサ位置および
要素分割モデルを示す．要素分割には四角形で 32，72，128分割したモデル，三角形で 32，
64，128分割したモデルを用い，要素の形状，分割数の違いによる弾性波速度トモグラフィ
解析結果について検討を行った．なお，表 6.2中の（）内は Squ32，Tri32での分割要素 1個
に対する各分割モデルの要素 1個の割合を示している． 
表 6.2 要素分割モデルの概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) Squ32               (b) Tri32 
 
 
 
 
 
 
(c) Squ72               (d) Tri64 
 
 
 
 
 
 
(e) Squ128               (f) Tri128 
図 6.19 計測領域の要素分割モデル 
Squ32 Squ72 Squ128 Tri32 Tri64 Tri128
要素分割数 32 72 128 32 64 128
0.250 0.111 0.063 0.250 0.125 0.063
(1.000) (0.444) (0.252) (1.000) (0.500) (0.252)
四角形 三角形
要素面積
(m²)
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(3) 弾性波速度トモグラフィ法の解析フロー 
図 6.20に弾性波速度トモグラフィ法の解析フローを示す．はじめに計測領域にセンサを
配置し，いくつかの要素に分割する．次に，センサ間距離，観測走時から伝搬速度を求め，
逆数であるスローネスを求める．なお，ひび割れなどの損傷が存在する場合，弾性波はひび
割れの先端を迂回して，受信センサに到達すると考えられるため，弾性波速度が低下する領
域が存在することとなる．すべてのセンサ間の走時を求め，速度を算出し，逆数であるスロ
ーネスに変換する．次に，要素内を通過する波線長さに応じて重み付けを行い，要素内のス
ローネスを求める．その後，逆数である速度に変換することで，対象領域の弾性波速度分布
図を得ることができる．なお，作成した弾性波速度分布図は初期モデルの解析結果であり，
モデルの修正や波線追跡は行っていない．これは，最終的なトモグラフィ解析結果は初期モ
デルに依存すると考えられるため，本研究では初期モデルを対象に検討を行った． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.20 弾性波速度トモグラフィ法の解析フロー 
計測領域を複数の要素に分割し，センサを配置 センサ間の走時を求める
損傷が存在する場合，弾性波はひび割れを迂回して伝搬
すべてのセンサ間の走時を求め，スローネスに変換
要素内を通過する波線長さに応じて重み付けを行い，
要素内スローネスを求める
スローネスを逆数である速度に変換することで，
弾性波速度分布図を作成
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6.3.2 弾性波速度トモグラフィ解析結果 
 図 6.21に数値実験における弾性波速度トモグラフィ解析結果を示す． 
 
 数値実験では，いずれの要素分割でも仮想ひび割れ付近に弾性波速度低下領域が表れた．
四角形要素，三角形要素とも分割数を多くすると，仮想ひび割れ付近の弾性波速度がより低
下することから，数値実験では，計測領域の要素分割数を細かくすることで損傷をより詳細
に把握できると考えられる．また，四角形要素と三角形要素の分割数が同程度の解析結果
（Squ32と Tri32，Squ72と Tri64，Squ128と Tri128）を比べると，損傷部の弾性波速度の評
価は概ね同じと考えられるが，四角形要素では比較的健全と考えられる領域にまで速度低
下領域が広がる傾向がある．これは，センサ間距離が長く，ひび割れを越えて伝搬する比較
的速度の低い波線の影響を受けて速度が低く評価されるためである．すなわち，図 6.22に
示すように，1CH-15CHや 2CH-15CHのなどのセンサ間距離が長く，ひび割れを横切る波線
が通過する要素内の速度は比較的小さく評価されてしまい，ひび割れが存在する方向の法
線方向に速度低下領域が表れてしまう． 
 
 
 
 
 
(a) Squ32              (b) Tri32 
 
 
 
 
 
 
(c) Squ72              (d) Tri64 
 
 
 
 
 
 
(e) Squ128              (f) Tri128 
図 6.21 計測領域の要素分割モデル 
4000
3500
3000
(m/s)
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6.3.3 重ね合わせ法による弾性波速度トモグラフィ解析結果 12) 
(1) 実験概要 
 ひび割れ法線方向に速度低下領域が表れるのを防ぐため，図 6.23に示すように，計測領
域を 3つの領域に分割し，9個のセンサ（例えば 1，2，3，6，7，8，11，12，13CH）の組
合せについて弾性波速度トモグラフィ法を適用し，分割した 3 つの解析結果を重ね合わせ
ることで弾性波速度分布図を作成（以下，重ね合わせ法）した．なお，重複する要素（2，
4，12，14CHで囲まれる領域）は速度の高い値を採用した． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 計測領域の小分割           (b) 重複する領域 
図 6.23 重ね合わせ法による解析領域の分割 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ひび割れ法線方向の速度低下領域  (b) ひび割れを横切る弾性波の伝搬経路 
図 6.22 ひび割れ法線方向に弾性波速度低下領域の発生 
速度低下領域
15CH14CH
1CH
遅
遅遅
 
15 14 13 12 11 
10 9 8 7 6 
5 4 3 2 1 
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(2) 重ね合わせ法による弾性波速度トモグラフィ解析結果 
 図 6.24に重ね合わせ法による弾性波速度トモグラフィ解析結果を示す． 
 
 
重ね合わせ法を適用することで，ひび割れ法線方向に弾性波速度低下領域が表れる現象
を解消することができ，健全部と仮想ひび割れ領域をより明確に区別できる解析結果が得
られた．また，ひび割れが存在する領域の弾性波速度がさらに低下したことから，重ね合
わせ法を用いることで，損傷位置をより詳細に把握できるトモグラフィ解析結果を得るこ
とができる． 
 
 
 
 
 
 
(a) Squ32              (b) Tri32 
 
 
 
 
 
 
(c) Squ72              (d) Tri64 
 
 
 
 
 
 
(e) Squ128              (f) Tri128 
図 6.24 重ね合わせ法による弾性波速度トモグラフィ結果 
4000
3500
3000
(m/s)
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6.4 弾性波速度トモグラフィ法のせん断破壊した RC梁供試体への適用 10)，11) 
 前項の数値実験による損傷検出評価の妥当性を検証するために，RC梁部材側面に弾性波
速度トモグラフィ法を適用した．また，計測領域の要素分割方法，弾性波の処理方法を変化
させ損傷検出精度向上のための検討を行った．図 6.25に実験の流れを示す． 
 
 
6.4.1 実験概要 
(1) 供試体概要 
写真 6.3に実験に用いた RC梁供試体 13)，14)を示す．母材には早強ポルトランドセメント
を用い，連続炭素繊維補強筋と吹付けモルタルで側面に増厚補強を行った RC梁である．部
材は 4点曲げ試験にてせん断破壊を呈して終局に至っている．なお，母材コンクリートおよ
び吹付けモルタルの圧縮強度はそれぞれ 34.1N/mm2，37.5/mm2である． 
  
 
 
 
 
 
 
 
写真 6.3 計測対象の RC梁供試体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.25 実験の流れ 
実験（RC梁側面の弾性波検出）
弾性波の処理方法
三角形
（分割数）
四角形
（分割数）
計測領域の
要素分割方法
速度平均法 重ね合わせ法 波形増幅法
弾性波速度トモグラフィ法の適用
粗 中 細 粗 中 細 粗 中 細
（32） （72） （128） （32） （72） （128） （32） （72） （128）
（32） （64） （128） （32） （64） （128） （32） （64） （128）
粗 中 細粗 中 細粗 中 細
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 写真 6.4に弾性波検出の計測領域を示す．計測領域は部材左側のせん断ひび割れを含む 
0.450×0.900mの領域とした．計測領域内には，せん断ひび割れが存在しており，曲げひび
割れと補修を行ったモルタルの剥離（浮き）が目視，およびたたき検査から確認された． 
 
 
図 6.26に計測領域のセンサ位置，写真 6.5にセンサ配置状況，表 6.3にセンサ座標を示
す． センサ間隔は 15個の AEセンサを用いた 1面配置とし，センサ間隔は 0.225mとした
が，貼付位置がひび割れ位置と重なるセンサについては適宜，センサ位置を移動させた．ま
た，弾性波の入力位置はセンサ中心位置から x軸方向に+0.015mの位置とした． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.26 センサ位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6.4 計測対象領域の詳細 
0.000
0.250
0.500
0.000 1.375
y 
(m
)
x (m)
x
y
計測領域
1CH 2CH 3CH 4CH 5CH
11CH 12CH 13CH 14CH 15CH
6CH 7CH 8CH 9CH 10CH
0.900m
0.
45
0m
モルタルの剥離
せん断ひび割れ 曲げひび割れ
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写真 6.5 センサ配置状況 
 
表 6.3 センサ座標および PLB位置 
1CH 2CH 3CH 4CH 5CH
11CH 12CH 13CH 14CH
15CH
6CH 7CH 8CH 9CH
10CH
0.
22
5×
2=
0.
45
0
x y z x y z
1CH 0.000 0.450 0.000 0.015 0.450 0.000
2CH 0.210 0.450 0.000 0.210 0.465 0.000
3CH 0.430 0.450 0.000 0.445 0.450 0.000
4CH 0.675 0.450 0.000 0.690 0.450 0.000
5CH 0.900 0.450 0.000 0.915 0.450 0.000
6CH 0.000 0.225 0.000 0.015 0.225 0.000
7CH 0.225 0.225 0.000 0.240 0.225 0.000
8CH 0.445 0.225 0.000 0.440 0.225 0.000
9CH 0.675 0.225 0.000 0.690 0.225 0.000
10CH 0.900 0.225 0.000 0.915 0.225 0.000
11CH 0.000 0.000 0.000 0.015 0.000 0.000
12CH 0.225 0.025 0.000 0.240 0.025 0.000
13CH 0.450 0.000 0.000 0.465 0.000 0.000
14CH 0.675 0.000 0.000 0.690 0.000 0.000
15CH 0.900 0.000 0.000 0.915 0.000 0.000
センサ座標  (m) PLB (m)
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(2) 計測方法 
弾性波の検出には 15CH用 AE計測システム一式を用いた．写真 6.6に使用した AEセン
サを示す．使用した AEセンサは，既往の研究成果に基づき，60kHz共振型の AEセンサを
用いた．AEセンサの取付け方法は AEセンサと部材との接着面に写真 6.7に示すホットメ
ルト接着ガンを用いて AEセンサを取り付けた．  
弾性波の励起には，シャープペンシルの芯圧折法（Pencil Lead Break，以下 PLB法）を用
いた．PLB法とは，図 6.27に示すように，ガイドリング付のシャープペンシルの芯を発信
センサ近傍で折ることで，弾性波を能動的に発生させる手法である．弾性波の励起は各セン
サの弾性波入力位置で 10 回以上の弾性波を入力し，波形を選別した 10 個の弾性波を解析
に用い，この操作を全センサにおいて実施した．PLB法により発生，検出した信号はプリア
ンプにて 40dB 増幅後，1波形を 1MHzで A/D 変換し，1 センサにつき 4096個の振幅デー
タとして記録した．しきい値は 60dBとし，使用した AEセンサのうち，いずれか 1つの AE
センサでしきい値を越える信号を検出したとき，他の AEセンサにおいても信号記録を行っ
た．なお，周波数帯域は 1kHz～400kHzとした． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6.6 60kHz 共振の AE センサ     写真 6.7 ホットメルト接着ガン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.27 シャープペンシルの芯圧折法 
シャープペンシルの先端
ガイドリング
シャープペンシル
芯
発信センサ 受信センサ
= 
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(3) 弾性波の検出方法 
写真 6.8 に 2CH 近傍で発生させた場合の各センサへの伝搬経路，図 6.28 に各チャンネ
ルにおける検出信号を示す．2CH 近傍でシャープペンシルの芯を折り，弾性波を発生させ
ると，2CHで検出される信号は 5V 以上の最大振幅値を有する波形信号として検出される．
弾性波の入力点から検出点までの距離が遠いほど，弾性波は減衰し，検出信号の振幅値は小
さくなることがわかる．なお，後述する波形増幅法では，各 CHで得られた 10個の波形を
重ね合わせて初動検出を行った．弾性波の初動検出は，赤池情報量規準（以下，AIC）に基
づく自動読み取り 15)にて行った．AICとは統計モデルの良さを評価するための指標であり，
サンプル数，振幅値，分散を用いて，式（6.12）より求めることができる． 
 
]},[log{)(])}.1[log{var( NkXkNkXkAICk ・・ −+=            （6.12） 
N：サンプル数 
 Xk(i=1,2,…N)：振幅値 
 var(X[k.N])：振幅値 Xkから Xnまでの分散 
 
ここで，到達時間の自動読み取りにおいて，既報の手法では図 6.29(a)に示すように信号の
到達時間で AIC 値が最小にならない場合が多数見受けられた．そのため，本研究では，式
式（6.13）12)を用いて⊿AICが－10を下回る最初の時間を信号の到達時間とした． 
 
1+−=∆ ii AICAICAIC                  （6.13） 
これにより，図 6.29(b)に示すように，信号到達時間を適切に読み取ることが可能になった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6.8 2CH発信の場合の各センサへの伝搬経路 
1CH 2CH 3CH 4CH 5CH
11CH 12CH 13CH 14CH 15CH
6CH 7CH 8CH 9CH 10CH
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図 6.28 弾性波の受信波形（2CH入力） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 検出波形と⊿AIC 値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 検出波形と⊿AIC 値（到達部拡大） 
図 6.29 検出波形の到達時間読み取り 
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6.4.2 弾性波速度分布結果 
 表 6.4にASTMで定められているコンクリートの品質評価指標 17)を示す．これによると，
コンクリートの品質的に問題ないとされる弾性波速度の値は 3050m/s であり，それ以下の
弾性波速度の場合，品質的には不良とされる．ただし，本指標はどのようなコンクリートに
対し，どのように評価したのか不明であり，本研究では参考データの一つとして用いるもの
とする 
 ここで，コンクリートの品質に問題ないとされる 3050m/s以上の波線について，表 6.5に
弾性波速度試験の結果，写真 6.9にセンサ間の波線経路を示し，コンクリートの品質が不良
とされる 3050m/s以下の波線について，表 6.6に弾性波速度試験結果，写真 6.10にセンサ
間の波線経路を示す． 
表 6.4 弾性波速度によるコンクリートの品質評価 17) 
 
 
 
 
 
表 6.5 弾性波速度結果（3050m/sec 以上塗りつぶし） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6.9 センサ間の波線経路（3050m/sec以上） 
1CH 2CH 3CH 4CH 5CH
11CH 12CH 13CH 14CH
15CH
6CH 7CH 8CH 9CH 10CH
弾性波速度　Vp(ft/sec) 弾性波速度　Vp(m/sec) コンクリートの評価
15000以上 4570以上 優
12000-15000 3660-4570 良
10000-12000 3050-3660 やや良
7000-10000 2130-3050 不良
7000以下 2130以下 不可
受信
発信
3636 3889 3757 1715 3951 3890 3856 2023 1970 2407 3331 1948 1676 1830
4082 3729 3974 2546 4216 4176 3873 2236 2435 3143 3271 1753 1849 2034
4158 4151 3952 3032 4295 4348 3822 2970 2927 3383 3347 2983 1856 1813
2782 3661 3889 1347 3162 3672 3094 1800 1917 2846 2934 1700 1636 1386
2479 2575 3264 2045 2080 2695 1648 3788 3689 1985 2943 2674 3783 3782
4095 3997 4148 4185 2296 3947 4083 2528 2344 3214 3500 2491 2635 2591
4149 4027 4058 4124 2532 4412 4231 2113 2077 3421 3509 2107 2297 2074
4014 3968 4902 3352 2236 4083 4231 2054 1978 3324 3417 2296 1693 1484
2901 3249 3577 2961 4028 2935 3061 2091 3879 3454 3543 4132 4091 3880
2336 2199 3030 2946 4018 2381 2464 1970 4167 3244 3143 4300 4300 4245
3751 3625 3081 3271 2192 3750 3315 2968 2928 2636 3711 3261 3096 3010
3904 3831 3868 3729 2890 3859 3571 3812 3420 2739 3972 3903 2946 3084
2272 2452 3412 2169 3349 2419 2505 1692 4028 3931 3913 3972 3689 4018
2243 1461 2041 1883 3841 2280 2169 1625 3879 4028 3082 3087 4091 3689
2251 2327 2392 1666 4245 2355 2163 1637 4132 4167 3659 3464 4369 4091
10
11
12
13
14
15
4
5
6
7
8
9
13 14 15
1
2
3
7 8 9 10 11 121 2 3 4 5 6
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 写真 6.9より，比較的弾性波速度が大きい波線はせん断ひび割れを横切っておらず，比較
的損傷の少ない領域において波線密度が高い．写真 6.10より，弾性波速度の小さい波線は
せん断ひび割れを横切っており，せん断ひび割れ付近で波線密度が高い．特に 4CH‐5CH
間はセンサ間距離が比較的短く，弾性波の距離減衰の影響は考えにくいが，弾性波速度が
1347m/sと著しく小さい値を示している．これは 4CH，5CH近傍にあるモルタルの剥離の影
響によるものと考えられる．また，曲げひび割れを通過する波線（9CH-14CH，15CHなど）
の速度は 4000m/s 程度であり．曲げひび割れとせん断ひび割れおよびモルタルの剥離を通
過する際の弾性波速度は明確に異なることが示された． 
 
 
  
表 6.6 弾性波速度結果（3050m/sec 以下塗りつぶし） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6.10 センサ間の波線経路（3050m/sec以下） 
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6.4.3 弾性波速度トモグラフィ解析結果 
(1) 速度平均法 
 速度平均法では，解析に用いた 10 個の弾性波について到達時間を算出した後，平均し，
弾性波速度トモグラフィ法を適用した．図 6.30に速度平均法を適用した際の弾性波速度ト
モグラフィ解析結果を示す．なお，計測領域内の要素分割方法は数値実験で用いたモデルと
同じであり，図 6.19に示すとおりである．数値実験と同じように，ひび割れ付近に弾性波
速度低下領域が表れ，要素分割数が細かいほど，ひび割れに沿って速度低下領域が表れるが，
少ない分割数でも損傷検出には有効と考えられる．しかし，三角形分割と四角形要素分割を
比較すると，三角形分割のほうが損傷部と比較的損傷を受けていない領域の区別は明瞭で
あり，四角形要素分割では分割数を細かくするほど，ひび割れ法線方向に弾性波速度低下領
域が表れる傾向にある．これは，数値実験と同様の理由に加えて，センサ間距離が大きい弾
性波の検出では，検出された弾性波の距離減衰が支配要因となり，弾性波の初動を適切に読
み取ることが難しいと考えられるためである． 
  
 
 
 
 
 
 
(a) Squ32              (b) Tri32 
 
 
 
 
 
 
(c) Squ72              (d) Tri64 
 
 
 
 
 
 
(e) Squ128              (f) Tri128 
図 6.30 RC 梁側面の弾性波速度トモグラフィ解析結果（速度平均法） 
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(2) 重ね合わせ法 
 数値実験と同様に，ひび割れ法線方向に速度低下領域が表れるのを防ぐため，計測領域を
3つの領域に分割し，9個のセンサの組み合せについてそれぞれ弾性波速度トモグラフィ法
を適用し，分割した 3つの解析結果を重ね合わせることで弾性波速度分布図を作成した．計
測領域の小分割，重ね合わせ方法は「6.3.3 重ね合わせ法による弾性波速度トモグラフィ
結果」の「(1) 実験概要」に示す同様の方法を用いた． 
 図 6.31に重ね合わせ法を適用した弾性波速度トモグラフィ解析結果を示す．速度平均法
を用いた場合のトモグラフィ解析結果（図 6.30）と比べると，比較的損傷を受けていない
と思われる領域の弾性波速度は高く評価され，ひび割れ位置をより区別できるトモグラフ
ィ解析結果となった．また，重ね合わせ法の場合，三角形要素，四角形要素分割のどちらで
も分割数を多くし，重ね合わせを行うことで，ひび割れ位置をより明確に把握できる結果が
得られた． 
 
  
 
 
 
 
 
 
(a) Squ32              (b) Tri32 
 
 
 
 
 
 
(c) Squ72              (d) Tri64 
 
 
 
 
 
 
(e) Squ128              (f) Tri128 
図 6.31 RC 梁側面の弾性波速度トモグラフィ解析結果（重ね合わせ法） 
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(3) 波形増幅法 
 速度平均法では 10個の弾性波の平均の到達時間を用いた．しかし，距離が長いセンサの
組み合わせにおいては，距離減衰や損傷を迂回，透過することによる振幅の減衰により，弾
性波の初動を適切に読み取れていない可能性がある．そこで，検出した 10個の到達波形を
足し合わせることで，振幅を増幅させた 1つの代表的な波形を作成した．なお，解析に用い
た 10 個の波形の初動部の位相は同一であることを確認している．図 6.32 に入力点に近い
センサの受信波形．図 6.33に入力点から離れたセンサの受信波形を示す．入力点から近い
センサ（2CHと 3CHのセンサ間は 0.225m）の波形の初動は，単体波形，増幅波形いずれも
大きな差は見られない．しかし，入力点から離れたセンサ（2CHと 15CHのセンサ間は 0.824m）
では，単体波形と増幅波形を比べると，増幅波形の⊿AIC値は単体のそれよりも早く-10を
下回っており，波形の初動をより正確に捉えていると考えられる．これより，波形増幅法は
計測距離が長く，計測範囲が広いほど有効な手法であると考えられる． 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
(a) 2CH→3CHの単体波形      (b) 2CH→3CHの増幅波形 
図 6.32 入力点に近いセンサの受信波形 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 2CH→15CH の単体波形      (b) 2CH→15CH の増幅波形 
図 6.33 入力点から離れたセンサの受信波形 
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 図 6.34に波形増幅法を適用した弾性波速度トモグラフィ解析結果を示す．波形平均法（図
6.30）よりも解析領域の弾性波速度分布が高く評価されるトモグラフィ解析結果が得られ
た．また，三角形要素分割では，要素分割数を細かくするほどひび割れ付近および剥離位置
に対応する速度が比較的低くなったことから，速度平均法よりも損傷位置をより視覚的に
把握できると考えられる．しかし，波形増幅法を適用した場合でも，四角形要素分割では分
割数が細かいほどひび割れの法線方向に速度低下領域が表れる傾向がある．これは，図 6.22
で示したようにこれより，ひび割れを越えて伝搬する速度の低い波線の影響によるものと
考えられる．また，今回の検討では弾性波速度トモグラフィ法における初期モデルにて評価
を行っており，波線追跡であるレイトレーシングを行っていないことも要因の一つと考え
られる． 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
(a) Squ32              (b) Tri32 
 
 
 
 
 
 
(c) Squ72              (d) Tri64 
 
 
 
 
 
 
(e) Squ128              (f) Tri128 
図 6.34 RC 梁側面の弾性波速度トモグラフィ解析結果（波形増幅法） 
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 図 6.35に波形増幅法と重ね合わせ法を適用した場合の弾性波速度トモグラフィ解析結果
を示す．速度平均法に重ね合わせ法を適用した場合に比べ，比較的損傷を受けていないと思
われる領域の速度は 3500m/s以上となり，コンクリートの品質としては良として評価され，
せん断ひび割れに沿って弾性波速度低下領域が示された．また，要素分割数を細かくし，三
角形要素分割を用いることで，損傷位置をより詳細に示す解析結果が得られた．また，図
6.35(c)，(e)，(f)の○で示した領域の弾性波速度は 2000m/s以下と評価されているが，た
たき検査の結果によると，補修を行ったモルタルの剥離が生じている領域である．本研究の
範囲内では，せん断破壊した RC梁に弾性波速度トモグラフィ法を適用することで，せん断
ひび割れ位置，そして剥離位置で弾性波速度が低下し，損傷位置を視覚的に把握できる解析
結果が得られた． 
 
  
 
 
 
 
 
 
(a) Squ32              (b) Tri32 
 
 
 
 
 
 
(c) Squ72              (d) Tri64 
 
 
 
 
 
 
(e) Squ128              (f) Tri128 
図 6.35 RC 梁側面の弾性波速度トモグラフィ解析結果（波形増幅＋重ね合わせ法） 
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(4) 走時残差 
表 6.7と図 6.36に，これまでの弾性波速度トモグラフィ解析を行ってきた速度平均法お
よび波形増幅法における走時残差の二乗和を示す．なお，本結果は初期モデルの理論走時と
実測走時との残差を比較したものである．一般に分割数を多くすれば，走時残差は小さくな
ると予想される．しかし，四角形要素分割方法では，分割数が多いほど走時残差は小さくな
るわけではなく，分割数が少ない Squ32が最も走時残差が小さい結果となった．一方，三角
形要素では分割数を細かくするほど走時残差は小さくなり，分割数が同じ四角形モデルと
比べて走時残差が小さい．平均速度モデルと波形増幅モデルを比べると，どの要素分割にお
いても，波形増幅モデルのほうが走時残差は小さく，損傷検出の精度が良いと考えられる．
これまでの弾性波速度トモグラフィ解析結果と走時残差の結果から，解析領域の要素分割
には三角形要素を用いることで損傷を明瞭に把握できると考えられる． 
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図 6.36 各モデルの走時残差の二乗和 
Squ32 Squ72 Squ128 Tri32 Tri64 Tri128
平均 2.49E-06 3.47E-06 3.30E-06 2.31E-06 2.09E-06 1.88E-06
増幅 1.53E-06 2.27E-06 2.15E-06 1.45E-06 1.33E-06 1.19E-06
四角形 三角形
表 6.7 各モデルの走時残差の二乗和 
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6.5 弾性波速度トモグラフィ法による輪荷重走行を受ける BP床版の損傷評価 
 前項までに検討を行ってきた弾性波速度トモグラフィ法を輪荷重走行を受ける BP 床版
に適用し，床版の損傷評価を行った．評価項目として，弾性波速度，最大振幅値，重心周波
数に着目し，繰り返し輪荷重走行をうける BP床版の弾性波伝搬特性について検討を行うと
ともに，弾性波速度トモグラフィ法を適用し視覚的に床版の損傷評価を行った． 
 
6.5.1 実験概要 
(1) 供試体概要 
図 6.37に供試体およびセンサ位置，表 6.8にセンサ座標を示す．用いた供試体は図 4.6
に示しているものと同一であるが，トモグラフィ解析の設定上，座標系が異なっていること
に注意されたい．なお，弾性波速度トモグラフィ解析にはコンクリート側の 12個のセンサ
を対象にしている．弾性波の入力位置はセンサ位置から x 軸方向に-0.020m の位置とした． 
 
  
x
z
1CH 2CH 3CH 4CH
5CH 6CH 7CH 8CH
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z
図 6.37 供試体概要およびセンサ配置位置 
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 (2) 計測方法 
弾性波の検出には 16CHAE計測システム一式を用いた．計測方法は 6.4.1(2)に示す通り
であるが，用いた AEセンサは 60kH共振型プリアンプ内臓型 AEセンサである．表 6.9に
弾性波計測条件を示す． 
 
(3) 解析方法 
弾性波の検出は 6.4.1(3)と同様に，PLB法
にてセンサ近傍で弾性波を発生させ，各セン
サにて信号の初動を読み取り，センサ間の走
時を求めた．図 6.38にトモグラフィ解析に用
いた要素分割モデルを示す．用いたモデルは
三角形モデルとした． 
  
表 6.9 弾性波計測条件 
 しきい値 増幅 バンドパスフィルタ サンプリング周波数 1波形のサンプル数 
弾性波計測 60dB 40dB 1kHz～400kHz 1MHz 4096個 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.38 要素分割モデル 
表 6.8 センサ座標および PLB位置（単位：m） 
x y z x y z
1 0.290 0.000 0.500 0.270 0.000 0.500
2 0.690 0.000 0.500 0.670 0.000 0.500
3 1.090 0.000 0.500 1.070 0.000 0.500
4 1.490 0.000 0.500 1.470 0.000 0.500
5 0.290 0.000 1.300 0.270 0.000 1.300
6 0.690 0.000 1.300 0.670 0.000 1.300
7 1.090 0.000 1.300 1.070 0.000 1.300
8 1.490 0.000 1.300 1.470 0.000 1.300
9 0.490 0.100 0.000 0.470 0.100 0.000
10 1.290 0.100 0.000 1.270 0.100 0.000
11 0.490 0.100 1.800 0.470 0.100 1.800
12 1.290 0.100 1.800 1.270 0.100 1.800
13 0.590 0.238 0.900 0.570 0.238 0.900
14 0.940 0.238 0.600 0.920 0.238 0.600
15 1.190 0.238 0.900 1.170 0.238 0.900
16 0.840 0.238 1.200 0.820 0.238 1.200
センサ座標 PLB座標
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6.5.2 弾性波速度の推移 
(1) 20万回走行時 
図 6.39に各センサ位置で弾性波を入力したときの 20万回走行までの弾性波速度を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.39(1) 20万回走行までの弾性波速度 
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(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.39(2) 20万回走行までの弾性波速度 
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走行初期では約 3500m/sの弾性波速度を示し，輪荷重が繰り返し走行することにより，コ
ンクリート上面，特に走行面では微細ひび割れが蓄積し，弾性波速度が低下している．1CH
近傍で弾性波を発生させた場合の弾性波速度に着目すると，図 6.39(1)(a)より，走行回数
を重ねるにつれて徐々に弾性波速度が低下することがわかる．主にセンサ間距離が遠い同
じ側のセンサ（3，4CH）と輪荷重の走行位置を挟んだ反対側のセンサ（6，7，8CH）におい
て弾性波速度が低下したが，20万回走行時に急激に速度が低下し，3000m/sを下回った．同
様の傾向が他のセンサにおいても確認できるが，図 6.39(1)(d) に示すように，さらに早い
走行の 11 万回走行時において弾性波速度の低下が確認できた（4CH→6，7CH）．弾性波速
度分布を把握することにより，コンクリートの損傷評価が十分に行えることが示された． 
9CH～12CHの側面に貼付しているセンサに着目すると，11，15万回走行時には供試体側
面から弾性波を入力し，対面のセンサにて検出した場合に，弾性波速度が上昇する傾向が確
認された（図 6.39(2)(i)，(j)，(k)，(l)）．走行初期のコンクリート中を伝搬する弾性波速
度および 9CH→10CHを伝搬する弾性波速度は 3500m/s程度であるのに対し，供試体側面で
の入力，検出においては 4500m/sを越える値を示しており，コンクリート中を弾性波が伝搬
したとは考えにくい．これは，弾性波の伝搬方向と平行に鉄筋が配置されていることと，D6
の鉄筋位置が弾性波速度に影響を及ぼす範囲が 50mm 程度 17)であることを考慮すると，鉄
筋の弾性波速度が卓越した結果であると考えられる． 
13～16CHの BPに貼付しているセンサに注目すると，BP間のセンサにおいて走行初期で
は 3500m/s 程度のコンクリートの弾性波速度で伝搬するとなるが，走行回数を重ねると
5000m/s以上の弾性波速度となることが確認された．これは，走行初期においてコンクリー
トと BP の剥離が生じ，床版の一部で両者の一体性が失われたため，BP を伝わる弾性波は
鋼板の比較的大きい弾性波速度が卓越したと考えられる． 
 
 
  
135 
 
(2) 40万回走行時 
図 6.40に 40万回走行までの弾性波速度を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.40(1) 40万回走行までの弾性波速度 
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(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.40(2) 40万回走行までの弾性波速度 
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1CH近傍で弾性波を発生させた場合の弾性波速度に着目すると，図 6.40(1)(a)より 35万
回走行時には 2500m/s 以下となっており，走行回数を重ねるにつれて更に弾性波速度が低
下した．また，多くのセンサにおいて 40万回走行後の速度分布波は 3000m/s以下となった
ことが確認できた． 
側面に貼付しているセンサ（9～12CH）同士の弾性波速度に着目すると，30万回走行まで
は鉄筋の影響により，比較的弾性波速度が高い値を示すが，31 万回走行後の弾性波速度は
3500m/s程度となり，再びコンクリート中を伝搬する弾性波速度が卓越するセンサ間の組み
合わせ（図 6.40(2)(i)，(j)）が確認された．また，12CHの速度に着目(図 6.40 (2)(l))す
ると，40万回走行後において，対面の 9，10CHへの弾性波速度が更に低下したことが確認
できる．先述したように，40万回の走行以降多くの AE源が標定され，コンクリート内部に
は多くのひび割れが発生したため，コンクリート中を伝搬する場合の弾性波速度が低下し
たことが示された． 
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(3) 59万回走行時 
図 6.41に 59万回走行までの弾性波速度分布を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.41(1) 59万回走行までの弾性波速度 
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(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.41(2) 59万回走行までの弾性波速度 
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 45 万回走行時の弾性波速度に着目すると，多くのセンサ間同士で弾性波速度が 2500m/s
となり，2000m/s以下の弾性波速度を示すセンサの組み合わせ（図 6.41(1)(a)，(c)，(h)）
も確認された．急激な弾性波速度の低下が確認されたことから，40～45 万回走行中にコン
クリート部の劣化が進み，品質が低下したと考えられ，先述した AE源位置標定結果より 40
～45万回走行時に多数の AE源が発生した（図 5.4(m)）ことと対応している． 
しかし，多くのセンサにおいて 46 万回走行時の弾性波速度は 45 万回走行時に比べて大
きいことがわかる．これは，3ヶ月の実験中断期間のうちにコンクリート内部の開いていた
ひび割れが時間経過に伴い閉じたため，コンクリート内部の弾性波速度が上昇したと考え
られる．その後，実験を再開したが，54.5万回走行時に再び実験が中断したため，46～55万
回走行時において，弾性波速度に大きな変化は確認できなかったが，59 万回走行後，再び
弾性波速度が低下したセンサの組み合わせ，主にコンクリート上面のセンサにおいて確認
できた（図 6.41(1)(a)，(c)，(f)）． 
 ここで，実験中断期間を含めた弾性波速度が低下，上昇する挙動は，静的載荷試験におけ
る BP床版のたわみが増加，回復する挙動と対応している．しかし，弾性波速度は，センサ
間を直線で結んだ経路の弾性波速度に注目した評価であるため，床版全体の損傷評価を行
うことは難しい．そこで，次に弾性波速度トモグラフィ法を用いた BP床版全体の損傷評価
を行った． 
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6.5.3 弾性波速度トモグラフィ解析結果 
図 6.42 に，センサ間の走時として 10 個の得られた信号の到達時間の平均値を用いた速
度平均法による弾性波速度トモグラフィ解析結果を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 輪荷重走行前     (b) 1回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 1万回走行後      (d) 5万回走行後    (e) 10万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
 
(f) 11 万回走行後     (g) 15万回走行後    (h) 20万回走行後 
図 6.42(1) 弾性波速度トモグラフィ解析結果 
4000m/s 
3250m/s 
2500m/s 
走行位置
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(i) 21 万回走行後     (j) 25万回走行後    (k) 30万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
 
(l) 31 万回走行後     (m) 35万回走行後    (n) 40万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 45 万回走行後     (p) 46万回走行後    (q) 50万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
 
(r) 54.5万回走行後     (s) 55万回走行後    (t) 59万回走行後 
図 6.42(1) 弾性波速度トモグラフィ解析結果 
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走行回数が 10万回までの走行初期では，コンクリート部の弾性波速度は約 3500m/sであ
り，その後，載荷荷重，走行回数の増加に伴い，輪荷重走行位置での弾性波速度が低下した．
これは，輪荷重走行により，走行面に多数の微細なひび割れが走行初期から発生したため，
弾性波速度が低下したと考えられる．30 万回走行後にはコンクリート部全体の弾性波速度
が低下し，この時，コンクリート部に目視できるひび割れ，BP床版のたわみ分布がW型に
変形したことが確認され，コンクリート内部にはせん断ひび割れが発生した可能性がある．
つまり，30万回走行までにコンクリート内部から発生したひび割れが上面に進展したため，
床版全体の弾性波速度が低下したと考えられる．さらに走行回数を重ねると，走行位置で再
び弾性波速度が低下し，45 万回走行時には弾性波速度は 3000m/s 以下となり，視覚的にコ
ンクリートの損傷評価が可能である．  
しかし，試験機のトラブルにより，46 万回の測定時には約 3 ヶ月空いており，弾性波速
度が 3000m/s以上に回復している．先述したように，実験中断期間のうちに，コンクリート
部のひび割れが一時的に閉じたため，45 万回走行の計測時に，ひび割れを迂回して伝搬し
ていた弾性波が，46 万回走行時には伝搬経路が短くなったため，弾性波速度が上昇したと
考えられる．50万回の走行時には再び走行位置から，弾性波速度が低下し始めている． 
以上の結果より，繰り返し輪荷重走行を受ける BP床版に弾性波速度トモグラフィ法を適
用することで，コンクリートの疲労損傷評価が十分に行えることが示された． 
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6.5.4 弾性波入力エネルギーの違いによる弾性波速度試験 
(1) 試験概要 
本研究では，弾性波の入力に 0.5mmのシャープペ
ンシルの芯を用いてきた．しかし，図 6.43に示すよ
うに入力，検出点間が遠いと，弾性波の距離減衰の
影響が考えられ，正確に信号の初動を読み取れない
可能が考えられる．そこで，実験が中断し，再開した
46万回走行時から，0.9mmのシャープペンシルの芯
を用いた弾性波速度試験を併せて行った． 
図 6.44 に，各入力方法における 1CH 近傍で入力
し，8CHで受信した波形を示す．通常の 0.5mmの芯
に比べ，0.9mm を用いた場合，入力エネルギーが大
きく，波形の初動をより適切に読み取れると考えら
れる．しかし，入力エネルギーが大きすぎるため，入力位置での信号の最大振幅値を表示す
ることはできない．これより，振幅の減衰率についての検討を行うことが難しい．また，シ
ャープペンシルを折る際，ガイドリングを用いないで芯を折るため，個人差が生じてしまう
可能性もある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.43 センサ間距離の違いによる 
弾性波振幅減衰の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 0.5mm の場合            (b) 0.9mmの場合 
図 6.44 PLB法による受信波形 
8CH 8CH
8CH
2CH1CH
距離減衰の影響大 
距離減衰の影響小 
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(2) 弾性波速度 
図 6.45に 1CH近傍から弾性波を発生させ，2CH（センサ間距離近）と 8CH（センサ間距
離遠）で受信した場合の弾性波速度を示す．2CH受信の弾性波速度に着目すると，0.5mm，
0.9mmそれぞれのシャープペンシルの芯を使用した場合の弾性波速度差は 20～200m/sであ
る．一方，8CH 受信の弾性波速度は，走行回数によって差はあるものの，弾性波速度差が
0.5mmの芯を使用した場合と比べ比較的大きく，両者の速度差が約 400m/sとなる場合も確
認（50 万，54.5 万回走行後）できる．これより，センサ間距離が遠い場合には，入力エネ
ルギーが小さいと距離減衰の影響を受け，信号の初動を適切に読み取れないことが考えら
れる．そこで，入力エネルギーを大きくすること，つまり，用いるシャープペンシルの芯を
大きくすることで，信号の初動を適切に読み取れると考えられる． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1CH→2CH             (b) 1CH→8CH 
図 6.45 使用する芯の太さの違いによる弾性波速度の比較 
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(3) 弾性波速度トモグラフィ解析結果 
図 6.46 に 0.9mm のシャープペンシルの芯を用いた場合の速度平均法による弾性波速度
トモグラフィ結果を示す．0.5mm を用いた場合の弾性波速度トモグラフィ解析結果と比べ
ると，速度分布は全体的に高く評価されており，波形の初動を早い段階で読み取っているこ
とが分かる．46 万回走行時には，弾性波速度は 3500m/s 以上に評価され，実験を再開した
後の 50万回走行時には床版全体の弾性波速度分布が低下していくことが示された． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 46 万回走行後     (b) 50万回走行後    (c) 54.5 万回走行後 
 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 55 万回走行後     (e) 59万回走行後     
図 6.46 弾性波速度トモグラフィ解析結果（0.9mm） 
4000m/s 
3250m/s 
2500m/s 
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5.4 最大振幅値の推移 
(1) 20万回走行時 
図 6.47に各センサ位置で弾性波を入力したときの 20万回走行までの最大振幅値を示す．
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.47(1) 20万回走行までの最大振幅値の割合 
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なお，入力 CH の最大振幅値に対する各センサで受信した最大振幅値の割合を示している．  
 
 
 
 
 
 
 
(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.47(2) 20万回走行までの最大振幅値の割合 
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 いずれのセンサにおいても走行初期から走行回数の増加に伴い最大振幅値が低下してい
る．10万回走行の時点で走行前に比べ，最大振幅値が 10％程度低い割合で波形を検出して
いるセンサが確認できる．弾性波速度が低下し始めるのは荷重を引き上げ，走行を行った 11
万回走行後であるに対し，最大振幅値は 10万回走行の時点で低下した．また，AE源位置標
定結果より，10 万回走行までにはコンクリート内部から多数の微細ひび割れが発生したと
推察されることから，走行初期においては最大振幅値分布による損傷評価が有効であると
考えられる．これは，図 6.48に示すように走行初期において発生した微細ひび割れは弾性
波速度に影響を及ぼす程の損傷ではないため，弾性波はひび割れを迂回せず，透過して伝搬
する．しかし，弾性波はひび割れを透過する際，振幅減衰の影響を受け，走行初期から最大
振幅値が低下したと考えられる．その後の走行回数増加に伴い，発生したひび割れが開口し，
ひび割れ先端を迂回することによる振幅減衰の影響が卓越していくと考えられる． 
  
 
 
 
 
 
 
(a) 微細なひび割れを透過する場合 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 開口したひび割れを透過する場合 
図 6.48 弾性波の振幅減衰の概念 
・微細なひび割れの場合
発信センサ 受信センサ
ひび割れ透過時にエネルギーが減衰
・開口したひび割れの場合
発信センサ 受信センサ
ひび割れを回折するためエネルギーが減衰，弾性波速度の低下
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(2) 40万回走行時 
図 6.49に 40万回走行までの最大振幅値を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.49(1) 40万回走行までの最大振幅値の割合 
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(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.49(1) 40万回走行までの最大振幅値の割合 
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40 万回走行までの最大振幅値に着目すると，走行前に比べ振幅値が低下していることが
分かる．これは，走行回数増加に伴い，コンクリート内部のひび割れが増加し，ひび割れを
透過する際の振幅減衰の影響に加え，ひび割れを迂回するときに生じる振幅減衰の影響が
生じたためと考えられる． 
しかし，走行回数を重ねるにつれて，最大振幅値が減衰する割合は走行初期ほど大きくな
く，最大振幅値よりも弾性波速度の低下が顕著である．これらより，走行初期では振幅分布，
走行を重ねるにつれて弾性波速度分布に着目することで，コンクリートの疲労損傷評価を
詳細に行えることが示された． 
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(3) 59万回走行時 
図 6.50に 59万回走行までの最大振幅値を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.50(1) 59万回走行までの最大振幅値の割合 
 
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.2
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
最
大
振
幅
値
の
割
合
CH
走行前
45万回
46万回
50万回
54.5万回
55万回
59万回
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.2
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
最
大
振
幅
値
の
割
合
CH
走行前
45万回
46万回
50万回
54.5万回
55万回
59万回
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.2
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
最
大
振
幅
値
の
割
合
CH
走行前
45万回
46万回
50万回
54.5万回
55万回
59万回
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.2
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
最
大
振
幅
値
の
割
合
CH
走行前
45万回
46万回
50万回
54.5万回
55万回
59万回
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.2
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
最
大
振
幅
値
の
割
合
CH
走行前
45万回
46万回
50万回
54.5万回
55万回
59万回
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.2
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
最
大
振
幅
値
の
割
合
CH
走行前
45万回
46万回
50万回
54.5万回
55万回
59万回
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.2
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
最
大
振
幅
値
の
割
合
CH
走行前
45万回
46万回
50万回
54.5万回
55万回
59万回
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.2
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
最
大
振
幅
値
の
割
合
CH
走行前
45万回
46万回
50万回
54.5万回
55万回
59万回
154 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.50(2) 59万回走行までの最大振幅値の割合 
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弾性波速度と同様に，46万回走行時の最大振幅値が 45万回走行時に比べ大きいことがわ
かる．これは，3ヶ月間の実験中断期間のうちにコンクリート内部に発生したひび割れが一
度閉じたため，最大振幅値が回復したと考えられる．しかし，一度形成されたひび割れは完
全に閉じることはなく，ひび割れ面には微細な空隙が存在することになる．このため，ひび
割れを透過する際の振幅減衰の影響を受け，最大振幅値分布は走行前に比べ，低い値を示し
たと推察される． 
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6.5.5 重心周波数分布 
図 6.51～図 6.53に各センサ位置で弾性波を入力したときの 20万，40万，59万回走行
までの重心周波数分布示す．なお，10kHz～250kHzの周波数を対象に，入力 CHの重心周
波数対する各センサで受信した重心周波数の割合を示している．
 
 
 
 
 
 
 
(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.51(1) 20万回走行までの重心周波数の割合 
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(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.51(2) 20万回走行までの重心周波数の割合 
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(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.52(1) 40万回走行までの重心周波数の割合 
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(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.52(2) 40万回走行までの重心周波数の割合 
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(a) 1CH                 (b) 2CH 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 3CH                 (d) 4CH 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 5CH                 (f) 6CH 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 7CH                 (h) 8CH 
図 6.53(1) 59万回走行までの重心周波数の割合 
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(i) 9CH                 (j) 10CH 
 
 
 
 
 
 
 
(k) 11CH                 (l) 12CH 
 
 
 
 
 
 
 
(m) 13CH                 (n) 14CH 
 
 
 
 
 
 
 
(o) 15CH                 (p) 16CH 
図 6.53(2) 59万回走行までの重心周波数の割合 
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走行初期から，多くのセンサにおいて，走行前に比べ重心周波数が低下することがわかる．
しかし，センサの中には走行前と比べて重心周波数が大きくなる例（図 6.53(b)，(e)，(i)）
や，BPにおいては挙動が不安定な例が見受けられる．しかし，それ以外のセンサにおいて，
走行初期の 10万回走行までに，重心周波数の低下が確認でき，走行回数増加に伴い，更に
低下している．最大振幅値分布と同様に走行初期において，重臣周波数による損傷評価が可
能と考えられる．しかし，センサによって重心周波数分布の推移が同じような傾向を示して
いるとは限らないことから，更なる改良が望まれる検討項目である． 
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6.6 まとめ 
本章では，弾性波速度トモグラフィ法の基礎検討として数値実験を行い，要素分割方法に
ついての検討を行った．また，数値実験の結果の妥当性を評価するため，せん断破壊した RC
梁側面に弾性波速度トモグラフィ法を適用し，計測領域の要素分割方法，信号到達時間の決
定法を変化させ，損傷検出精度向上を図った．また，要素分割に関する検討をもとに，輪荷
重走行を受ける BP床版に弾性波速度試験を適用し，BP床版の損傷疲労評価を行った．  
以下に得られた知見を示す． 
 
(1) 仮想ひび割れが存在する解析領域に対して，要素分割を三角形および四角形として弾性
波速度トモグラフィ法を適用した数値実験では，いずれの要素分割でも分割数を細かく
するほど，仮想ひび割れ付近に弾性波速度低下領域が表れた．しかし，センサ間距離が
長く，仮想ひび割れを横切る波線の影響により，四角形要素分割では比較的健全な領域
に弾性波速度低下領域が広がる傾向が確認された．そこで，計測領域を小分割し，重ね
合わせることにより，健全部と仮想ひび割れをより明確に区別できる解析結果が得られ
た． 
 
(2) せん断破壊した RC梁の側面にて弾性波速度を求めた結果，せん断ひび割れ，剥離位置
を横切る波線は 1300～3050m/s，比較的損傷を受けていないと思われる領域を通過する
波線は 4000 m/s程度であり，弾性波速度の違いからひび割れの有無および剥離が検出可
能であることが示された． 
 
(3) せん断破壊した RC梁の側面に弾性波速度トモグラフィ法を適用した場合，いずれの要
素分割でも，ひび割れ付近に弾性波速度低下領域が表れる．本研究の範囲では，三角形
要素にて解析領域を分割することで損傷をより明瞭に把握できる，さらに解析領域の重
ね合わせ，検出信号の波形増幅を行うことで，損傷検出精度が向上することが示された． 
 
(4) 輪荷重走行を受ける BP床版に弾性波速度トモグラフィ法を適用した結果，輪荷重走行
前では約 3500m/sの弾性波速度であり，載荷荷重の増加，走行回数の増加に伴い，コン
クリート内部の弾性波速度が低下していくことが確認された．はじめに，輪荷重走行面
における弾性波速度の低下が確認でき，徐々に供試体全体の弾性波速度が低下し，疲労
損傷評価が十分に行えることが示された． 
 
 
 
 
 
164 
 
(5) 輪荷重走行を受ける BP 床版において，3 ヶ月間の実験中断期間の後に弾性波計測を行
った結果，実験中断前と比べ，コンクリート部の弾性波速度が上昇した．これは，実験
中断期間のうちにコンクリート内部の開いていたひび割れが時間経過に伴い閉じたた
めと考えられる．輪荷重走行試験が再開し，走行の停止後，再び弾性波計測を行った結
果，弾性波速度の低下を確認した．これより，輪荷重走行の再開により，閉じていたひ
び割れが再び開いたと推察される． 
 
(6) 弾性波の入力，検出点間が遠いと，距離減衰の影響により，信号の衝動を適切に読み取
れない可能性がある．そこで，弾性波の入力に 0.9mmのシャープペンシルの芯を用いる
ことで，入力エネルギーが大きくなり，距離の遠いセンサ間において信号の初動の検出
精度が向上した．また，通常用いられる 0.5mmでの弾性波速度トモグラフィ解析結果に
比べ，0.9mmの芯を用いた場合は弾性波速度が高く評価される解析結果が得られた． 
 
(7) 弾性波の最大振幅値および重心周波数の推移より，走行直後から値が低下することが確
認されたが，走行回数を重ねるにつれて，低下程度は減少した．これより，輪荷重の走
行初期においては弾性波の最大振幅値，重心周波数に着目，走行回数の増加に伴い，弾
性波速度に着目することで，より詳細な BP床版の疲労損傷評価が可能であることが示
された． 
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第七章 まとめ 
 
国の重要文化財である清洲橋や永代橋には，国内の道路橋では数少ないバックルプレー
ト（以下，BP）床版が採用されている．しかし，BP床版に関する検討事例が少なく，疲労
耐久性や破壊機構について未解明な点が多い．将来の維持管理計画を策定するためにも，こ
れらの解明が必要となる．そこで，東京都は清洲橋 BP床版実物大モデルに輪荷重走行試験
を行い，BP床版の疲労特性について検討している． 
本研究では，BP床版の破壊機構解明の一検討および今後の維持管理を戦略的に実施する
ための基礎検討非破壊検査手法であるアコースティック・エミッション（以下，AE）法お
よび弾性波法を BP床版の輪荷重走行試験に適用した．また，構造物の健全性評価に用いら
れる非破壊検査手法の一つである弾性波速度トモグラフィ法における損傷検出精度向上に
関する諸要因の検討を併せて行った． 
以下に，本研究により得られた知見を示す． 
 
7.1 AE法による輪荷重走行を受ける BP床版の破壊機構に関する検討 
(1) 清洲橋 BP床版の実物大モデルを用いた輪荷重走行試験において，走行初期からコンク
リートと BP間の剥離が発現し，走行回数の増加に伴い剥離の進展が確認された．その
後，BP床版がせん断ひび割れ発生位置で局部的に変形するW型のたわみ分布となり，
コンクリート上面にひび割れが確認された．また，コンクリート部が破壊する前に，コ
ンクリートと BPは全面剥離となった．  
 
(2) 輪荷重走行試験に AE 法を適用した結果，走行初期では微細ひび割れを形成する 75～
84dB の AE 源が供試体全面から検出され，コンクリートと BP の剥離に伴って発生す
る 85dB以上の AE源が供試体底面から検出された．走行を重ねるにつれて，曲げひび
割れ，せん断ひび割れの形成に伴って発生する比較的振幅値の大きい AE 源が検出さ
れ，その後，供試体内部全域にわたって AE源を検出したことから，内部のひび割れが
急激に進展したと推察される．輪荷重走行中の BP床版に AE法を適用することで，コ
ンクリートと BPの剥離の有無，コンクリート内部のひび割れの発生，進展といった破
壊過程がモニタリング可能である． 
 
(3) 静的載荷試験に AE法を適用した結果，走行初期では引張型の AE信号が検出され，そ
の後，せん断型に推移することが示された．BP 床版の静的載荷試験に AE法を適用す
ることで，発生するひび割れの分類が可能となり，コンクリートに内在するひび割れの
種類を推定できることが示された． 
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(4) BP床版の破壊形態は，走行初期にコンクリート内部に微細なひび割れが形成されると
ともに，コンクリートと BPの剥離が生じ，一体性が失われる．次に，微細ひび割れの
蓄積によって，走行面直下に曲げひび割れ，せん断スパンに斜めひび割れが発生する．
その後，コンクリート内部のひび割れは進展し，橋軸方向にブロック化したひび割れを
形成し，最終的にはコンクリート部の押抜きせん断破壊を呈すると考えられる． 
 
7.2 弾性波速度トモグラフィ法における損傷検出精度向上に関する諸要因の検討 
(1) 仮想ひび割れが存在する解析領域に対して，要素分割を三角形および四角形として弾
性波速度トモグラフィ法を適用した数値実験では，四角形要素分割において，センサ間
距離が長く，ひび割れを横切る波線の影響を受け，比較的損傷を受けていない領域に弾
性波速度低下領域が確認された．そこで，解析領域を小分割，重ね合わせを行うことで
比較的損傷を受けていない領域と仮想ひび割れを明確に区別できる解析結果が得られ
た． また，分割数を細かくし，三角形要素を用いることで，より詳細な解析結果を得
ることが示された． 
 
(2) せん断破壊した RC梁の側面にて弾性波速度を求めた結果，せん断ひび割れ，剥離位置
を横切る波線は 1300～3050m/s，比較的損傷を受けていないと思われる領域を通過する
波線は 4000 m/s 程度であり，弾性波速度の違いからひび割れの有無および剥離が検出
可能である． 
 
(3) せん断破壊した RC梁の側面に弾性波速度トモグラフィ法を適用した場合，いずれの要
素分割でも，ひび割れ付近に弾性波速度低下領域が表れる．本研究の範囲では，三角形
要素にて解析領域を分割することで損傷をより明瞭に把握できる．さらに解析領域の
重ね合わせ，検出信号の波形増幅を行うことで，損傷検出精度が向上すると示された． 
 
7.3 輪荷重走行を受ける BP床版の弾性波速度トモグラフィ法による損傷評価 
(1) 輪荷重走行を受ける BP床版に弾性波速度トモグラフィ法を適用した結果，輪荷重走行
前では約 3500m/sの弾性波速度を示し，載荷荷重の増加，走行回数の増加に伴い，コン
クリート内部の弾性波速度が低下することが確認された．はじめに，輪荷重走行面にお
ける弾性波速度の低下が確認でき，徐々に供試体全体の弾性波速度が低下した．また，
3ヶ月間の実験中断期間の後に試験を行った結果，コンクリート部の弾性波速度の上昇が確
認された．これは，時間の経過とともにコンクリート内部のひび割れが閉じたためと考えら
れる．実験が再開し，輪荷重走行を受けた後，弾性波計測を行った結果，弾性波速度の低下
が確認され，閉じていたひび割れが再び開いたと考えられる．弾性波速度の低下，上昇は静
的載荷試験における BP床版のたわみ分布の推移と対応しており，弾性波速度トモグラフィ
法による疲労損傷検出が十分に可能であることが示された． 
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 (2) 弾性波の入力，検出点間が遠く，入力エネルギーが小さい（0.5mmのシャープペンシルの芯）
と，距離減衰の影響により，信号の初動を適切に読み取れない可能性がある．そこで，弾性
波の入力エネルギーを大きく（0.9mm のシャープペンシルの芯）し，弾性波計測を行った．
計測の結果，0.9mmの芯を用いた場合，0.5mm芯を用いた場合に比べ弾性波速度が大きく評
価されたことから，検出点で入力，検出点間が遠い場合には，入力エネルギーを大きくする
ことで，信号の初動を適切に読み取れると考えられる． 
 
(3) 最大振幅値および重心周波数分布のより，走行直後から値が低下することが確認されたが，
走行回数を重ねるにつれて，低下程度は減少した．これより，輪荷重の走行初期においては
最大振幅値，重心周波数に着目，走行回数の増加に伴い，弾性波速度に着目することで，よ
り詳細な BP床版の損傷疲労評価の可能性が示された． 
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研究室の多くの先輩方に感謝申し上げます． 
 学部時代の研究にあたり，多大な御協力を頂き，研究室生活でも大変お世話になりました，
石田樹先輩，川瀬麻人先輩，黒原創先輩，代田哲郎先輩，藤野祐樹先輩に心から感謝いたし
ます． 
 学部時代の同期であり，充実した一年間をともにした，笠原雄司君，石川鞠子さん，中村
光介君に心から感謝いたします． 
 筆者の一学年先輩であり，公私ともにお世話になりました，出口慎太郎先輩，榊原誠樹先
  
輩，朱小燕さん，そして，筆者の一学年後輩であり，研究テーマを引き継がせてもらいまし
た，古川歩さんに心から感謝いたします． 
 今年度，共に研究に取り組み，互いに協力しながら実験を進めました，学部 4年生，内田
早紀さん，小倉達也君，児玉文彦君，永山剛君，板東真輝君に心から感謝いたします． 
 研究室生活において，忙しいながらも実験に協力していただき，公私ともにお世話になり
ました，修士 1 年生，飯塚亮太君，小池悠介君，佐藤凜奈さん，長岡貴紀君，古川凌輔君，
間々田憲哉君に心から感謝いたします． 
 そして，研究室生活のほとんどの時間を共有し，互いに切磋琢磨しあった，同期の市川直
樹君，尾原弘樹君，佐々木優衣さん，新津祐樹君，村田哲君，李偉利君に心から感謝いたし
ます． 
 
 他にも，ここでは言い表せなかった他の関係者の方々に感謝いたします． 
 
 最後に，大学生活を送る上で，健康を気遣い，いつも私を支えてくれた家族に感謝し，本
論文の謝辞とさせていただきます． 
 
平生 27年 2月 
